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はじめに
　

　本論は２つの部分から構成されている。その共通テーマは19世紀の国民

国家形成時代のバイエルン政治事情から政治的カトリシズムの一事例を考

察することにある。

　前半部分では、「国家と教会」の関係を論じる。両者の関係はヨーロッ

パを考察する際に、常に係る重要な問題である。「国家と教会」の政治的

関係はキリスト教ヨーロッパ世界の歴史的特殊性の帰結である。フランス
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革命は従来の「教会と世界秩序」との結び付きを破壊、または変更し、近

代的な国教化高権政策（Staatkirchenhoheitpolitik）を創造した。このこと

はドイツ各邦でも「世俗化」（S�kularization）と教会政策（Kirchenpolitik）

を通じて、その地域事情に応じて近代国家形態を整えた（１）。

　18世紀末バイエルン国家は啓蒙絶対主義の立場から国教化政策を採用し、

対外的にはカトリック教会をローマ教皇から分離し、対内的にはカトリッ

ク教会の持つ封建諸特権と教会財産を没収し、カトリック教会を官僚機構

の一部に再編成することに成功した（２）。

　このバイエルン近代国家の成立過程は以下の三期に分けられる（３）。

　第一期は18世紀半ばからマキシミリアン・ヨーゼフ三世統治の時代であ

る。この時代は近代国家を前提にそれまでの封建的秩序を近代的な国民国

家への態勢を目指すものであった。その改革作業はＫ・テオドール選帝侯

の教会との同盟を経て、1799年M・ヨーゼフ四世のもとに開始した。

　第二期は1799年から1808年までの時代である。この時代は本格的な国家

建設と国民形成期で、フランスの干渉を受けつつも、国家と社会の改革を

モンジュラ（M. J. G. v. Montgelas、1759－1838）を中心とする啓蒙官僚が

憲法策定を通じて、「上からの革命（Revolution von oben）」を実行し、そ

の成果が1808年基本法（Konstitution）であった。国家が司教区を支配し

やすいようにそれまでの組織を再編成し、国王が聖職者を任命する権限を

掌握することとなった。「世俗化」と教会政策はカトリック教会に厳しい

制約を課していった。同時に地方に割拠した政治構造を克服しようとする

一元的社会はモンジュラ体制（Montgelas-System）と称された。この作業

の主導権は啓蒙官僚に特権的、支配的な地位を保証することにもなった（４）。

　第三期は1809年からである。モンジュラ失脚後、封建勢力との妥協が現

われたが、第二期で完成した国家体制は維持されたままである。1817年バ

イエルン政府はローマ教皇と政教条約（Konkordat）を締結して、カトリッ

ク教会に有利な条件を提示したが、反教権的な宗教法令（Religionsedikt）



を1818年憲法（Verfassung）に組み込むことによって、カトリック教会を

かえって制約しようと試みたのである。

　19世紀初期のバイエルン教会政策は卓越した能力を持つモンジュラを中

心とする啓蒙官僚の指導の下に、フランス革命後の新状況に対応し、かつ

現実に近代国家の完成を目指した結果であった。このことはナポレオン時

代の権力政治に立憲国家の成立と啓蒙思想が重なり合い、国家による教会

支配を国教化政策で実施し、新バイエルン国民国家の建設に踏み出すこと

になった。それは「宗派同権」国家への大きな転換であった。それゆえ、

危機意識を持った啓蒙絶対主義官僚は国教化政策の行使のためには、1809

年宗教法令をどうしても必要としたのである。この事情は単にバイエルン

だけの問題でないであろう。と同時にバイエルン教会政策の研究はバイエ

ルンの政治的発展の前提条件をなすと思われる。そのことは19世紀を通じ

てのドイツの問題でもあり、また第一次世界大戦前までのドイツの政治構

造の問題でもあ る 。
（５）

　本論の前半では次の三点を念頭において論じられる。それは、①19世紀

初期バイエルンを国家と教会の関係で叙述すること、②近代国家を形成す

る中心的役割を果たした啓蒙官僚を論ずること、③①と②に関わらず、19

世紀を通じて中小農民による強力なカトリック教会への支持がなぜ持続す

るのかということを解明することである（６）。これらの事情は、プロイセン

とは異なった形で提示される問題である。ドイツ政治史は従来からプロイ

センを中心とする形でしか論じられなかった。19世紀の諸邦の国家形成の

あり方がドイツ統一後も有形無形に影響し続けていた。本論でプロイセン

に次ぐ第二の邦（ラント、Land）であるバイエルンを論じる理由がある。

その住民の多数がカトリック教徒である点を考えても、バイエルン史を研

究する場合、国家とカトリック教会の関係が中心的なテーマとならざるを

えないであろう。当時両者の関係の争点は国教化政策の問題であった。バ

イエルン近代国家を建設したのは啓蒙官僚であった。官僚による国家建設
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はプロイセンでもシュタイン＝ハルデンベルクの改革に見られるように他

邦でもあった。しかしバイエルンではモンジュラを中心とする官僚が急進

的な国教化政策を追求し、フランス革命以降の変革期を背景に、彼らの作

り上げた政治体制が19世紀の政治的方向性を決定したのである。カトリッ

ク教会が大きな影響力を持つ邦にかかわらず、官僚が国教化政策を充分に

実行しえたことは注目に値する。

　官僚が「世俗化」によって教会領を廃し、農民を解放し、「バイエルの

主人公」である中小農民を形作った。しかしのちの歴史が示すように、大

部分のカトリック農民は基本的にカトリック教会（またはカトリック政党）

を支持し続けた。例えばフランスでは分割地農民はその利益を守るために

反教権的態度をとった。ところがバイエルン農民は19世紀を通じて、教会

と対立する自由主義政府を支持しなかった。フランスとバイエルンの農民

の政治的態度を説明するには、その発端である19世紀初頭の政治、経済の

側面からだけでは理解できない。それらに加えて、さらに文化的側面を含

めた社会構造から説明する必要があると思われる（７）。

　本論の後半部分では19世紀後半からのバイエルン政治を取り上げる。1955

年スペックナーは「第一次世界大戦後のバイエルン・ブルジョアジー研究

はまだ白紙の状態である」（８）と述べたことがある。その後1960年代後半か

らミュンヘン大学のボーズル教授を中心に地域・地方研究が進展し、その

成果が充実してきた。大衆民主主義時代からファシズムの萌芽に至る事情

をバイエルンの政治的カトリシズムを鏡として見ることができる。

　1945年以前のバイエルン政治の展開は特殊性を示している。その保守的

風土と政策から極右政党が芽生え、その中からナチズム運動が成長するの

であった。ナチズムの基礎はまさにバイエルンの1920年から1924年までの

政治現象の所産であり（９）、バイエルンはナチズムのため池（Sammelbecken）

であったのである（10）。ナチズムの基盤を提供したのがバイエルンのカト



リック保守勢力であった。もちろんバイエルン人口の大部分を占めるカト

リック農民は都市中間層とは対照的にナチズムに免疫性を持っていた（11）。保

守勢力が直接ナチズムを生み出し契機をなしたのではない。ただ保守勢力

は状況によって極右勢力に関心を高めることもあった。ヴァイマル初期の

バイエルンは「マルクス主義の北ドイツ」を牽制する政策である「秩序細

胞（Ordnungzelle）」の地と知られていた。だからバイエルンはヴァイマ

ル体制に反対する極右勢力の避難所になっていた（12）。

　本論後半のテーマは「秩序細胞」政策を採用したバイエルン人民党

（Bayerische Volkspartei）に関するものである。従来の研究の多くが対象

時期を第一次世界大戦中、またはバイエルン革命期から開始するのが一般

的である。しかし筆者の考えは人民党の原型が19世紀末にあり、その中心

をなす農民が時代の状況に対応していった結果であったとみなしている。

これまでの研究では主に1918年から1923年までの事件史を中心に描いてき

たきらいがある。けれども筆者の関心はいわゆる「バイエルン的住民」を

理解したうえで、1918年から1923年までのバイエルン政治の解明にある。

バイエルン住民はＥ・トラーの「大衆」でもなく、Th・マンが好んだミュ

ンヘンの雰囲気に住む人々でもなく、ましてやヒトラーの言う「芸術都市」

には無縁な住民であった。すなわち、いわゆる「バイエルン的住民」は分

権主義的、君主主義的、カトリック的な中規模農地を所有する自営農民に

こそその存在の核心をみなければならないだろう、と考えられる。彼らの

おかれた19世紀末からの政治、社会、経済、文化の各構造の前提なしに、

第一次世界大戦後の諸事件の理解は不可能であろう。

　本論の目的は19世紀初めから第一次世界大戦後の混乱期までのバイエル

ン・カトリシズムの内部構造とそれを含む社会構造の分析を通じて、戦後

バイエルンの動向を考察することにある。ヴァイマル初期のバイエルンの

反左翼的な「秩序細胞」が開始なのでなく、カトリック系の政党、それに

それを支えたカトリック農民の動向の諸結果が「秩序細胞」であったので
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ある。カトリシズムの内部はカトリック系政党との関連で考える必要があ

る。だからといえ信仰そのものに重点をおこうとは考えていない。それは

以下の理由からである。

　「カトリック教会とカトリック系市民とを区別することである。つまり

カトリック系政党はカトリック系市民の利益をカトリシズムという形を取っ

て政治的に表現するものだからである」（13）。バイエルンではカトリック農

民は信仰という形を通じて教会が、農業利益を通じてキリスト教農民協会

（Christliche Bauernverein）がそれぞれ代表し、その両者の政治的表現を

担うのが愛国党（Patriotenpartei）－バイエルン中央党（Bayerische 

Zentrumspartei）－バイエルン人民党（Bayerische Volkspartei）という伝

統を持つカトリック系政党であった。この政党は第二次世界大戦後にはキ

リスト教社会同盟（CDU）となる。

　本論ではまずバイエルン的背景を理解したうえで、時代の中でカトリッ

ク系政党内部の変貌とその際の内部葛藤、さらにその帰結が戦後の人民党

結成と保守反動に至る経過を考察の対象とする。その際、一貫して見られ

るのはカトリック農民の利益擁護が底流にあることである。

　

（１）Maier, H., Kiriche - Staat - Gesellschaft, Hochland, Bd.60, 1967/68, S.201. マ

イヤーはフランス革命をヨーロッパ大陸のカトリック風土における近代民主

主義運動の出発点であるとも述べている（Auerbach, H., Katholizismus und 

Demokratie, Zeitschrift f�r bayerische Landesgeschichte （以下ZBLGと略す），

Bd.29, S.282. Vgl., Doeberl, M., Entwicklungs-Geschichte Bayerns, BdⅡ, 

M�nchen, 1931. ヨーロッパの政治的カトリシズムについては、例えば

Buchanan, T. and Conway, M. (eds.), Political Catholicism in Europe 1918-

1965, Oxford, 1996を参照。カトリシズムと政治の関係を論じた研究として、

例 え ばB�ckenf�rde, E. - W., Kirchler Auftrag und politische Entscheidung, 

Freiburg, 1973がある。

（２）1946 年に制定された現バイエルン憲法は、「国教会（Staatskirchen）は存在

しない」と謳っている（142条１項）。また現行法に反しないかぎり、信仰の



自由は保証され（同条２項）、教会及び宗教団体は国家の監督から自由である

（同条３項）」とも規定されている。この条文は歴史的な内容が含まれてい

る。この時期については、古田雅雄「19世紀初期バイエルン国教代政策

｜

モ

ンジュラ体制の教会政策

｜

（１）（２）」『六甲台論集』第33巻第２号、第３

号、昭和61年７月、10月も参照。

（３）M�ckl, K., Der moderne bayerische Staat. Ein Verfassungsgeschichte vom 

Aufgekl�rten Absolutismus bis zum der Reformepoche,（以下MBMと略す） 

M�nchen, 1979, S.3-8．

（４）M�ckle, MBM, S.15 -16. バイエルンとフランス革命との関係については、

Schulze, W., FRANKREICH Bayern und die Franz�sische Revolution: 

Machterweiterung und innere Reform, Schmid, A., Weigand, K. (Hrsg.), 

Bayern mitten in Europe. Vom Fr�hmittelalter bis ins 20. Jahrhunclert, 

M�nchen, 2005, S.242-263 参照。Vgl., M�ller, A., Bayerische Politik und 

Bayerische Diplomaten zur Zeit Carl Theodors und Max Josephs, 

M�nchen, 1954.

（５）K�rner, M., Staat und Kirche in Bayern 1886-1918, Mainz, 1977, S.1-2.

（６）バイエルン近代史研究は19 世紀を別にすれば、戦前のM. Doeberlの研究を出

発点とする（Spindler, M. Der Lehrstuhl f�r bayerische Lnadesgeschichte an 

der Universit�t M�nchen,; Fried, P. (Hrsg.), Probleme und Methode der 

Landesgeschichte, M�nchen, 1978, S.344-349 ）。バイエルン研究史はミュンヘ

ン大学を中心とするボーズル学派による1970年代以降の研究成果があり、こ

れらの成果は貴重である。①と②の研究はあるが、③の本格的な研究はまだ

不十分である。比較的早く注目した研究に、Higby, Ch. P., The Religious 

Policy of The Bararian Government During The Napoleonic Period, New 

York, 1918がある。②に関しては谷口健冶『バイエルン王国の誕生　ドイツ

の置ける近代国家の形成』山川出版社、2003年がある。これはこの時代の制

度史を本格的に論じてた労作である。　Vgl., Bosl, K. (Hrsg.), Die Bayerische 

Staatlichkeit, M�nchen, 1976: Aretin, K. O., Bayerns Weg zum Souver�nen 

Staat. Land st�nde und Konstitutionelle Monarchie 1714-1818, M�nchen, 

1976.

（７）フランスの事情については、Weber, E., Peasants into Frenchmen. The 

Modrenization of Rural France, 1870-1914, Stanford, 1976を参照。

（８）Speckner, H., Die Ordnungzelle Bayern. Studien zur Politik des bayerischen 

B�rgertums, insbendere der bayerischen Volkspartei von der Revolution 

bis zum Ende des Kabinetts Dr.Kahr, Diss. Erlangen, 1955, Ⅲ.
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（９）Thr�nhardt, D., Wahlen und politischen Strkturen in Bayern 1848-1953, 

D�esseldorf, 1973, S.125-126.

（10）Gollwitzer, H., Bayern 1918-1933, Vierteljahreshefte f�r Zeitschrift（以下VfZ

と略す），1955, S.364.

（11）Farr, I., Populism in the Countryside: The Peasant Leagues in Bavaria in the 

1890s, Evans, R. J.(ed.), Society and Politics in Wilhelmine Germany, London, 

1978, p.155.; Loomis, C. P. and Beegle, J. A., The Spread of German Nazism in 

Rural Areas, American Sociological Review, 1946, p.733.

（12）プリダム，Ｇ．垂水・豊永訳『ヒトラー　権力への道　ナチズムとバイエル

ン1923年－1933年』時事通信社、1975年、６頁、８頁。

（13）西川知一『近代政治史とカトリシズム』有斐閣、1977年、33頁。

　

　
理論的視点
　

　政治システムは基層、中層、最上層の三層からなる円錐形に例えれば、

各層の政治事象を相互に関係させる政治現象の総体である。基層は社会の

政治的アイデンティティ構造を示す政治共同体（political community）で

ある。それはそのメンバーの愛着とそれへの強力への意欲によって表現さ

せる。中層は社会を形成、維持する諸制度である政治体制（political regime）

を表現する。最上層は政策決定を遂行する政府（govermnet）である政治

的権威を意味する。政治システムは基層において社会の構成員間に見られ

る社会的亀裂（social cleavage）から表出される政治的アイデンティティ

（政治文化）を秩序づける政治体制において権力・支配関係を規定し、政

府が諸価値や資源の権威的配分を行使する。そこには複雑な政治過程が存

在する。政府は人々の同意や承諾で政策を実行しなければ、政治システム

の維持は不可能である（１）。

　Ｓ・ロッカンは国民国家形成に4段階を設定し、それぞれが抱える危機を

克服することで政治システムとしての現代国家が誕生することを説明する。

その４段階とは、浸透段階（国家建設）、標準化段階（国民形成）、参加段



階（大衆民主主義）、分配段階（福祉国家）である。それぞれ次のような

内容である（２）。

①浸透段階は支配層レベルの政治的、経済的、文化的統一による対外的国

教建設と領域内秩序の維持を意味する。地方的な権力保持者のネット

ワークを超えた紐帯（bond）を確立する支配層レベルにおける政治的、

経済的、文化的な統合段階である。この段階は高中世からフランス革命

までの時代に該当する。

②標準化段階は教育制度、徴兵制度、マスメディアによる大衆のシステム

への一体感の育成、各種手段で領域内の住民をシステムに参入させよう

とする支配層と周辺住民との間の直接的接触の回路を強めることを意味

する。この段階はフランス革命以降19世紀に出現する。

③参加段階はシステムの大衆参加、市民的、政治的権利の拡大・平等化の

過程、組織政党の創造を意味する。領域システムの機能への被統治者の

積極的な参加の増大と市民的、政治的権利が確立、拡大、均質化、反対

派がもつ権利の確立、支持や動員と要求の集約・表出のための組織政党

が活躍する時代がそれに該当する。

④分配段階は国民統合のメカニズムとして再配分、自治権拡大・地方分権、

連邦制などの権限移譲、または社会的市民権の確立、経済的平等化のた

めの措置、公共の福祉サービスの増大、国民国家の行政装置のさらなる

拡張を表すことである。この段階は第二次世界大戦後の福祉国家である。

本論ではこのロッカン・モデルの最初の3段階を対象に論じることにす

る。

　それに中心－周辺の視点でもバイエルンの国民国家形成を考えておかね

ばならない。システムを建設する際に中心と周辺との文化的な距離がある

と、周辺支配のコストがかかり、国家建設に影響する。バイエルンを論ず

る場合には中心と周辺の視点は極めて大切である。なぜなら19世紀初頭バ

イエルンは自ら「国民国家」建設を試みて、啓蒙官僚という中心エリート
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が地方住民を支配下におこうとするし一応は成功した。その場合に中心と

周辺の関係があるが、同時に国際政治ではバイエルンは大国やローマ法王

庁という中心との関係改善を考慮しなければならなかった。

　19世紀後半ドイツ統一によって中心－周辺の位置関係も変更される。す

なわちバイエルンはドイツ国家内でのプロイセンという中心との関係では

境界域周辺として位置づけられる。それはバイエルンが内政自治や連邦制

にこだわるドイツ国家内での自己主張を意味した。同時にバイエルン内で

も19世紀後半ではカトリシズム内部での保守派と農民派との関係、それに

第一次世界大戦後の指導権を掌握した人民党（農民派）とプロイセンとの

関係、それにバイエルン内での諸要素との関係を維持しなければならなく

なった。

　以下、本論ではロッカン・モデルから19世紀バイエルンの「国民国家」

形成史を描くことを試みたい。

　

（１）古田雅雄「西欧―政治システムとしての国民国家とその変容―」加藤普章編

著『新版　エリア・スタディ入門―地域研究の学び方―』昭和堂、2000年、

25頁。

（２）ロッカン・モデルについては古田雅雄「西ヨーロッパ国民国家形成論　―Ｓ・

ロッカン・モデルを参考に―」『奈良法学雑誌』第21巻第１・２号を参照。

ロッカンの『国民国家形成モデル』については、例えば、Rokkan, S., Center-

Periphery Structures in Europe. An ISSC Workbook in Comparatire 

Analysis, Frankfurt and New York, 1987を参照。

　



　
第１部　18世紀末から19世紀前半にかけての政治的カトリシズムの

状況

第１章　19世紀初期バイエルン社会
　

１．社会経済構造

　バイエルン経済は現在に至るまで一貫して農業が主要産業である。ここ

では二つの地域的相違だけを述べておくことにする。まずアルト・バイエ

ル（Altbayer）の主要な経済は農業であった。これに対してノイ・バイエ

ルン（Neubayern）はフランケン地方のように半農業的な傾向をもってい

るところがあった（１）。確かにノイ・バイエルンの経済が後年のバイエルン

経済の資本蓄積に役立つのだが、19世紀初期においては国家の財政を支え

るには至っていない。また商工業の発展は確認されうるが農業経済が支配

的なため、工業化は長期的に遅れ、農業以外の経済分野は1848年まであま

り発展しなかった（２）。ともかく本論の対象時期において、農業従事者は社

会的下層として人口の圧倒的な部分を構成していた。まず人口・職業構造

から農民を見ていくことにしたい。

（１）人口－職業構造－農民

　1818年の統計によれば、約370万人のバイエルン住民は208の都市、40の

市（Markt）、2342の村落、199962の農園に居住しており、首都ミュンヘン

には1813年の人口が51400人しかいなかった。人口密度は地域的相違があり、

集落形成から見ても、南シュヴァ―ベン、オーバー・バイエルン、ニー

ダー・バイエルンでは拡散した住居が見られるが、反対にプファルツ、ウ

ンター・フランケンでは都市的な人口密度の濃い村落が見られた。全体と

してバイエルンは農村構造を人口面からも示していた（３）。

　職業の中心を占める農業では18世紀では全人口中82％を占めており（４）、

時期は少しのちになるが1840年になっても全人口中74％を占めていた。特
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にバイエルンの核となるオーバー・バイエルンの農業人口は、ミュンヘン

という大都市があるため56.7％であった（５）。では大部分の人口を占める農

民の社会的な地位はどのような形態であったのであろうか。

　農民の地位を1809年に農業の進歩のために設立されたバイエルン農業協

会（Landwirtschaftlichen Verein in Bayern）の構成員から考えると次の

ようになる。その構成員は大土地所有貴族・官僚貴族（50－60％）、ブル

ジョア官僚・大学教授（30％）、大農民（15％）であった。それ以外の大部

分の農民はその構成員にもなれなかった（６）。農民は名目的に第四階級と認

められた通り社会的評価は低かったのである。

　現実の農民生活を浮かび上がらせるために、当時の平均的と思われる農

民の例を取り上げておこう。1814年オーバー・バイエルンからの報告によ

ると、５人家族の農家はその生活を維持するために最低26タークヴェルク

（Tagwerk、約8.7ヘクタール）を必要とした。また、ニーダー・バイエル

ンの報告では、一年に必要な生活費は700fl.で、それで夫婦と二人の子供な

いし一、二名の使用人を賄えたという。1785年の都市中間層の四人家族が

その生活費を995fl.要したことを考えれば、平均的農民の年収は決して高く

はない（７）。当時、政府が助任司祭（Vikar）に支払う年額が600から800fl.で

あるから、ほぼ同額に近いと考えられる。これが多いか少ないかは簡単に

比較できないかもしれないが、1808年の法令（Edikt）によって隷農制

（Leibeigenschaft）から解放されたとはいえ、農民は社会からの構成員と

は認められていなかった。ただ注意すべきはこの規模の農家が約77万世帯

（約300万人）存在していたことである（８）。その数字からも分かるように

一家族は四名から五名から成り立っており、農業従事者は家族または使用

人に限定されていた。だから、19世紀前半までにバイエルンは経済上から

土地経営の上では中小規的な農業国家となっていたのである（９）。



（２）農業構造

　農業構造を土地の所有構造、土地所有、生産形態の各レベルでバイエル

ン農業を考えておこう。近年農業経済の研究は、第二次世界大戦後いち早

くミュンヘン大学のリュトゲ教授によって着手されている。彼の見解を参

考に説明しておきたい（10）。

①土地所有

　18世紀のバイエルン農業は農耕に適する耕地が少なく、ドナウ川流域を

除き半農半蓄の段階にあった。上級所有権はプロイセンのそれと異なり自

己による直接経営を嫌い、地代取得者の立場となっており、そのため農地

が孤立農園という形で分割されていた。その当然の結果として、農業経営

は各用益権を持つか下級所有権者である農民を基本単位としていた。上級

所有権と下級所有権の関係は法的には物権化されており、プロイセンのよ

うな人的支配でなく、両者の給付関係になっていた。だから、小農村とい

う村落制度が社会経済の共同体として中核をなし、それが荘園制の中でハ

ウプトマンシャフト（Hauptmanshaft）を形成し、末端領邦行政の自治組

織として機能していた（11）。

　18世紀土地を支配した社会層は、ラント領主、貴族領主、教会領主であっ

た（12）。それぞれ約14％、約24％、約56％と農場を所有していた。他邦と異

なる点は教会に属する保有地の規模とは関係なく、約60％を教会領主によっ

て支配されていた（13）。バイエルン農業構造の特徴として重要なのは上級所

有権としての教会（ないし領主、貴族）が土地（上級所有権）を支配して

いるにもかかわらず直営地を持たずに小規模な定期借地、ないし分益小作

の所有地を農民による経営に任せており、「世襲農民保有地」（下級所有権）

を農民に保証したことである（14）。だから、プロイセンのような人的支配ま

ではなく、あくまでも給付関係はバイエルンでは成立していた。もっとも

この制度はバイエルン農民をプロイセンのそれ以上に伝統に固執する性格
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を植え付けていったのである（15）。

②土地相続

　上級・下級所有権はいかなる形で相続されたのであろうか。これは「世

俗化」後の農民の地位に関係する。

　相続方法は一括相続と自由分割相続とがあり、古い部族法は後者を採用

していた。上級所有権を持つ社会的上層は一括相続を主としており、ラン

ト領主も農民の持つ用役権を立法によって一括相続に変更しようとした。し

かし18世紀末においても大部分の農民は自由分割相続を用いていた（16）。た

だ、リュトゲの説明には一定の考慮が必要である。　

　具体的に見ておこう。地域的に分類して、ウンター・フランケン、オー

バー・バイエルン、ニーダー・バイエルン、シュヴァーベン、オーバー・

プファルツ、ミッテル・フランケンは単独相続を採用していた。そのため

19世紀初期の財政悪化、上級所有権の崩壊、農地開発の理由も加わって、

平均して中小規模農民層が結果的に増大することになった（17）。たださきに

記したように土地経営を農民に任せたために、大土地を中心とするユンカー

と異なり、バイエルン農民の経営規模は小さかった。これがバイエルンの

土地所有構造の特徴を決定した（18）。

③生産形態

　19世紀を通じてバイエルンは三つの農業生産地帯から成り立っている。こ

れらは、①散居農場（Einordhof）である大農地帯のオーバー・バイエル

ン、ニーダー・バイエルン、②中農経営が支配的なフランケン、シュヴァー

ベン、③小農経営が支配的なウンター・フランケン、プファルツである（19）。

19世紀初期、国家の成立と並行し、財政難の問題も絡みつつ、農業技術と

農業政策が進展した。例えば、新しい輪作（Fruchfolge）、荒廃地の耕作、

栽培植物、家畜用牧草の採用などが試みられており、農業生産の拡大が計



画された（20）。

　18世紀から19世紀にかけて、農民の環境は上級所有権の「世俗化」によっ

て大変動をきたした。バイエルン農業構造の中で土地所有を中心に考えれ

ば、上級所有権と下級所有権の関係は分解過程にあり、すなわちそれは

「農民解放」の過程でもあり、「世俗化」によっていったん国家に属した

土地はその後農民に売却されたため以前の上級所有権は1848年までに解消

するのであった（21）。けれども、農業生産者の構成から考えると、農民は人

口・職業構造で考察したように土地所有の変化に関わらず、小農村に居住

する家族労働を中心とする生産形態に変化はなかった。だから、所有と生

産の両面から考えると、従来上級所有権から与えられてきた用役権が所有

権となり、農民にとって自らの土地になったとはいえ、生産者としては以

前と同様の土地を家族で耕作することには変化はなかった。もっとも、用

役権から所有権への移転に際して、農民に対する国家の債権が残ったので

ある。それでは社会経済的側面から考えて、農民のメンタリティは変化し

たのであろうか。

　農村社会の支配者は国民のごく一部から形成され、生産者である大部分

の農民から峻別されている。だから、農業社会は支配層と農民の分離、さ

らに階級間の不平等を隠すよりは誇張する傾向がある。社会各層は国民の

文化的同質性というより、相違を特徴としており、その文化的亀裂は垂直

になりがちである（22）。

２．社会的統合

（１）社会的上層の価値観

　ドイツ啓蒙思想はイギリス、フランスと異なって、専制主義を否定的に

考えず、反対に伝統的な体制に組み込まれて機能していた（23）。本来の啓蒙

思想の普遍的理念は旧体制から個人の解放であるはずだが、ドイツ的啓蒙
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思想は最初から「啓蒙」の限界をその担い手の思考・行動に内在した（24）。

　啓蒙思想はドイツにおいて18世紀に社会の精神的潮流をなした。19世紀

初頭にバイエルンでも高級官僚を中心とした政治的支配層が啓蒙思想をもっ

て近代国家建設に関わった。彼らの目標は一方において合理性に基づく科

学・教育・社会政策を促進し、他方においてイエスズ会の影響から社会を

解放することにあった（25）。ここでは少し歴史的に概観しながら、官僚層の

精神構造を確認しておこう。

　バイエルンの啓蒙思想史は三段階に区分される。

　第一段階はカトリック改革運動（kathorischen Reformbewegung）から

開始し、1759年科学アカデミー（Akademie der Wissenschaft）の設立ま

での時期である（26）。1700年頃から始まる僧院ルネサンスから新しい僧院文

化が初期の啓蒙思想の特徴を表していた。それは教会と国家との公的活動

において合理主義を強調し、明らかな形で反イエスズ会的な主張をした。官

僚は啓蒙思想を絶対主義国家を追求するために利用し、アカデミー設置を

宣言したのである。これ以降から第二段階が開始する。

　第二段階は絶対主義的プログラムの受け入れから1776年の啓明結社

（Illuminatenbund）設置までであった（27）。アカデミーは領邦国家において

絶対主義を普及させる役割を果たし、それを啓蒙思想で表現したのである。

その代表的人物はオスターヴァルト（Osterwald）、クライストマイヤー

（Kreistmayer）らであった。彼らは教会を国家に従属させる国教化高権

を理論化した。これは絶対主義領主からの要望でもあった（28）。啓蒙思想は

1773年のイエスズ会の廃止においてある頂点を迎えるのである。さらに、

アカデミーは教育改革を宣伝し、修道院が支配する学校制度を国家の管轄

下に置くことも主張した（29）。けれども、現実の教育制度は領邦絶対主義側

に移ったとはいえ、教師不足から旧制度のままとならざるをえなかった（30）。

　第三段階は18世紀末からの25年で、この期間では啓蒙思想はその科学性

を薄め、教会の影響から社会の解放だけを先行させることになったのであ



る（31）。Ch・ヴォルフ（Ch. Wolff）の精神で養成された官僚が活躍するので

ある（32）。

　この思想潮流は1802年に移転したランツフート大学で後期啓蒙思想を開

花させ、その政治的推進力を大いに発揮した（33）。同大学でモンジュラを中

心とする啓蒙官僚が育つのである。この啓蒙思想の影響は19世紀に入って

官僚層だけでなく、例えば医者、商工業者など都市ブルジョアジーにも及

び、彼らをカトリック教会の影響下から離反させる一因をなしたのである。

これらの社会層はフランス革命初期の段階において、教会と国家の改革運

動の担い手でもある。ただ、啓蒙思想は農村社会には決して浸透できなかっ

た（34）。重要なことは、啓蒙思想が時代の潮流であったとしても社会全体に

浸透したのでなく、啓蒙思想を身につけた階級だけがそれを同じ階級に伝

搬したのである。そのため啓蒙思想を担ったのは高級官僚であったとして

も、必ずしも下級官僚ではなかった。

　18世紀後半から政治的支配層内を席巻した啓蒙思想は後年のモンジュラ

時代の国家と教会との関係で考慮すれば、両者の激しい対立の前触れをな

すものであった（35）。その具体的な表現がガルカニズム（Gallikanismus）、

ヨーゼフ主義（Josephnisimus）、フェブロニウス主義（Febronianismus）

であった（36）。ただここで注意すべきは、教会から官僚に協力した啓蒙主義

的な司祭が存在したことである（37）。その代表的人物は元啓明結社メンバー

であったヘェフェリン（J. B. C. H�ffelin）である。彼はモンジュラ体制下

でローマ法王との政教条約締結のためバイエルン大使として活躍すること

になる。また、文化面ではシュタットラー（Stattler）が活躍した。元々カ

トリック啓蒙運動の中心はランツフート大学であった。そこで、元イエス

ズ会士シュタットラーはフェブロニウス精神で神学、教会法を教授してい

た（38）。

　1806年マキシリアン・ヨーゼフ四世の国王即位はバイエルン国家にとっ

て歴史的事件であったが、高級官僚を中心とした社会上層は啓蒙合理主義
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を支援しながら、近代国家建設を国王の支持を背景に大改革を実行したの

である（39）。

（２）社会的下層の価値観

　1970年以降、歴史学の分野で発展した家族史、または社会史は社会的下

層の文化研究を豊かにし続けている。いくつかの見解を比較しながら、バ

イエルン社会的下層の文化・価値観を考察しておこう（40）。

　家族史研究者ショーターによれば、バイエルンは1790年から1860年まで

の期間にモラルの相当な変化があり、個人の内面生活において旧来の価値

体系が崩壊し、価値の「近代化」が進行したと力説する。そのモラルの変

化の象徴は当時の日常生活の変化から説明され、その変化は政治的結果を

伴ったとも述べている。そのため社会的な権威がぐらつき、個人の自治意

識が強まって、従来とは異なった国民文化が大地主、大商人、ブルジョア

を中心に下層にも浸透していった。例えばその変化は手工業の親方と職人・

徒弟、雇用主と労働者、農民と農業使用人などの関係にも現われ、旧来か

らの両者の家父長的性格を一掃してしまった。要するにショーターの主張

するところを整理すれば、バイエルンは18世紀から19世紀にかけて、個人

の内面生活に大きな変動を経験したのである。さらにショーターはバイエ

ルンの例をヨーロッパの原型であるとまで主張する（41）。

　これに対してシューターの主張する下層の価値体系の変化を基本的に認

めつつも、教会と下層との関係において、ショーターの見解に一定の考慮

を提出したのがミュンヘン大学のボーズル学派に属するファイヤーである。

ファイヤーによると、18世紀後半に下層の間に旧来の労働観に対して新し

い労働エートス（neue Arbeitsethos）が出現し、この新しい「徳（Tugend）」

をめぐっての農民の賛否を解明することが下層の宗教的態度を理解するこ

とに関係すると言う（42）。変化する以前の18世紀の農民は現実の様々な現象

を個々にはっきりと区別できず、日常生活（例、農業の豊作・不作）での



出来事を道徳、経済、政治の各レベルを宗教的な領域と混同して考えてい

た（43）。

　ところが18世紀後半に新しい労働エートスが現われ、バイエルン社会の

一部、つまり下層の間に定着し、確固たる地位を占めた、とファイヤーは

指摘している。その根拠は急速な生活テンポの変化にあり、それはバイエ

ルンの日々の生活の底流をなしたのである。その新しい労働エートスは非

宗教的現象であった。ただ19世紀においては18世紀からの精神主義と19世

紀の物質主義が共存しており、信仰としてのキリスト教徒と下層生活とは

うまく統合されなかったのである（44）。同様なことが社会一般にも見られた

と言われる。従来下層のパトロン的地位にあった教会は19世紀初期の諸事

件で、その機能を減少していった。教会による下層への影響は農民の家族

関係にも変化をもたらした（45）。けれどもファイヤーは18世紀後半から19世

紀にかけての時代を完全に従来の価値観を変更したとまでは断言しないが、

特に1800年から1850年には宗教と密接につながる束縛はかなりの程度緩和

したと論じている（46）。

　以上、ショーターとファイヤーの内面的な変化という考察に対して、外

部からによる価値体系の変化を論証したのが、ファイヤーと同じボーズル

学派に属するブレッシンクである。彼は一連の論文と著書においてバイエ

ルン国民の精神構造を追究し、以下のように論述する。

　18世紀において、各社会層はその社会的地位をいろいろな形によって規

定あるいは拘束されており、例えば教会の座席順、飲食店のテーブルの座

席などが個人の社会的な地位を象徴していた。同様に社会的地位に基づい

て、その家族内での社会化が強く働いていた。ところが連続した戦争が経

済的没落を引き起こし、続いて「世俗化」「陪臣化（Mediatisierung）」、

国内の政治変動、「ナポレオンによる地域秩序（napoleonischen 

Raumordnunng）」が生じた（47）。特に社会的下層はその生活空間において

心理的、物質的、社会的次元で、従来の行動レパートリ－から逸脱し、一
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部の下層は性、労働、共同体の従来のモラルに反する行動を取り始めた（48）。

そのため農民と使用人の家父長的関係は労使関係に変質していった。19世

紀初めから個人的自由が高まるのであった。この変質の現象は家畜飼育に

よる現金収入の増加も手伝って、食生活の嗜好品の普及にも見られた（49）。

そのうえ都市住民の精神構造はブルジョア、高級官僚、将校、大商人たち

がピクニックや避暑のようなレジャーといった形でそれまでそれらの社会

層になかった価値観を普及させたのである。これらの今までとは異なる価

値観が行商人、ブローカーという人々によって農村社会に流入してきてお

り、例えばミュンヘン周辺地域には既存の規範に対する下層からの反発が

集積されていた、と言われる（50）。また農村の若者は兵役に就くことで都市

の雰囲気を受け入れもした。

　ただ注意すべきは社会の変化が一様にあるのではない、とブレッシンク

は例を挙げて指摘する。ある地域ではキリスト教伝統は順守され、それを

維持されていた。その地域はアルト・バイエルンの村、諸都市の社会文化

的環境である。これは伝統的な教会に承認された価値・規範への忠誠心を

持つと同時に、国王と宮廷を邦、すなわち自分たちの代表と見なしていた。

この価値体系はカトリック教会の支配下にある初等教育という社会化機関

によっても維持されていたのである（51）。ここに見られるのは圧倒的に農

業・手工業に従事する人々であり、彼らは情報、技術革新からほど遠い世

界に住む多数のカトリック教徒でもあった（52）。この人々に19世紀後半、愛

国党（Patriotspartei、その後のバイエルン中央党）の支持者を見ることが

できる。

　以上、ショーター、ファイヤー、ブレッシンクといった研究者の個々の

説明での共通点は、伝統的価値体系の変質が程度の差はあるとしても認め

られる。この三者と異なる見解をまとめ、バイエルン農村社会の精神構造

を解明しようとしたのが、イギリスの歴史家リーである。以下、リーの見

解をまとめておこう。



　ファイヤーは工業化、「世俗化」、農業改革の着手以前に伝統的な社会的

権威が崩壊したと述べ（53）、またブレッシンクは農村社会では個人の自己意

識の変化と自己意識の高揚が見られたのが特徴であると主張する（54）。さら

に19世紀の農民の無関心、不安感、逸脱行動が封建的な世界像を破壊した

とも述べている（55）。19世紀初期の「世俗化」によって社会的空白が生まれ、

国民的な統合が創造されたのである。そのことは官僚による農村社会の再

組織化を容易にした（56）。ここにおいてバイエルン国家は多様な立法を用い

て農村社会の価値体系を操作し、変更しようとした（57）。ただあまりに変化

を強調するのは後の歴史において農民が示した行動から考えれば矛盾が現

われるであろう。

　リーは、経済的にも親族（kin）農業家族による経営では重要な役割を果

たしてきたし、親族と地域的結びつきも19世紀初期には変化しなかった、

と説明する（58）。またリーは家族を取り巻く村落共同体において外的な変化

に対する閉鎖性を指摘し、それを日常の人々の接触、共通目的、個人的親

近感の例で示している（59）。それゆえローカルな村落共同体は伝統的機能を

維持していたのである。この村落共同体を維持する考え方は農村社会にお

いて生活するための必須条件であり、それは共同体内での各人がその機能

の維持を割り当てられている重要な義務でもあった（60）。

　それでは後年はっきりした形で農民層に定着したバイエルン・ラント愛

国主義はどう理解すればよいのであろうか。価値体系が変化すれば伝統的

な愛国主義は維持されなかったはずである。リーの説明する農村社会の住

民が伝統的価値観を堅持し、それが領主との個人的な忠誠心とむすびつて

いるならば、ラントと農村社会とヴィテルスバハ家を介してバイエルン愛

国主義に発展しても不思議ではない。つまり村落共同体の「我々意識（Wir-

Gef�hl）が農村社会に定着している限り、バイエルン愛国主義は成立しえ

たのである（61）。それゆえに神聖ローマ帝国との歴史的な継続性との亀裂が

全社会層に拡大したとき、バイエルン全土に「バイエルン・ナショナル」
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な感情が伸張し、いわゆる分権主義（Partikularismus）と連邦主義

（F�derlismus）をバイエルン住民の意識に定着していったのである。

　要するに前三者と異なって、リーの議論はローカルな共同体が社会的、

経済的相違によって運命づけられたとはいえ、農村社会の伝統的な役割は

19世紀初期に生じた外的変化では崩壊しなかったと結論づけている。それ

では社会的下層の価値体系をどのように理解すべきであろうか。

　まず社会的下層とカトリック教会との関係を考えておこう。下層の脱教

会化（Entkirchkichung）の現象が見られたかどうかである。

　カトリック教会は社会的下層には二つの意味を持つ存在であった。ひと

つは聖界と俗界を媒介する役割を果たすことである。教会は宣教、宗教儀

式を通じて農村に影響力を発揮していた。もうひとつは教会が下層にとっ

て世俗社会を理解、解釈する行動規範としての制度の機能を果たしていた。

それは農民が教会に承認された価値体系で生活を送ることを意味した（62）。

19世紀初期の「世俗化」以降、聖界による経営領主制が存在しなくなり、

その支配が国家に移行したため教会の影響力現象は否定できなかった（63）。こ

のことは教会にとって世俗社会に対する精神的な独占権を失うことを意味

したのである。もっとも農民は「脱教会化」したわけではなかった（64）。19

世紀後半まで農民はその「世界像」の理解や解釈においてまずに教会を志

向したのである。それは住民が最低週一回の教会への礼拝などの宗教行事

を欠かさず、それが農村社会に根づいていた（65）。ただし脱教会化は階層別

にみると、手工業者、小商人などの小ブルジョアジーにまで広がった（66）。

都市は脱教会化の傾向を示しつつあった。さらに性別で述べれば、脱教会

化は特に男性が多かった（67）。　

　これまでの各研究者の説明では農村社会の価値観が変化したとも言える

し、また反対に変化しなかったとも言える。その理由は各論者たちが一様

ではないとしても、バイエルン住民を一面的に捉えるところがある。社会

的下層を地域ごとに把握しておく方が農村社会の雰囲気を理解できる。



　19世紀初期、短期間でバイエルンは領土を拡大し、異質な地域を獲得し

た（68）。宗教的にはカトリック、プロテスタント、改革教会、地理的にはア

ルト・バイエルンに加えてフランケン、シュヴァーベンなど、バイエルン

ではそれぞれ固有の歴史があり、そのため政府は上からのイデオロギーを

もって国家統一を完成しなければならなかった（69）。本来のバイエルの中核

であるカトリックのアルト・バイエルンは、1802年から1816年までの期間

にかけて性格の異なるプロテスタント地域を統合しなければならなかった（70）。

ノイ・バイエルンは農業・商業の増加と土地相続を通じて住民の増加が見

られ、中部ヨーロッパ的な発展があったオーバー・プファルツは多くの住

民が土地不足のため商業活動を求めて都市に移住する傾向があった（71）。特

に宗教的に隔たった立場にあるのがプファルツであった。この地域の住民

はプロテスタント教徒が多数を占め、アルト・バイエルンが有する価値観

にはなじめなかった（72）。

　これに対してアルト・バイエルンはノイ・バイエルンの地域と対照をな

した。農民の家族計画、経済成の低成長、制限的な政策などによる定住権、

婚姻制限などが人口増を抑制していた。だからアルト・バイエルンの住民

は農業経済を中心にしつつ、国家と社会に対して保守的な意識を強く持っ

ていた（73）。

　このように各地域社会はバイエルン国家内において、宗教、住民、所有

関係、生産構造、経済状況の各レベルで相違があった（74）。結果的に政治的

忠誠のちがいも微妙に表れてくるのである。つまりアルト・バイエルンで

はバイエルン国家に対する忠誠は高く、反対にノイ・バイエルンではそれ

は低い（75）。それゆえに地域差を持つ社会構造を取り込むためには啓蒙官僚

による「上からの革命」がどうしても必要だったのである（76）。これらの地

域的特殊性は村落共同体という同質的な空間において労働、宗派から住民

の世界像まで水平的団体的な密着性（horizontalen korporativen Kohision）

を有していた。それは政治的にはその地域の支配のあり方によって左右さ
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れたのである（77）。

　19世紀初期のバイエルンはショーターの述べる「伝統社会」の終了まで

とは言われなくても、静態的な社会を終了し社会・経済・文化の変動を経

験した（78）。この時期はブレッシンクの説明する「部分的変化」の時代で

あった。19世紀初期の農村社会は重大な変動を体験した（79）。だからバイエ

ルン社会を考える場合、水平的、垂直的な視野で変化した部分と変化しな

い部分をその中核地域であるアルト・バイエルンを対象として論じる必要

がある。要するに変化した部分は社会全体としては経済変動である。官僚

が実行した「世俗化」や農業改革は国家の経済的「近代化」と資本主義的

な生産関係を発展させることになった。これに対し変化しなかった部分は

生産者の基本単位である農民家族の価値体系である（80）。バイエルンの農民

は社会関係における基本単位であり、それはカトリック教会とメンタルな

部分で強く結びついていた（81）。それがアルト・バイエルン社会に浸透して

いた。

（３）新しい思想潮流

　19世紀初期、明確な形でロマンティークは政治的表現や政治的決定に大

きく影響することはない。ロマンティークは「王冠と祭壇（Thron und 

Altar）」という形でバイエルン三月前期（1825－1848年）に表れてくる（82）。

ロンティークは上では教会の神学から下では住民の生活まで、三月前期に

おいての精神潮流を再編することになる。さきに教会との関連で論じるの

で、ここでは概略的に記述することだけにとどめたい。

　ロマンティークはナポレオン侵攻に際し、ドイツ民族に「抵抗」を促し

た点では「自由」を求める解放であった。ところが他方、1813年解放後、

封建貴族はロマンティークの持つ民族感情を利用して自己の地位の回復を

図ろうとし、反動的な行動に出るのであった（83）。ロマンティークは中世の

領邦国家を構想していたのである（84）。反動勢力と結びつく契機がそのため



にも用意されていたのは当然であった（85）。この思想は歴史的現実に合わず、

あくまでも観念の世界でしか成り立たなかった。つまり時代の推移ととも

に新しい社会階級の出現はロマンティークを圧迫するのである（86）。

　それではバイエルン・ロマンティークはどのような形で展開したのであ

ろうか。モンジュラ時代からルートヴィヒ一世の時代にかけて、ロマンティー

クは雌伏期であった。

　まずロマンティーク運動は1800年インゴルシュタットからランツフート

に大学が移転した時点に開始し、ミュンヘン・ロマンティークの教会・学

校政策活動の最盛期を迎えるのである。19世紀初期のロマンティークは1826

年にミュンヘンに大学が移転したときに最も影響力を持つに至る。その具

体的な形が啓蒙時代に抑圧を受けていた修道院の回復であった（87）。ただ当

時ランツフート大学での精神状況は啓蒙思想からロマンティークという明

確な流れがあるわけではなく、両者ないしその他の思想が混在した状態で

あった（88）。ロマンティークの確たる契機となるのは1802年にＦ・Ｊ・ｖ・

シェリンクへの名誉学位授与以降である（89）。これがミュンヘン・ロマンティー

クと呼ばれる潮流を形成する。シェリンクはすぐにベルリン大学に移るが、

この運動は保守的なロマン主義者Ｆ・Ｊ・シュタールが後を継ぎ、20年間

大学行政で大きな役割を果たすことになった（90）。特にこの時期、ランツフー

ト大学において教育をうけたのちの国王ルートヴィヒ一世はその影響を受

けた代表的人物であった。このロマンティークは啓蒙思想からの変動やそ

の防衛と言う意味を超えて、新たな思想を根付かせる刷新過程への道を開

いた。しかしまだ啓蒙思想が風靡する時代においては、その成熟には時間

を待たなければならなかった（91）。

　ランツフートのロマンティークは組織的にはＪ・Ｍ・ザイラー（Johan 

Michael Sailor、1751－1832年）とＦ・Ｋ・サヴィニー（Friedrich Karl 

Savigny、1779－1861年）を中心に形成された。ランツフート・ロマンティー

クは意識的に啓蒙思想に対抗しつつ、特にザイラー・サークルは反啓蒙主
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義者（Obskurant）、僧侶（M�nch）、神秘主義者（Mystiker）などをメン

バーとし、三月前期のルートヴィヒ一世の宮廷内での助言者という役割を

担ったのである（92）。このロマンティークは三月前期のキリスト教に基づく

君主制のバックボーンとなり、国王の専制政治と矛盾しない限り国家を伝

統的な方向に位置づけるのであった。このロマンティークな専制政治は自

由主義エリートとバイエルン政治の上で対立を引き起こし、その結果1840

年代には「反動化」するのである（93）。

　重要なのはモンジュラ時代においても住民、特に農民である下層の信仰

が壊されずにその生命力を次の時代である三月前期まで温存でき、国家に

よる組織的な宗教革新（religi�ese Erneuerung）を準備したことである（94）。

これを利用して再編成を画策したのがカトリック・ロマンティーカーで

あった。それはモンジュラ失脚後、国家の基本方針として採用されるので

あった（95）。
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第２章　政治構造

１．主権国家をめぐる内外の展開

　1799年マキシミリアン・ヨーゼフ四世（後の国王）はテオドール選帝侯

の死で、その領地であるプファルツ・バイエルンを受け継いだ。これを起

点として1818年憲法までの時期は近代バイエルン国家建設を考える場合に

は重要である（１）。この時期に新しく獲得した領土は1945年まで変更されず、

また1818年憲法を基礎とした政治構造は今日に至るまでその効力は多大な

影響を残している（２）。



　フランス革命の「国民・人民国家の理念」はその歴史モデルをイギリス

やフランスのようにはドイツではもたらすことはなく、絶対主義の理念が

国民国家を求める下からのイデオロギーと対立しつつ、のちのアンシャ

ン・レジームにおいても堅持されていた（３）。フランス、プロイセン、オー

ストリアに挟まれたバイエルンは当時の国際政治に左右されることが多く、

バイエルン国家の指導者は国際政治をうまく利用しながら、その主権を維

持しなければならない宿命を負わされていた。1805年バイエルンはプレス

ブルクの和約によってフランスから主権を与えられる南ドイツ諸国ととも

にプロイセン、オーストリアに対抗するライン同盟（Rheinbund）を結成

した。

　解放戦争後、33の諸国家に整理されたドイツにおいて国家組織をどのよ

うに推進するかで以下の四つの可能性があった（４）。

①以前の帝国構造の形態でドイツ帝国の再建

②民族的基盤の上にドイツ統一国家建設

③ドイツ連邦の結成（統一国家と国家間の妥協）

④独立国家主権を承認した上での国家間同盟

　①は新国際状況ではもはや不可能であり、②はプロイセン、オーストリ

アの利害が優先し、南ドイツ諸国の抵抗で失敗し、さらに③は全構成国の

主権を放棄しなければならず、最終的に④の形に落ち着くこととなった。

　1803年リート条約でバイエルンはプロイセン、オーストリア側に付くこ

とで主権と領土を保障された。バイエルンは主権国家を維持し、ドイツ連

邦（Deutschen Bund）内で第三の強国としての地位を確保したのである（５）。

以上が19世紀初期バイエルンを取り巻く国際状況であった。バイエルン国

家の独立は政治的支配層にとって内外の政治から主権をいかに維持するか

にあった。

　陪臣化と「世俗化」は領土の統一という点でまとまりを促進した。バイ

エルンの中核地域であるアルト・バイエルンはフランケン、シュヴァーベ
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ン、プファルツを獲得し、次第に編入された住民はバイエルン国家意識を

吹きこまれるのである。そのため帝国直属の司教領、修道院領は一掃され

たのである（６）。啓蒙官僚が「上から革命」を実行し、一連の改革政策を具

体化したのである（７）。国家の整備と改革はその基盤にフランス風の権力分

立と近代的な官僚制度を設けて、貴族に代表された地方分権勢力を抑制し

ながら中央集権化を強化していったのである（８）。ただこの改革は一方で貴

族以外のブルジョアからの官吏登用の機会の平等化という近代性を帯びな

がら、議会の選挙権などは改革作業の予定には入っておらず、領邦身分制

議会の改革は問題視されていない。これは新国家に君主権の確立の強化を

強めつつ、政治体制内にある程度の身分制を取り込もうとする意図があっ

たからである（９）。その意味では近代的とは言いつつも身分制を堅持する国

家の再編成への姿勢が見られたのである。その法的・行政的な成果は1808

年基本法であった。18世紀から19世紀にかけてのバイエルンは領邦国家か

ら「帝国の革命（Reichsrevolution）」によって主権を有する「バイエルン

王国の統一国家（Einheitsstaat des K�nigreichs Bayern）」に進展していく

途上にあった（10）。

２．モンジュラの政治観

　19世紀のバイエルン政治の枠組みは二人の人物によって決定されたと言

われる。二人とは「近代国家の建設者」であるモンジュラ、それに彼と対

立する立場にあって三月前期に国家にその精神を吹き込んだと言われるルー

トヴィヒ一世（Ludwig Ⅰ、1786－1868年）である（11）。

　まずモンジュラの政治観から見ておこう。それが近代国家の基本的な政

治の枠組みを形成するからである。またそれは1808年基本法の形に結実す

る。

　元々モンジュラはアルト・バイエルンとは無縁な人物であり、それゆえ

バイエルンの従来からの伝統を経験することはなかった。だから彼は農村



や教会といった伝統的な文化からほど遠いところにいた（12）。モンジュラは

ストラスブール大学時代に国家の基礎となる指導理念や国家絶対主義など

の理論を体得したと、と言われる。ただ「ジャコバンの疑い」を掛けられ

たものの、彼は終生、フランス革命には批判的な立場にいた（13）。彼の目標

は人民主権の理念を改鋳し、絶対主義国家の理念を実現することで危機の

時代に主権を対外的に維持し、そのために国内において国民統合に力点を

おいたんである（14）。マクシミリアン国王の政治的支援を受けつつ、19世紀

初め彼は国政改革に取り組むのであった。

　この背景には絶対主義国家の社会的、政治的、経済的危機の意識が存在

していた。フランスとの同盟がもたらす戦争による軍事的危機（これは同

時に経済的な危機でもあった）、さらにナポレオンの間接統治は常にバイ

エルン国家主権の脅威をもたらすことになる。さらにプロイセン、オース

トリアに挟まれた中規模国家の運命は、彼に外交政策への慎重さと、その

ための対処として国政改革を目指させたのである。だから国際状況が国内

の一元化をさらに促進させる。すなわち国家の抜本政策である農民解放に

関連する封建土地所有の解体が急務であった。農民解放は必ずしも彼の時

代には成功しなかったが、旧勢力の代表であるカトリック教会への圧力を

推し進める点では一応成功した。ただしブルジョアジーの社会・政治力は

まだ弱く、啓蒙官僚指導下で絶対主義国家へとバイエルンは方向づけられ

なければならなかった。そのため啓蒙官僚と絶対主義との矛盾とその補完

という「上からの革命」が展開されるのである（15）。

　モンジュラの改革構想は国家による支配の一元化のために宗教的寛容政

策の導入、印刷・言論の自由、教育制度の改革を行うことによって教会を

国家の管理下におこうとするものであった。同時にそれは「世俗化」とい

う手段に基づく土地没収という経済基盤の獲得へと進展し、さらにそのこ

とによって農民を教会の影響下から切り離そうとする意図もあった。もっ

とも彼は三月前期のロマンティーク、民族運動には敵意を抱いており、彼
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の主張する市民的自由にはある限界があった（16）。

　モンジュラは1799年から1803年まで国家と社会の一連の改革を実行した。

すなわちそれは貴族政策、教会政策、市民自治、官僚の統合、代表制度の

整備等である。要するに彼は中央集権体制を求め、バイエルン国家意識を

住民に定着させようという意味でも「近代化」を計画したのである。その

ためには政府は国民の大部分を占める農村住民を支配するカトリック教会、

また一部貴族と結びついた教会をラント教会（Landkirch）、いわば国教会

（Staatskirch）という形態に改造しなければならなかった（17）。ただ皮肉な

結果として、アルト・バイエルン的な気質から無縁のモンジュラが一連の

政策によってバイエルン分権主義の創始者になるのであった。

　かくしてモンジュラは啓蒙絶対主義を基盤に旧王朝的ともいうべき家産

国家や身分制国家を克服し、官僚による国家の統一的な性格を持てた反面、

国民の権利を骨格とする市民的な自由主義思想からは大きく隔たるのであ

る（18）。この考え方はモンジュラらにとっては領邦君主制を絶対主義国家に

編入する際に不可欠な思想的根拠でもあった（19）。「モンジュラは国家と国

法の歴史を知っているが、人民の歴史を知らなかった」（ボーズル）。その

意味ではモンジュラは国民国家思想（nationale Gedanke）を理解しても、

そのことから距離をおいていたかもしれないが、彼は国王を国家機関とし、

官僚も国家への奉仕者という立場を堅持し、そこから抽象的な国家という

存在を6年で完成させたのであった（20）。重要なのは同時代のプロイセンの

改革者のシュタイン（21）、ハルデンベルクはその理念を最後まで遂行できな

かったが、モンジュラらはその理念を実現させた。この時期、両邦の差は

19世紀のドイツ政治史を語るうえでドイツの運命を決すると述べても過言

でないであろう。

　モンジュラの政治観を具現化したのが1808年基本法であった。もちろん

1808年基本法の直接の契機はナポレオンのライン同盟諸国への憲法制定の

要求からであった。これはバイエルン国政改革の質的転換と加速化をもた



らすことになる。ただ基本法はライン同盟の統一憲法に先んじ、ナポレオ

ンの直接介入を防ぐ目的ともなった（22）。さらに獲得した領土を含めた統一

国家の建設を進展させることになった（23）。もっともこの基本法は組織に重

点をおく暫定的制度であったことにも注意を要する。

　1808年基本法構想はウェストファーレン憲法を参考にし、組織面に重点

をおく考えを示している。基本法は以下の項目から成り立っていた。

　バイエルン王国基本法（24）（1808年）

　前文

　第１章　主要問題

　第２章　王家について

　第３章　王国の統治

　第４章　国家代表について

　第５章　司法について

　第６章　軍制について

　基本法はまず国家と王朝とを理論的に分離する。新秩序を正統化する根

拠には人民主権は採用されておらず、絶対王制を基礎に国民統合を図るも

のであった。その限りにおいても国民国家が要請された（25）。基本法は家産

国家を脱し、国王を形式的に法律上の地位、すなわち公的な機関に位置づ

ける性格を明確にした（26）。しかし国王の統治上の主体としての地位は形式

上の法制定、王位継承権規程（第２章１条）、大臣の国王に対する責任に

（第３章１条）、枢密院の国王への依存（同２条）で条文化され、その意

味では君主制原理がドイツにおいて最初に憲法上確認された（27）と言える。

さらに基本法は同年の一連の組織法令（Organische Edikte）によって基本

法を補う形でバイエルンに法治国家の枠組みを備えることとなった。基本

法は国家の封建的形態の克服、政治社会的事象を法律によって決定するこ
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とを試みた点では「革命的」ですらあった（28）。もっとも基本法は市民的権

利を充分に規定しておらず（29）、また家産領主裁判権を一掃していない点

で（30）、まだ近代的憲法とは言い難かった。

　要するにモンジュラが基本法、さらに組織法令で意図したことは「異

なった諸勢力の集合体」から合理的国家統一を完成することにあり、ナポ

レオンに先んじてライン同盟内でのバイエルンの国家主権を内外に宣言し

ておくことにあった（31）。この意味では基本法は統一的国家を組織上完成さ

せた結果であり、以後長期間耐えうる政治構造を創造した（32）。

　基本法の成立とその後1817年モンジュラ失脚までの時期は啓蒙絶対主義

の全盛期であった。ところがあまりの国家への誇張に対する反動として、

時代の精神的潮流が民族主義的なロマンティークに向かい始めていたこと

に注意しなければならない。それを体現する人物が当時皇太子であったルー

トヴィヒ一世であった（33）。

３．政治的支配層

　1848年三月革命まで政治的決定権を保持する政治集団は、官僚以外には

特に高位の貴族であった。国内の支配の一元化に伴い貴族は陪臣化し、彼

らは帝国参事会（Reichsraete）において議席を有し、必要に応じ高級官僚

になるか、また議会議員の立場からかで政治決定に関与した（34）。

　1822年時点では1384の貴族家数があり、全住民の約900分の１の人数がい

た。そのうち３分の１は土地を所有せず、また世襲裁判権を持つ貴族は大

部分オーバー・プファルツ、オーバー・フランケンに集中していた。特に

プファルツの貴族は土地を所有しなかった。これらの貴族は一般に国家建

設過程においてシュタンデスヘル（Standesherr）になるのであるが、彼ら

は国家主権に抵触しない範囲で特権を有していた（35）。1818年貴族法令

（Adeledikt）の規定において貴族は議会に依拠しながら、国王と政府に対

立する関係にあった（36）。その対立は1819年ラント議会において決定的とな



り（37）、一方で強引な形で政治運営を図る官僚政府に抵抗し、他方で旧来か

ら地方に牙城を持つ貴族が対抗する方向を示した（38）。バイエルンではモン

ジュラは1799年宮廷財務局、宮廷軍務局、財政、司法、行政、宗務の各大

臣を設け、同年国務院（Staatrat）の権限強化を布告し1806年の政令で内

務大臣も設置した（39）。また1805年国家公務員の地位とその職務に関する政

令によって官吏登用の機会を拡げ、国家権力の一元的支配の担い手を養成

すること決定したのである（40）。これらの改革作業は1825年まで、モンジュ

ラの中心メンバーであるモラヴィツキィ（Morawitzky）、ヘルトリンク

（Hertling）、ツェントナー（Zentner）、ホムペシェ（Hompesch）、クレ

ナー （Krenner）らに指導・実行された。この官僚層は大部分ブルジョア

ジー、下級貴族から登用され、彼らがバイエルン官僚の特徴を作り上げた。

官僚は給与、年金、親族の扶養、終身制を保証され、公務宣誓を必要とす

るが、国王への個人的忠誠を行う義務はなかった。この内容をなす1805年

「公勤務法」はドイツで初めて近代的な公務員法であった（41）。これらの官

僚は貴族とともに政治的支配層を形成した。だからこれらの官僚は1817年

モンジュラ失脚後も政治的力量を発揮し続けたのである（42）。バイエルンで

はモンジュラが意図したとおり、1805年南ドイツへのナポレオン軍侵攻ま

でに近代的官僚制が完成していた（43）。

　社会的参加への機会の拡大にともなって官僚の社会身分層の特徴は、大

学教育（特に法学教育）を受けた資産のあるブルジョアジーにその補充を

拡げたことである。この方針は身分制に基づく支配を否定し、中央行政レ

ベルでの貴族官職特権の廃止と考えが一致していた。社会身分上において

社会的出自で異質な政治的支配層は貴族の代用として構想されたが、新た

な支配機構への貴族の編入化（Demestizierung）を導入した結果、官僚補

充はそれ以上の進展を果たせなかった（44）。それゆえそこに限界があった。

当然、陪臣化されたシュタンデスヘルも軍隊、官僚の世界に入ってきたの

である。ただここで注意すべきはその貴族の出身地域ではフランケン、シュ
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ヴァ―ベン、プファルツであり、政治的には自由主義、宗教的には大部分

プロテスタントであったことである（45）。

　確かに貴族はブルジョア出身の官僚より優遇されていた（46）。もっともブ

ルジョア出身官僚は国家への貢献という形で終身貴族あるいは世襲貴族の

称号を授与され「貴族化」し（47）、彼らの多くが伝統的社会の制約を受けつ

つも、新秩序を有する国家を目指す改革者であった（48）。ブルジョア出身官

僚は公務を通じて「貴族化」し、官僚となった貴族は科学アカデミーを通

じてブルジョア上層と接触することで、ある意味で社会的上層は改革構想

時代である18世紀後半から貴族・ブルジョア社会（adelig-b�rgerliche 

Gesellschaft）を形成していた（49）。これからわかることは政治的支配層が身

分制思想（staendische-hierarchisches Denken）だけで形づくられたので

なく、自由主義的側面も強く持っていたことである。さらに彼らの自由主

義は政府に向かうのでなく、常にカトリック教会という世俗的にも影響力

のある存在に刃を向けたのである。

　その政治的支配層の志向が結実して、国家・社会の構造を大きく変革し、

新たなバイエルの国家像を創造したことになる（50）。けれどもこの世俗的、

合理的政策の浸透はカトリック信仰を持つ農村社会にはその効果において

限界があり、反対に各地域の歴史的構造が精神的な地域化をかえって固定

化する結果となった。これは経路依存性（path dependency）となって20

世紀にも残存するのである（51）。ただし地方の中級官僚は改革をその「自由

主義的」な立場から支持していた。地方の中級官僚は以前の貴族支配に到

底戻る気がなかったからである（52）。1817年モンジュラ失脚後も官僚制は中

下級レベルでも上級レベルと同様にその志向を維持していた。特にプファ

ルツでは自由主義官僚がその後も統治することになる（53）。

　モンジュラは「上からの革命」を実行し、国家体制を整備し、その成果

を1808年基本法に組織原理として結晶化させた。モンジュラは1814年ライ

ン同盟崩壊後、その主権を対外的に維持し、憲法によってカトリック教会



への規制をさらに強化する意図を持っていた（54）。

　その直接の契機はフランスのルイ一八世による憲法布告によるものであっ

た（55）。また憲法制定は陪臣化した貴族の国家からの独立の動きを先取りし

て阻止する意味でも効果があった（56）。

　この憲法は次の時代を担う皇太子ルートヴィヒ、ヴレーデ（Wrede）、

ツェントナーのような人物が影響を与えた（57）。その憲法は以下のような内

容を規定していた（58）。

　バイエルン王国憲法（1818年）

　第１章　総則

　第２章　国王、王位継承摂政

　第３章　国財

　第４章　国民の権利及び義務

　第５章　特権及び特許

　第６章　国会

　第７章　国会の選挙

　第８章　司法権

　第９章　兵制

　第10章　憲法の担保

　この憲法は憲法策定の委員の身分や階級の思想を反映している。さらに

委員それぞれの政治的視点、すなわち保守主義と自由主義の対立も含まれ

ていた。また皇太子は「自由主義的な立場」から憲法委員会の少数派側を

支援した（59）。

　要するに憲法は国家に対する自立的権力の解体を謳うものの、結局身分

制の残滓を一掃できなかった。言い換えれば、それは「進歩」と「伝統」

の妥協であった（60）。また制限的であったが、ラント議会の召集はアルト・
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バイエルン、シュヴァーベン、プファルツの代表を選出することで国民の

政治教育に役立てようとする意図にかなうものであった。

　1818年憲法は三月前期の国家諸機関を規定した。それゆえ憲法は「進歩

と伝統との妥協であり、専制原理と絶対主義的な傾向、かつ進歩的自由主

義代表制を混在させる憲法」（ボーズル）と複雑な様相を示した。フーバー

はこの憲法この憲法を諸邦の「欽定憲法のモデル」と述べている（61）。この

憲法は1799年以来の改革の政治的帰結でもあった。そのため国家の宗教的

立場も政府は三つのキリスト教を区別せず、司祭に対して民法上の問題で

も特別な裁判籍の保証を要望したローマ教皇に拒否で返答したのである（62）。

　

（１）Weis, UB., 11, S.23.

（２）Wess, UB., 11, S.33. この時期の領土併合については、Spindler, M. (Hrsg.), 

Bayerischer Geschichtesaltas, M�nchen, 1969, S.36. Vgl, Zwehl, H. K. v., Die 

Baterische Politik im Jahre 1805, M�nchen, 1964.

（３）Bosl, Geschichte, S.155-156.

（４）Gruner, a.a.O., S.70-71. ドイツ連邦の憲法構造については、Huber, E. R., 

Deutsche Verfassungsgeschichte seit 1789, Bd.1., Stuttgart, 1969, S.482ff., 

Quint, W., Souver�nit�tsbegriff und Souver�ntatspolitik in Bayern, 

M�nchen, 1971.; Artin, K. O. v., Bayerns Weg zum souver�nen Staat. 

Landest�nde und konstitutionalle Monarchie 1714-1818, M�nchen. 特に第５ 

章参照。

（５）Doeberl, L., Mavimilian von Monteglas und sein Prinzip der Staatssouver�nit�t 

beim Neubau des Reichs Bayern, ; Hofmann, H. H., Die Entstehung des 

moderne souver�nen Staats, K�ln, 1967, S.281. Weis, UB.11, M�nchen, 1980

（以下UB.11と略す ），S.35.

（６）M�ckl, K., K�nig und Bischof. Das bayerische Staatskirchentum im 19. 

Jahrhundert, UB.11, S.35.

（７）Doeberl, a.a.O., S.273.

（８）Weis, UB., 11, S.30. ただしノイ・バイエルンのプファルツはバイエルン国家内

では特別に立場にあり、従来からフランスの影響で近代的な官僚制を整備し

ており、1818年国王布告によって特別な地域を承認されていた。このことは



のちの歴史において紛争の原因となった（Spindler, M., Die Plarz in ihren 
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MBG, S.28., Doeberl, a.a.O., S.275.）。　

　モンジュラの伝記については、Weis, E., Montgelas 1759-1799. Zwischen 

Revolution und Revolution, M�nchen, 1971とMontglas, Der Architekt des 

Moderne Bayerischen Staates 1799-1818, M�nchen, 2005. を参照。このほか

モンジュラに関する論文は多数ある。

Aretin, K. O., Der Sturz des Graf Monteglas, Ursachen und Wirkungen auf 

Aussenpolitik und den inneren Staatsaufbau Bayerns, ZBLG, Bd.20,1957.

Demel, W., Refoerderungen und Versetzungen. Zur Personalpolitik 

126 ――バイエルンにおける政治的カトリシズムの研究



第７巻―― 127

Monteglas' 1814/16, ZBLG, Bd. 42, 1979.

Eckart, R. D. M., (Hrsg.), Bayern unter den Ministerium Montegelas 1799-

1817, 1893. Historical Collection from British Library.

Hammermayer, L., Grundlegung der bayerischen Reform�ra des fr�hen 19. 

Jahrhunderts. Zum ersten der Montglas-Bigraphie von Eberhard Weis, 

ZBLG, Bd.37, 1974.

Weis, E., Maxilin Jpseph Graf von Monteglas 1759-1838, M�nner der 

deutschen Verwaltung. 23 biographische Essays, Bd.11,1973.

　モンジュラの現代的評価については、Weigand, K., Zedler, J. (Hrsg.), 

Montgelas zwischen Wissenschaft und Politik, Krisendiagnostik, 

Mondernisierungsbedarf und Reformpolitik in der �ra Montglas und am 

Beginn des 21. Jahrhunderts, M�nchen, 2009を参照。

（12）Doeberl, a.a.O., S.275.

（13）ibid., S.275.

（14）ibid., S.279-280., Bosl, Geschichte, S.154., Weis, E., Zur Entstehungsgeschichte 

der bayerischen Verfassung von 1818. Die Debatten in der Verfassungs-

komission von 1814/15, ZBLG, Bd., 36, 1976（以下Entstehungと略す），S.414.

（15）Vgl., M�ckl, MBL., Kap.Ⅲ.

（16）Weis, Entstehung, S.414. モンジュラは友人への手紙において国家と社会の改

革＝近代化を実行することがドイツ諸政府の課題であり、そのことがフラン

スで起こった政治・経済的混乱とテロを回避する方法であると信じている、

と述べている（Weis, UB.11, S.26）。

（17）Doeberl, a.a.O., S.280. Bachem,Ⅰ., S.217.

（18）ibid., S.217. M�ckl, MBL., S.38.

（19）末川清「ドイツにおける『改革』とウィーン体制」『世界歴史　第19巻近代

６』岩波書店、1971年、77 頁。

（20）Bosl., Geschichte, S.154-155.

（21）シュタインについては、吉川直人「シュタイン（Freiherr von Stain）の改革

理念と伝統観念への依拠（一）（二）」『法学論叢』第114巻第１号、第114巻第

３号。末川、前掲論文参照。

（22）栗城寿夫『ドイツ初期立憲主義の研究』学陽書房、1965年、６－７頁。

（23）Weis, HB.Ⅳ/1, 11,. S.33.

（24）1808年基本法条文については、Bosl, K. (Hrsg.), Dokumente zur Geschichte von 

Staat und Gesellschaft in Bayern. Abteilung Ⅲ. Bd.2, Die Bayerischen 

Staatlichkeit, M�nchen, 1976, S.74-79.



（25）メックルによれば、モンジュラは社会契約説をホッブズの理論に依拠してい

る（M�ckl, MBL., S.98）。

（26）Weis, HB.Ⅳ/1, S.39.; M�ckl, MBL., S.100.

（27）前田朗「1813年バイエルン刑法の歴史的性格」『大学院研究年報』第13巻Ⅰ－

２、1984年、90頁。

（28）M�ckl, MBL., S.98-101.

（29）Weis, HB.Ⅳ/1., S.74-75.

（30）前田、前掲論文、96頁。

（31）Weis, UB.11, S.33.; Gruner, a.a.O., S.26.

（32）Schieder, Th., Partikularismus und Nationalbewusstsein im Denken des 

deutschen Vorm�rz, Conz, a.a.O., S.290.

（33）Doeberl, a.a.O., S.290.

（34）Gruner, a.a.O., S.35-36.; Gollwitzer, W., Die Standesherren. Die politische und 

gesellschaftliche Stellung der Mediatisieten 1815-1918. Ein Beitrag zur 

deutchen Sozialgeschichte, G�ttingen, 1964, S.103. 帝国参議会については、

Ostadal, H., Die Kammer der Reichsr�te in Bayern von 1819 bis 1848 (Ein 

Beitrag zur Geschichte des Fr�hparlamentarismus), M�nchen, 1968を参照。

国務院については、Ostadal, H., Die Kammer der Reichsr�te in Bayern von 

1819 bis 1848, M�nchen, 1968. を参照。

（35）Zorn, Gesellschaft, S.116.; Gruner, a.a.O. , S.33-34. シュタンデスヘルは1806年

以降、世俗諸侯領再編成の過程で領主君主権を奪われ、他の領邦君主の下に

「陪臣化」した旧帝国貴族を指す。特にライン同盟、ドイツ連邦において旧

帝国等族としての特別地位を保証された侯伯諸家（約100家）。高級貴族の所

領（Staendesherrschaft）またはそれに準じた貴族所領のある者であった。例

えば、バイエルンではホーエンローエ（Hohenlohe）、エティンゲン－ヴァラ

ルシュタイン（Oettingen-Wallerstein）がいた（坂井栄八郎「1848年の革命

とドイツ諸国家　―ドイツ市民革命とドイツ諸国家―」『思想』1978年３月、

63頁）。詳しくは、Gollwitzer, a.a.O. を参照。メックルの説明によれば、この

「陪臣化」した貴族はプロイセン国家の担い手となった。これに対してバイ

エルンの貴族は特に土地貴族の子弟は官僚・軍人になることは稀で、20世紀

まで貴族将校はわずかであった。アルト・バイエルンの貴族とシュヴァーベ

ン、フランケンのそれらとの相違はかなりはっきりしていた（M�ckl, MBL., 

S.29）。

（36）Gruner, a.a.O., S.97.

（37）ibid., S.331.

128 ――バイエルンにおける政治的カトリシズムの研究



第７巻―― 129

（38）M�ckl, MBL., S.138.

（39）Haan,H., HB.Ⅳ/2 , S.1287-1293. 前田、前掲論文、91 頁。国務院については、

Zittel, B., Die obersten Staatbeh�rden, Volkt, W.(Hrsg.), Handbuch der 

bayerischen �mter, Gemeiden und Gerichte 1799-1980, M�nchen, 1983, S.11-

13., Schlach,H.W., Der bayersiche Staatsrat. Beitarege zu seiner 

Entwicklung von 1808/09 bis 1918, ZBLG, Bd.28, S.460-522.

（40）前田、前掲論文、91頁。

（41）長浜政寿「ドイツ官吏制度」鵜飼・辻・長浜編『比較政治叢書　公務員制度』

勁草書房、1956年、238頁、249頁。長浜は各邦では官吏法はすでにあったプ

ロイセンのそれを模倣したと述べる。しかしバイエルンの独自性を主張する

研 究 に、Wunder, B., Prinvilegierung ind Disziplinierung. Die Entstehung 

des Berufsbeamtentums in Bayern und W�rttenberg (1780-1825), M�nchen, 

1978.

（42）Wunder, a.a.O., S.230. ツェントナーについては、Dobman, F., Georg Friedrich 

Freiherr von Zentner als Bayerischer Staats mann in den Jahren 1799-1821, 

Kallm�nz Opf, 1962を参照。

（43）ibid., S.231-233.

（44）ibid., S.231-233.

（45）M�ckl, UB.11, S.43. バッヘムはプロテスタント官僚は宗派によってその地位の

不利さはなく、逆に国務においてプロテスタントは優遇されたと述べている

（Bachem,Ⅰ., S.212）。

（46）Weis, a.a.O., S. 578.

（47）Gruner, a.a.O., S.35.

（48）Wunder, a.a.O., S.223. 官僚の特権化について、保守的な貴族レヒベルクは次

のように発言している。「この官僚カーストはわが国家の真のたたりであり、

その綱は引き裂かれない。その中に彼らは君主を保護する名目を掲げている。

…しかし風紀を乱すカーストをあふれさせることは現実の危険である。彼ら

は統治者に関しては自由主義的である。そして日統治者に対しては最悪の独

裁者である』（Lenk. L., Katholizismus und Liberalismus. Zur Auseindersetzung 

mit dem Zeitgeist in M�nchen 1848-1918, Der M�nch im Wappen, S.336）。

（49）M�ckl, MBL., S.25-26, S.27-28.  その典型例は憲法委員会メンバーに見られた。

出身から見れば、貴族７名、ブルジョア８名の15名から構成され、その門地・

身分の利益に各自のイデオロギーが重なり、それらの要素が憲法に反映した。

（50）M�ckl, UB.,11, S.43.

（51）Blessing, Staat, S.58-59.



（52）Walker, M., Home Town and Staate. Administrators: South German Politics, 

1815-30, Political Science Quartly, vol. 82, 1967, p.39.

（53）Walker, op.cit., p.50. プファルツの伝統的な行政については、Haan, H., 

Kontinuit�t in der pf�lzischen Beamtschaft im �bergang von der 

fanz�sischen aus bayerischen Herrschaft (1814-1818), Jahrbuch f�r 

westdeutsche Landes-geschichte, Bd.2, 1976, S. 285-309を参照。

（54）Weis, HB.Ⅳ/2 , S.275.

（55）Dobmann, a.a.O., S.131ff.

（56）Weis, HB.Ⅳ/1, S.75.

（57）ibid., S.127-151., Huber,Ⅰ. S.319-332., Quint, a.a.O., S.463-492. ヴレーデについ

ては、Winter, A., Karl Philipp F�rst von Wrede als Berater des K�nigs Max 

Joseph und des Kronprinzen Ludwig von Bayern (1813-1825), M�nchen, 

1968; B�ck, H. H., Karl Phlipp F�rst von Wrede als politischer Berater K�nig 

LudwigⅠ von Bayern (1825-1838), M�nchen, 1968を参照。

（58）条文については、Bosl, Dokumente, Ⅲ. Bd. 2, S.80ff. ラフェルェール編、曲木

如長重訳『巴威里憲法』明治16年。1808 年基本法との比較については、

Hofmann, H. H., Constitution und Verfassung in Bayern 1808/18 und die 

deutsche Reichsverfassung 1849.

（59）Weis, Entstehung, S.443-444, S.438.

（60）前田朗「三月革命とバイエルン刑法」『大学院研究年報』第14号Ⅰ－２、1985

年、80－82頁。議席については、カトリック、プロテスタントの各司祭に議

席の８分の１、都市代表に議席の４分の１、土地所有者（農民を含まず）に

議席の２分の１を配分された（Lenk, a.a.O. , S.246-247）。もちろん農民と労働

者は代表を出せなかった（Bosl, Geschchite, S. 159）。Vgl, Kirzl, G., Staat und 

Kircheim Bayerischen Landtag zyr Zeit MaxⅡ. (1848-1864), M�nchen, 1974.
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第３章　教会政策
　

１．国教化政策

　カトリック教会を国家の支配下におこうとする考えは18世紀後半から存

在した。18世紀のヨーロッパにおける絶対主義はカトリック教会に対する
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国教化政策（Staatskirchentum）を推進していく。これは国内においてカ

トリック教会の持つ封建的諸特権の基礎となる教会財産を没収し、国外に

関してはカトリック教会をローマ教皇から分離するという内容であった。

その典型はマリア・テレジア、ヨーゼフ二世によるヨーゼフ主義と呼ばれ

るものであった。この政策は司教や修道院がローマ教皇との接触を禁止し、

国王の承認なしにローマ法皇の命令を公表させず、イエスズ会を禁止し、

また司教等の任命を政府に忠実な司祭のみに行うとする内容であった。ま

た司祭の養成は国家の監督する総神学校（Generalseminar）で行い、また

教会財産は国家目的のために利用された。カトリック教会に対する国教化

政策は国家権力への教会の服従と同時にカトリック教会内部の改革を目指

した政策でもあった。このヨーゼフ主義はオーストリア、ドイツの各教会

から支持された（１）。同様な施策がバイエルンでも当然見られた。バイエル

ンでの国教化政策は19世紀を通じて中断することなく一貫しており、政府

の教会政策は基本的に変更せずに続行することになっていくのである（２）。

　まず18世紀の教会に対する国家からの準備を見ておこう。啓蒙官僚は国

家改革の前提として、封建諸特権を持つカトリック教会改革の中心におい

ていた（３）。18世紀の領邦君主マキシミリアン・ヨーゼフ三世（４）、カール・

テオドールらは教会に対して国家の統治権を拡張して教会領内の世俗裁判

権、教会財産移管する国家の監督を法・命令によって強化していった（５）。

これに対して1784年ピウス六世は教会の利益擁護のためゾーリオ（G. G. 

Zoglio）を初代ローマ法皇大使（Nutius）として派遣した。これ以降両者

の間で種々の紛争が生じる（６）。テオドールの時代では領邦君主と大使は一

種の同盟関係を維持しており、国益にそった関係が続いていた（７）。18世紀

の大使は君主から給料を受け取っており（８）、またその後継者ジウッチ

（Ziucci）はバイエルン財政の健全化を考えたとはいえ、19世紀初めに開

始された「世俗化」にも手を貸し、すでに国教化政策に間接的に加担する

結果となった（９）。



　さらにモンジュラの大臣就任は世俗権力による無制限な教会への介入を

意味した（10）。それは19世紀初め複線的に、まずひとつは国家の要求を命令

（Verordnung）と法律（Gesetz）という法形式で国教化体制を最大限に

実現することにあり、次にローマ法皇との間に国家間の協定を結んでその

国教化体制を強固なものにする努力を払うことであった。前者は宗教法令

（Religionsedikt）であり、後者は政教条約（Konkordat）であった。しか

しバイエルン政府と法皇庁（Kurie）との意図は必ずしも合致せず、一応

1817年に政教条約は締結されたとはいえ、相互の文言解釈の違いと1818年

憲法との関わりから紛争を再度引き起こすのであった（11）。

２．モンジュラ体制の教会政策

　バイエルン啓蒙官僚（12）が行った教会政策は国内ではカトリック教会の影

響力の阻止、対外的には1801年フランスの政教条約をめぐる一連の政策を

基本としていた（13）。バイエルンのヨーゼフ主義的「啓蒙専制主義」体制を

簡単に述べておくと以下のようになる。

　1801年以降、バイエルンは６つの司教区、12の修道院、15の帝国都市を

併合して、約90万の人口増となった。モンジュラはレーゲンスブルク会議

の決定を修道者たちに適用し、７つの参事会教会、28の女子修道院を接収

し、還俗した修道士、修道女を年金生活者とするか、あるいは国家の教育

機関に採用した。政府は聖職者の養成、叙勲、任命、さらにローマとの連

絡を管轄下におき、そのうえ神学生にプロテスタント神学の講義に出席す

ることまで要請したのである。また政府はフランスの法典からヒントを得

て、カトリック教会の行動を事細かく制限した（14）。政府の教会政策は一方

で「寛容政策（Toleranzpolitik）」と「宗派同権（Parit�t）」という形で宗

教の自由と平等化を、他方で「世俗化」という形で教会財産の没収を行う

という国教化政策を基本原理としていた（15）。

　これらの措置は新国家の領土拡大に伴い、宗教上の相違から多くの問題
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が生じており、それらを解決しようとする意図を持つものであった。しか

しそれ以上にもっと重要なのはモンジュラら啓蒙官僚にとって18世紀から

の国家と教会の同盟関係を解消し、1623年以来アルト・バイエルンの信仰

であるカトリックを「宗派同権」によって抑え込む意図が最初からあった

ことである。またモンジュラは修道院の「世俗化」によって教会の持つ経

済的優位性を一掃し、合理主義的観点から信仰を国家内支配の一部に位置

づけようとした。それゆえモンジュラはカトリック教会そのものを破壊し

ようとしたのではない。彼は教会を国民国家の基盤となる「秩序と文化」

の機関と位置づけようとしたのである（16）。その意味では教会は国家官僚の

監視と同時に国家からの経済援助を受けるのであった。

　1801年に発布された寛容法令は三つのキリスト教、自由な宗教活動、市

民的権利を形式上では保証するものであった。この「寛容」と「宗派同権」

の社会への浸透はモンジュラにとっても単に教会と国家の分離だけを意味

するだけでなく、あくまでも「国家内の国家」としての教会という考えを

排除することにあった。「宗教なしには市民社会の目的は達成されず」と

いうモンジュラの言葉が示すように、彼の主張する教会は信仰という内面

生活を通じて国民の教師と教育者、さらに全国民の宗教的、道徳的教育を

司る国家の一機関を演じることであった。それゆえ教会の任務は純粋に宗

教活動に限定され、従来の信徒への全生活での指導者という役割は否定さ

れた。例えば出生、婚姻、死亡に至る事柄を記載していた教区名簿

（Pfarratikl）は国家の管理となり、子供の信仰は親が決定するようになっ

た。啓蒙官僚は特権的な教会の改革から、近代国家の創造を視野において

いたのである（17）。「宗教の自由」は1803年宗教法令において承認され、さ

らに1808年基本法第１章63条において追認されたのである（18）。

　国教化政策は視点を変えて経済的側面から考えれば、教会の農民支配を

排除する農民解放の過程でもあった。1776年から試みられてきた農民解放

は1848年三月革命まで事実上完成はしていないが、「世俗化」と関連する1803



年農民解放令で、国民の大部分である農民を国家の支配下におくことが可

能となった。これも基本法で領邦農民の人身隷農制（Leibeigenschaft）の

廃止（第１章３条）において確認されている（19）。

　さらに教会政策は政治・経済の次元を超えて精神面で住民に定着させよ

うとするものであった（20）。その点では政府は両教会の持つ教徒へ権威を利

用して、国民に国家意識を浸透させようともし、また紛争解決機関として

両教会を活用しようとも考えていた（21）。確かにプロテスタント教会はこの

要求にそった努力をした。現実に教会と国家の関係は進展し、政府にそっ

た形で一部ブルジョアジーとその周辺にまで浸透した。しかし一番重要な

農村社会への浸透は限界があった。モンジュラ官僚は教会の合理主義

（kirchlicher Rationalisimus）と宗教の国家的機能化（staatlichen Funk-

tionalsierung）の成果を要求したが、農村共同体という伝統社会では官僚

の影響力には制約が多すぎた（22）。とはいえバイエルンの国教化政策は他邦

では見られないぐらい精神面まで入って、国家からの直接の影響力を確保

しようとしたのである。

　以上、モンジュラ官僚は教会に干渉することで統一国家の創造とラント

司教区の整備に結合した国教化体制を追求したのである（23）。それゆえ従来

のカトリックの牙城のひとつのバイエルンにおいて、自由主義政府による

教会政策はプロテスタントのそれ以上のことが実行されたのであった（24）。

この国教化体制を維持するためには国内ばかりでなく、ローマ法皇庁との

関係も考慮に入れなければならない。

　1799年モンジュラはローマとの関係において従来の方針を完全に変更し

てしまった（25）。1800年から特別大使としてヘェフェリンは対ローマ教皇の

外交活動を開始して、政教条約の締結のため1815年から直接交渉に入った。

カトリック聖職者であるヘェフェリンは啓蒙思想に強く関わり、かつての

啓明結社の立場に近かった。彼は国教化政策の支持者として政教条約の交

渉に臨み、教皇に対して「寛容」を表明した（26）。その後親カトリックの
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ルートヴィヒ一世時代になっても政治的な理由で対ローマ方針は堅持され

たままであり、反教権的、国教化政策思想の持ち主がローマ大使に任命さ

れた。1827年ローマで死去したヘェフェリンの後任マルチェンも反ウルト

ラモンタン的な意見の持ち主で国教会（Nationalkirche）の発展を主張し

た。だからローマ教皇にとってもミュンヘン・ローマ大使にとってもバイ

エルン・ローマ大使は障害でしかなかった（27）。

　確かに1823年からローマ大使にシュパウルのような教会・宗教に保守的

な人物はいたけれども、彼にしても国教化政策の信奉者であった（28）。要す

るにローマに対しては常にバイエルン国家としての主権が優先するのであ

る。反対に政府はミュンヘン・ローマ大使に対して、1800年ピウス七世か

ら解任されたジウッチの後任トロニ（U. Troni）を承認せず、一時大使不

在という事態も生じる手段も取ったことがある。政教条約締結後1818年か

らミュンヘン・ローマ大使はドイツの教皇政治の中央機関となったとはい

え、1817年政教条約締結まではバイエルン国家ではその職務を実行できず

にいた（29）。この国教化政策の堅持はモンジュラ失脚後でも政府の基本方針

であることに変わりはなかった（30）。

３．宗教法令

　1800年以降、モンジュラ体制のもとでの国家は教会への介入を強める。そ

の方法は一連の宗教法令（31）に基づくものであった。

　1801年寛容令（Toleranzedikt）が公布され、テオドール選帝侯のもとで

その地位が保証されていたカトリック教会は厳しい制約を受けるようにな

る。次に1803年宗教附属に関する改革規則、さらに1804年に「教会統治に

対する関係」に関する法令（Verordnung �ber die 〈Verh�lnisse zur 

geistlichen Gewalt〉）は領邦教会体制（Territorialkirchen-System）の基礎

となった。この教会政策への枠組みは教会財産に関して選帝侯の監督権の

強調、さらに事実上の司祭任命権を意味するものであった。つまりそれは



バイエルン・カトリック教会の持つ超国家的機能を制限し、教会の国有化

（Nationalisierung）を意味するものであった。この措置は他邦に比べて、

相当急進的な内容であって（32）、物心両面において国家からの教会支配を体

系化しようとした（33）。

　1808年ナポレオンとピウス七世の間の論争の結果、ライン同盟とローマ

法皇との政教条約の締結は失敗し、各邦とローマ法皇との直接交渉を開始

させることになる。バイエルン政府は国内体制をまとめるためにも一方的

な国教権立法を行使する。それが1809年宗教法令であった。これら一連の

諸立法はモンジュラが目指す啓蒙絶対主義国教権（aufgekl�rt-absolutische 

Staatskirchenrecht）の究極のものであり、その内容は「寛容」と「宗派

同権の原則を再確認するとともに国家のもとに宗教団体の従属を明確にす

ることにあった。これはナポレオンが行った組織法以上に明確な形でカト

リック教会支配を謳うものであった（34）。またこの法令は廃止された宗務委

員会に代わって、管轄権を内務省に編入するものであり、このことは宗教

事項が国務の一部分となったのである。この法令の施行は一応国家にある

カトリックだけでなく、ルーテル派、カルヴァン派の各教会の地位をも決

定した。ただし1809年宗教法令は領土内での司教区（Di�zesan）の区分、

司教任命に際して国家の協力を除外しており、ローマとの政教条約の問題

として留保していた（35）。それゆえバイエルン政府は政教条約締結前に内政

を安定させ、主権の維持・独立を確保するためにもライヒ政教条約に先ん

じる必要があった（36）。

　

（１）西川知一「王政復古期におけるカトリシズムの政治的諸動向　―ヨーロッパ

の宗教政党とその歴史的背景―」『神戸法学会雑誌』第18巻第３・４号、1969

年、363－364頁。ヨーゼフ主義については、丹後杏一「ヨーゼフ主義的寛容

の問題をめぐって」『西洋史学』LXXII、1981年を参照。

（２）M�ckl, UB.,11, S.40-41.
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第４章　バイエルン・カトリシズムの内部構造

１．バイエルン・カトリシズムをめぐる内外状況

　カトリック教会と住民との関係を説明する際、ファイヤーは18世紀後半

の10年間の婚姻の締結と三月前期のそれと比較し、18世紀の10年のほうが

三月前期より多いことを引用しながら次のように述べている。18世紀後半

の農民人口の急速な増加が背景にあることはもちろんだが、19世紀前半の
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教会の住民に対する影響が低下していることを指摘している。カトリック

教会とその教徒との関係を説明する際に、彼はそこには二面性があると述

べる。まず個人の信仰そのものの関わりあい方であり、第二に制度的宗教

（institutionalle Religion）の問題である。ここでの社会関係の説明には前

者は直接関係がない。後者の制度的宗教が18世紀末のカトリック教会と住

民との関係を説明している。

　制度的宗教は単系集団家族（clan-Familie）によって構成された原始的経

済関係に支配された下層農民のための社会的解決策（soziale L�sung）であっ

た。その農村世界では教会は下層階級のパトロン（Schirumherr）的存在

であり、それゆえ国家はアンシャン・レジームの50年間に社会・経済構造

の領域で、教会の影響力を妨げようと努力したのである。だからこそ教会

は農村社会のメンタリティと生活様式にまで影響を与えようとし続けた。そ

のため世俗経営領主（weltlichen Hofmark）、または教会に支配されない村々

と僧院が経営する荘園の農民とでは、その宗教に対する態度の相違は著し

かった（１）。確かにフランス革命は社会に新たな価値をもたらした。とはい

え制度的宗教は新しい価値観の影響を下層の社会経済生活への侵入を許さ

ず、依然として一種の家父長的な形態を取ることになる。その価値体系を

変化せずに維持していくのであった（２）。もちろん反対の側面もあった。19

世紀末からの社会的な発展は宗教と住民との結び付きに大きく影響した（３）。

つまり脱教会化が始まったのである。

　啓蒙思想は既存のオピニオン・リーダー（Meinungsf�her）、つまり教会

の救済機能を抑圧してきた。その結果、教会は世俗利益を整える役割を担

うようになって、社会を統合・同化する機能を低下させるのである。国家

は教会との提携を解き、その社会的価値を減少させて住民の脱教会化を促

進していく（４）。社会からカトリック教会の後退はモンジュラ官僚の国家主

義（Etatismus）とカトリック啓蒙思想への妥協の準備を意味した（５）。さ

らに社会の「近代化」は旧形態との葛藤を生じ、広範な住民に教会の持つ



権威を減少させた。歴史的に見てば三月前期までも含めて、階層別で考察

すれば以下のように一般化できる。都市の発展はそこに居住する「教養人

（Gebildete）」を教会から離脱させた。つまり貴族、官吏、知識人、ブル

ジョア、一部商工業者、さらに職人、手工業者、使用人は教会から足を遠

のかせたのである。また社会的上層の生活様式は主人のもとに働く人々に

も影響し、「支配者の夫役は神への奉仕に優先する」という考え方を定着

させた（６）。

　しかし以上はあくまでも全国民から見れば一部の現象であり、人口の大

多数を占める農民、手工業者、使用人はその農村においては世界観を移行

せずに教会の指導に従った（７）。

　モンジュラ指導の徹底的な改革は社会からカトリック性（Katolisit�te）

と中世的コーポラティヴ的性格（mittelalterlich-korporativen Charakter）

を排し、具体的には1804年には僧侶の衣服まで含めた諸制度の変更まで指

示した。また非カトリック化は大学の教授層にも及び、意識的に非バイエ

ルン人でプロテスタント教授を招聘することを奨励し、その職にあったカ

トリック側の代表的人物であるザイラー、サヴィニーらも啓蒙官僚から問

題視された（８）。聖職者の地位は議会において第二身分と位置づけられたと

はいえ、教会は国家と社会から、住民からにさらに後退を余儀なくされた

のである（９）。

　ところで教会の影響力の低下は必ずしも外的要因ばかりではない。まず

教会自身が下層のモラルの変化の社会的条件に注意を払わなかった。聖職

者はトリエント公会議によって決議されたモラルを超時代的価値として普

遍化しており、その価値観はこの時代に至って初めて住民の間にその教会

モラルの拒否を見るのであった。例えば聖職者は婚外交渉、アルコール中

毒、物もらい、窃盗、離村などを一括して「罪（S�nde）」としてその生活

を犯罪者のそれと同等なものと判断したのである（10）。当然ロマンティーク

と理想主義が結びついた19世紀初期のカトリック神学は脱教会化する時代
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を無視する傾向があった（11）。もちろん教会側から対抗がなかったわけでは

ない。布教の核となる地域の聖堂区（Pfarre）のある地域から、下からの

運動として主任司祭を中心とする下級司祭は住民と多様な日常活動を通じ

て接触を行っていた（12）。

　このようなカトリック教会にとって逆境下に、ロマンティークな革新理

念はカトリシズムの立場を擁護することになる。その後の三月前期におい

て、ルートヴィヒとその助言者の支援もあって、今度はモンジュラ体制と

は反対に「王冠と祭壇」の同盟する国家となるのである（13）。もっとも、以

後長く自由主義官僚との戦いは続くのである。

２．カトリシズム内部の新潮流

　啓蒙思想の好機にカトリシズムの核心が現われる中で、バイエルン・カ

トリック教会はその内部に大転換が生じていた。ザイラーがバイエルン・

カトリシズムに影響力を持ち、その超宗派的思想をもって新たな宗教革新

運動を起こしたのである。これはバイエルン・カトリック教会と法皇庁と

の対立も生むのである（14）。

　ザイラーを中心とするサークルはこの時代だけでなく、19世紀から20世

紀にかけてバイエルン・カトリシズムの基礎を形成した。「王冠と祭壇」

の同盟が明確な形にあるのはルートヴィヒ一世治下の三月前期であるが、

啓蒙時代にすでに「王冠と祭壇」の同盟の一方である教会内部の新しい流

れを形成していた。ゲレス・グループ、ザイラー・サークル、ウルトラモ

ンタンを考察しておくことにしよう。

　まずゲレス・グループはミュンヘンを中心に1825年ルートヴィヒ一世即

位後、「王冠と祭壇」の同盟の有力な一翼を担当し、政治的カトリシズム

を代表した（15）。もちろん啓蒙時代にはこのグループは大きな勢力とはなっ

ていない。ただゲレスを中心とするグループはランツフート大学に依拠し

ながら交流を極めていく。彼らはロマンティーク復古反動的君主制



（romantisch-restauative-reaktion�ren Mornarchie）と結びついている。

ミュンヘンでは一時、三月前期において大きな勢力を誇持することになる。

代表的人物であるゲレス（G�rres）、リンクザイス（Ringseis）、バーダー

（Baader）、デェリンガー（D�llinger）。メーラー（M�hler）らがカトリッ

ク・ロマンティークをヨーロッパ規模まで浸透させていったのである（16）。

ゲレス・グループの基本的な考え方は保守的カトリシズムに裏づけられた

等族主義的な保守主義者の集団であった。

　同グループは上からのヨーゼフ主義と下からの自由主義・ナショナリズ

ムと戦い、プロテスタンティズムを否定し、バイエルンをカトリシズムの

指導的な国家にまで高めることを目的とした。さらにこのグループはウル

トラモンタン的性格をもつが、ただ大ドイツ愛国主義というロマンティー

クによってその性格を柔軟にしていた。そのためこのグループはプロイセ

ンの等族的な保守主義と異なっている（17）。

　次にバイエルン・カトリシズムに最も影響力を持ち続けたのがザイラー・

サークルであった。さきのゲレスを中心とするロマンティーカーと部分的

に重なり合いながら、政治的な点で述べれば、このザイラー・サークルは

「19世紀前半のバイエルン・カトリシズムの最良の部分と最も独創的部分

を一身に具体化（18）」したと言われるほど、カトリック教徒に19世紀から20

世紀にかけて強く、長く影響力を持っていたのである。このサークルを考

える場合、その創始者であるザイラー（19）という人物に焦点を当てなければ

ならない。彼は貧しい村の靴屋に生まれ、ミュンヘンのギムナジウムを卒

業し、1779年イエスズ会の修練士を経て、1772年インゴルシュタット大学

で神学・哲学を学んだのち1799年から1822年までインゴルシュタット、ディ

リンゲン、ランツフートの各大学において倫理学、神学の教鞭を執った。

彼は1799年モンジュラによって一時隠遁生活を余儀なくされた。彼が本格

的な社会活動を開始するのは1800年ランツフート大学への招聘以降であ

る（20）。
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　ザイラーはランツフート大学時代に自らサークルを結成し、カトリック

だけでなくプロテスタントも含めて開明的かつ寛容的な態度で人々を集め

た。ザイラー・サークルはロマンティーク的な宗教を覚醒させる推進者と

なり、このことによって1800年頃カトリック革新運動の指導的役割を担う

のである。その際、ザイラー・サークルは個人の内面性を強調することで、

啓蒙思想の克服を強調した（21）。だから宗派を超えて、ザイラーはランツフー

ト時代の同僚であったサヴィニーとも親交を結び、学生にはその理念を植

えつけようとしたのである（22）。その結果、次第にザイラー・サークルは大

学から啓蒙思想を排除していった。さらにザイラーの思想は知的な集まり

から拡大し、アルト・バイエルンの教徒にまで浸透していくことになる（23）。

ロマンティークの潮流は啓蒙主義に対抗して、人間の宗教という内面に結

合した運動をしっかりと住民の間に定着していった（24）。

　もっともザイラーは国家と教会との関係についてはあまり言及せず、彼

の見解において注目すべきは教会の福祉活動が祖国の繁栄と関連すると主

張していたことである（25）。ザイラー・サークルは人間の内面性を重視する

ように、あくまでも信仰と宗教活動に重点をおいていた（26）。もっとも当時

の雰囲気だからどうか疑問であるが、ザイラーは教会政策の論議にはまっ

たく言及していない（27）。ザイラーの養成した司祭は彼特有のカトリシズム

と結びついた祖国愛（Vaterlandsliebe）の精神を吹き込まれ、その高弟で

あるシュヴェブル（F. X. v. Schw�bl）はザイラーの精神を継承し、機会あ

るごとにカトリック教会の古い遺産である信仰と先祖伝来の王家への忠誠

を擁護するように警告し続けた。なぜならザイラー・サークルにとって神

への畏敬と王への忠誠は矛盾することなく、忠実なカトリック・バイエル

ンの国家の徳（Nationaltugend）への反映であったのである。司教は教会

が王位に確実な支持を提供することで国家の安定した基礎をもたらすこと

が可能だと考えていたのである（28）。このことからも分かるように、「王冠

と祭壇」の同盟の素地はすでに作り上げていたのである。



　ルートヴィヒ一世のカトリック教会の擁護政策もあって、ザイラーのイ

ニシアティヴで三月前期の国家は教会の復興を保証することになった。と

同時にザイラー・サークルはカトリック住民に支持されつつ、啓蒙官僚に

対抗し教会組織の再建に向かい20年間ほど停止していた司祭養成を再開し

たのである（29）。その結果、カトリック教会は国家の利益に応じようとする

立場に変化していくのである（30）。ただしこれは官僚との関係では見られず、

両者の関係には剥き出しの緊張があった（31）。1825年ルートヴィヒの王位継

承を経て、モンジュラ体制からの教会政策の変更を主張する事件は、1828

年ザイラーの弟子のシェンク（E. v. Schenk）を内相に就任させたことに

見られる（32）。

　以上のようにザイラーという思想家がいたとはいえ、ザイラー・サーク

ルはカトリック教会を超えてキリスト教信仰という共通点でプロテスタン

トへの働きかけも行っていた。また国家との関係ではザイラー・サークル

は「国教化」的保護に対して、カトリック意識を強調する。つまりそれは

国家との関係において「ナショナリズム」のあるカトリシズムを形成し始

めていたのである。大ドイツ主義的なゲレス・グループと土着的なザイ

ラー・サークルとの関係では人的交流があったとはいえ、両派の関係は明

確ではないけれども、「ナショナリズム」（より正確に述べればパトリオッ

ティズム）に関して言えば、ザイラー・サークルは「バイエルン愛国主義」

を強く意識しているのである。だからこそゲレス・グループと異なって、

ザイラー・サークルはバイエルンでは20世紀に至るまで長く影響を残した

のであった。それがはっきりとした形で現れる「王冠と祭壇」の同盟に

よって愛国主義（Patriotismus）を媒介する働きをなし、その内容はフラ

ンスであったガリカニズム（Gallicanisme）であり、またドイツでの司教

中心主義（Espiskopalismus）であった。このことが法皇庁の不信と干渉を

招くのである（33）。また三月前期においてはルートヴィヒ一世はモンジュラ

とは異なった、独特の方法で、カトリック革新と国教化政策を結びつける
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のである（34）。

　最後にウルトラモンタンイズム（Ultramontanismus）であるが、これは

バイエルンではあまり大きな勢力とはならなかった（35）。ウルトラモンタニ

ズムは19世紀初めには登場せず、それが表面化するのはシュヴェブルの平

穏な方針に対し、アイヒシュタットの司教のライザッハ（K. A.. Gf. Reisach）

の非妥協的態度が現われてからのことであった（36）。ローマに結集するウル

トラモンタニズムは「バイエルン愛国主義」を堅持するザイラー・サーク

ルをしばしば攻撃したが、カトリック住民の大部分はバイエルン・カト

リック教会にしっかり結びついており、根本的な変動はなかったのである（37）。

３．カトリック教会の国教化政策への対応

　国教化政策をめぐる教会内部の立場は以下の三つの立場に整理される。

　第一の立場として近代的宗派同権国家による教会支配はすべてのカトリッ

ク教会内部から反発を招いたのではない。その出発点において比較的平穏

に進展したのは時代の条件にもよるが、教会側から国教化政策を支持する

司祭も存在したこともその要因であった。それらは18世紀から19世紀にか

けて活躍した啓蒙司祭ヘェフェリン、のちのアウグスベルク司祭フラウン

ベルク（Fraunberg）などの高位聖職者によるものであった。彼らは時代

に応じた国家に忠実な推進役を演じ、その国教化政策を支援する活動を推

進していったのである（38）。特に法皇庁との政教条約では重要な仲介役を果

たした。19世紀初期のバイエルン・カトリック教会では彼らは国家には有

用な立場であるが少数派であった。

　第二の立場としてバイエルン・カトリシズムは一連のモンジュラ体制の

教会政策の反動の結果、カトリック革新運動を生み、教会復興のため結集

し始めた。このカトリック革新運動は国教化政策とは全く反対の国家と教

会の関係を主張していくのであった。これは一方で「世俗化」による不安

定となった教会の秩序回復を求めつつ、国教化政策、フェプロニウス主義



と闘った。この立場は主にゲレス・グループである。また宗教的覚醒運動

から出発したザイラー・サークルは純粋に超宗派キリスト教精神を体現し、

宗教への回帰と「不信心」からの防衛という役割を果たそうとする（39）。両

派は明確な区別はないが、ともかくそれぞれがモンジュラ体制の国教化政

策と対抗した。これらのカトリック勢力は政治的表現の場として1819年に

開催された第一回ラント議会において、聖座とカトリック教会の立場を擁

護するのである（40）。

　最後の立場はローマ法皇庁の国教化政策への態度である。モンジュラ体

制の一連の宗教法令に対して、法皇庁は①バイエルンの教会の自治回復、

②「支配的な宗教」としてのカトリック信仰を要求し、そのため1799年以

降に発せられた宗教に関する諸法令の廃止を求めた。政府と法皇庁との間

の原理上の対決では両者の譲歩はありえなかったが、1805年プレスブルク

の和約で、バイエルンの完全な主権の承認という国際政治上の要因は国家

と教会の関係を新たに創造する必要が生まれたのである（41）。
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第５章　1803年から1825年までの国教化政策過程の争点

１．「世俗化」　

　ドイツ史にとって「世俗化」は二つの意味がある。それは①カトリック

教会から莫大な財産を没収（Verm�gens-S�kularisation）し、その経済基

盤を奪うことであり、②神聖ローマ帝国直属の司教領・修道院領を廃止し

たことにより、司教へのラント高権を確立し、世俗権力者による支配

（Herrschaft-S�klarsation）を内容とするものであった。「世俗化」がもた

らした結果は一方でカトリック教会に対する国教化政策が従来の司教領に

も及び、他方において各国にカトリック系住民とプロテスタント系住民が

共存できる新旧両派の国家を成立させたことである（１）。

　この「世俗化」による聖界諸侯国の廃止は、フーバーの言葉を借りれば、

「政治的必要性が『伝統的適法性』に対して自ら貫いた一種の『合法的革

命』であった」（２）のである。「世俗化」の影響力は教会、社会、国家におけ

る人々の関係の再編成と平均化という過程の口火を切ることになる。カト

リック教会にとって脱封建化（Entfeudalisierung）を、貴族にはその政治

権力、大聖堂参事会会員、さらに宮廷内でのポストも喪失させることになっ

た。もっともこの事件によって教会幹部の「民主化」が始まり、上下聖職

者間の格差は埋められることにもなった（３）。
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　ここではまずモンジュラの教会財産・領土の獲得の意図に即しながら考

察しておきたい。モンジュラは経済的目的と精神的目標を意図していた。経

済的目的は社会改革の前提として「世俗化」を通じて国家の財政基盤の再

建を考えたことはもちろんだが、もっと広範な意味での所有権の再編成を

目指し、それを自由に獲得・処分できるようなバイエルン「国民」を創造

することにあった。その実行は同時に教会領への経済的な政策の本質が含

まれていた。また精神的目標は教会による人々の心情の独占を排除するこ

とにあり、教会の組織的・行政的統合を利用はするが、国民の信仰の一元

性から多元性を求めることであった（４）。

（１）「世俗化」過程　

　「世俗化」は1803年に開始したのではなく、18世紀からの対カトリック教

会政策の歴史的な所産である（５）。教会高権は16世紀の宗教分裂時代に始

まっている。宗教改革の時代にすでに領邦君主は国家の裁判権、聖職者の

配置、課税の拡大を企図した（６）。18世紀にその成果が1803年の「世俗化」

という決定的な事件を介して、フランス革命から第一次世界大戦までの世

俗社会・教会の歴史を変えたのである（７）。

　「世俗化」は1806年神聖ローマ帝国の崩壊と1802年から1803年までのレー

ゲンスブルクの帝国委員会の決定事項を起点として開始したのであった。

1803年に決定された帝国代表者主要決議（Reichsdeputationshauptsch-

luss（８））とさらに1805年プレスブルクの和約（Fried von Pressburg）とい

う二つの事件は主権国家の領土併合を規定することになる（９）。1803年主要

決議の主な内容は112の帝国諸身分（Reichsst�nde）の除去、聖界諸侯領の

没収、諸侯・帝国諸都市の「陪臣化」などであった（10）。これらを根拠にし

ながらモンジュラのヨーゼフ主義的国教化政策は本格的に教会財産の「世

俗化」と修道院の抑圧を実行しながら、国家財政の立て直しの目的に利用

しようとしたのである（11）。またモンジュラの意図はそれだけにとどまらず、



教会に対して国家の優位を実現するものであった（12）。

　「世俗化」は教会の経済基盤を崩すことだけを念頭においたものだけで

はなく、それに劣らず戦争で疲弊した国家財政を補うためにも考えられた

措置であった。例えば国家は1802年600万グルデンの歳入に対して、900万

グルデンの歳出、さらに30000万グルデンの債務があった。そのような窮状

を救うには抜本的な経済構造の改革を行使せざるをえなかった（13）。これは

同時に近代的な意味での国家建設の着手でもあった。それゆえモンジュラ

は教会改革だけを目標とするのでなく、あくまでも近代国民国家建設の一

環として考えていた（14）。具体的にはバイエルン政府は各聖界領であるヴィ

ルツブルク、バンベルク、アウグスブルク、フライジンク、パッサウ、ア

イヒシュタットなどを次々と併合していった（15）。「世俗化」着手以前の土

地所有構成は選帝侯14％、貴族24％、教会領主56％であった。教会領の国

有化によって、そこで農業を営む住民は「寛大な条件」で今度は国家から

上級所有権を償還されることになった（16）。ただこの「世俗化」は上級所有

権を解消し、農村社会に変化を起こし、裕福な諸手工業者や農民だけ農地

を取得できたとしても、修道院に依存していた手工業者、日雇い、農業労

働者は反対に窮乏化するのであった。したがって、「世俗化」による償還

は裕福な農民と農業労働者という農村内での階級分化も引き起こした。こ

の事件はかえって政府に再農業化（Reagararisierung）を再検討させる結

果となる（17）。だから教会領の接収は必ずしも農民の立場を改善することを

意味しなかったし、新たな主人である官僚のほうが以前の教会領主よりも

厳しい税と債務取り立てを行い、かえって多くの農民の状態は改善された

とは決して述べることはできなかった（18）。

　ところで教会財産の取得は国家財政に貢献したであろうか。結論的に述

べると必ずしも効果があったわけではなく、逆の場合が多かった。バイエ

ルン国家はノイ・バイエルンを併合したとはいえ、その法的継承者として

の立場はその新しい領土に付帯する負債も引き受けなければならず、また
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教会領も国家にとって期待された収入をもたらすことはできなかった（19）。

それゆえ解放戦争後もバイエルン国家は相変わらず財政破綻状態であった。

さらにドイツ連邦内での第三の立場はその軍事出費を国家の経済力に反比

例する形で増加し、財政不安は19世紀中、常に懸案事項となった（20）。

　ともかく急進的な「世俗化」の主要動機は戦争の負担が増大する財政に

あった。ただ「世俗化」の影響がラント社会構造に効果があったかどうか、

またどの程度あったかという問題は現在でも重要な研究対象であり、例え

ば土地所有構造において「世俗化」はあまり影響しなかったという消極的

評価もある。ところが教会領主に代わって国家が土地所有者になることに

よって上級所有権の解消が初めて可能となり、いわゆる農民解放が開始す

ることになった。ただしこの時点では農民にとって貴族と国家が地主になっ

たのである（21）。

（２）農民解放・農業政策

　モンジュラが「世俗化」に着手する以前に1779年テオドールは封建所領

の収入を抑制しつつ、農民が農業経営へ改善を図ろうと計画した。これは

財政収入の低下と農民層の反対で失敗に終わった（22）。

　モンジュラの農業改革案は農業からの収入の増加と農民保護に重点をお

くという措置を基本とする政策であった。これは「再農業化」と称される

ものであった（23）。それは①農業経営の維持、②その経営の農民化

（Verb�uerlichung）、③農業を副業とする手工業者の定住を骨子とした（24）。

要するにモンジュラ政府は農業生産の拡大のため、自営農民の育成を試み

たのであった。それは将来、租税負担能力を備えた農民の増加を意味す

る（25）。

　農民解放はそれまでの支配団体からの離脱とその負担の解消を内容とす

る。バイエルンでの農民解放は1808年基本法において隷農制の廃止を規定

し、さらに1808年勅令において、①領主に対する隷農関係の廃止、②ゲレ



ンデ奉仕義務の廃止、③無制限な負担を制限的な負担に変更、また金納地

代化への転換が保証されていた（26）。これらは1818年憲法でも同様であった。

このような農民解放の試みは繰り返されたにもかかわらず、封建的な社会

関係をまだ完全に克服するには至らなかった（27）。もっともモンジュラの農

民政策はあくまでも身分関係を抑え、行政権威の確立を目的とするもので、

農民の地位を抜本的に改善するものではない。だからこの農民解放は「封

建的桎梏の解除を迫りつつも、帰属の保全と農民の地位改善により国家の

存立基盤を固める国家による『社会保護主義（Sozialprotektionalismus）』

を基調」とする点では限定的な改革であった（28）。

　また農業技術は生産増大のために導入された。例えばそれは従来の三圃

式農法から輪作農法に、また休耕地を根菜作物用に充てるという集約農業

であった。しかしこの技術改革も旧来の生活に戻らせる結果となった。こ

の意味でも農業政策は農村の社会的な再編成まで考えていなかった（29）。そ

れゆえに封建的な社会関係を克服する意図で開始した農業改革は失敗に終

わったと考えられる。確かにモンジュラ政府は自立的な農民の育成に努め

たけれども、他方では土地貴族にも配慮を示し、農民解放にとって矛盾す

る政策を行ったのである。もっともこの農業政策はその意図とは関係なく

農民の生活に影響し、その社会関係の構造転化への第一歩となった。モン

ジュラの目的とした国家財政の安定に向けた措置が結果的に封建的経済構

造を次第に分解させたのである（30）。そのためこの時期は封建的諸関係を残

しつつも、資本主義への移行がなされ始めた、一種の過渡期の形態とみる

ことが可能である（31）。結局農民解放の実現は三月革命まで待たなければな

らない。重要なのはバイエルンでは1817年に荘園の解放があり、そのため

に農民解放はヴェルテンベルク、バーデンより20年早く、またプロイセン

より４年早く開始している点、さらに他邦と比較して「世俗化」の結果、

上級所有権償却の権利を持つ農民が４分の３にも増加したことである。残

りは貴族の支配にあった（32）。農民解放以前に広範な「農民による土地保有」
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が確立していた。つまり分割地農民が多数存在していたのである。さらに

「世俗化」が中小農民を多数作りだしたのであった（33）。このことはプロイ

センと比較する際に大きな意味を持っている（34）。

（３）「世俗化」の帰結

　「世俗化」は多方面に影響を及ぼした。「世俗化」は教会にとって政治的

な損失だけではなく、領土という財産を喪失した。これによって教会は信

仰を司る本来の姿に戻ったかもしれない（35）。政府にとって「世俗化」は教

会領の処分を通じて新たな租税源の開拓を意味した（36）。また「世俗化」は

当時すぐに成果はなかったが、国民国家建設のため隷農制の廃止と諸身分

の一掃に役立った（37）。だから「世俗化」は19世紀初期まで存在した社会秩

序の束縛を排斥するきっかけを作り、ある程度農業と商工業の発展する市

民社会の兆しを示した。また農民は国家の援助を得て、すでに耕作してい

た土地の所有権を自己のものとする従来の上級所有権と下級所有権を同時

に取得することが可能となる。つまりこれは農民解放の開始を意味した（38）。

　では接収された教会側はどうなったのであろうか。なぜならモンジュラ

官僚が想定していない帰結となったからである。

　「世俗化」前の小農民は同時に手工業の仕事も修道院において従事して

いたが、「世俗化」によって彼らはそれを失って、農業だけの収入だけで

は生計を維持することができず、窮乏化がいっそう進むのである（39）。だか

らいったん土地を購入した日雇い、小農民などの社会的底辺層の中には土

地を購入したが、そのための負債に耐え切れずに財力ある農民に再度譲渡

しなければならなくなる者も現われた（40）。「世俗化」による変化は農村の

最下層民にとって要望しない改革でもあったのである。結局「世俗化」は

農民に古く慣れた荘園制的な関係から経済関係においての経済的な専門化

と自立能力を持たせる段階へと推し進めたのである（41）。

　またかつての農民の主人であった聖職者は「世俗化」の影響をどのよう



に受けとめたであろうか。まず聖職者は修道院領の没収のために司祭養成

の物質的な拠点を失った。その結果聖職者たちは官僚に教会を委ねる新た

な経済上の従属関係を締結しなければならなくなる。彼らの収入は国家か

ら年４回支給された（42）。

　最後に「世俗化」を実行した政府にはどのような意味があったであろう

か。まず啓蒙官僚の文化プログラムが「世俗化」を計画させ、さらに国家

財政の破綻がその実行をしなければならないことを決定的にした（43）。しか

し教会財産は国家の財政にとってあまり役立たず、反対に負債までも国家

が引き受けなければならない結果となった（44）。要するに経済的に見れば国

家はその財政上の目的を達成することができなかった。ただし政治的効果

という点で考えれば、重要なのは「世俗化」が国家にとって経済的効果以

上の意味を二重でもたらしたことにある。すなわち一方で政府は「世俗化」

を通じて教会の政治的組織と帝国構造内での拠り所を廃止することが可能

となり、バイエルン国家としての発展を促すことになった。またもう一方

では「世俗化」は国家の持つ家父長的な絶対主義を国家建設と国民形成と

いう形で表現したのである（45）。これが「世俗化」の政治的、経済的な帰結

であった。それでは「世俗化」の精神的影響はどうであったのであろうか。

教会・聖職と農民との絆りは解消されたのであろうか。

　「世俗化」は聖職者を減少させた。カトリック住民に対する聖職者の割

合は1802年の3.5％から「世俗化」を経た1832年には1.5％と著しく減少して

いった（46）。この現象は、結果的には全バイエルンの教育状況の低下を招く

ことになる（47）。カトリック教会の伝統的な役割は「世俗化」過程で掘り崩

された（48）。「世俗化」はキリスト教モラルからの離脱を計画したのであり、

そのためそれに代わる近代的な規範を国民に植え付けようとする（49）。この

点で政治的、経済的な効果と異なってくる。

　ではその効果はどうであったのであろうか。さきに文化的要因で考察し

たように農村共同体は「世俗化」による急激な法的変化に関わらず、教会

154 ――バイエルンにおける政治的カトリシズムの研究



第７巻―― 155

と農民との関係は相変わらず維持されたのである。それゆえ家族単位とす

る生産機能を中心とする農村共同体は伝統的な社会化機能を残しており、

当然の結果としての農民の態度には変化を生じさせなかった（50）。だから

「世俗化」後、農民は従前どおり教会の精神的支配下にあり、礼拝、巡礼、

その他の宗教行事に参加した（51）。

２．バイエルン政教条約

　ドイツ各邦での「世俗化」後、カトリック教会と諸国家の関係はその摩

擦を解消する目的で、各邦とローマ教会法皇庁とで政教条約を締結する方

向に進んでいく。ただし大部分のドイツ各邦は教会に譲歩することを恐れ、

非公式の協定を結ぶだけに終わっている。ところがバイエルンだけがロー

マ法皇との政教条約の形式を整えることができた（52）。政教条約は一定の条

約上の形式があるわけではないが、バイエルンとローマとの条約は両当事

者間において批准の形をとって公布された。同条約は1924年まで法的効果

を有することになる（53）。

　モンジュラは1809年宗教法令を一方的に布告し、国家の教会に対する優

位を表明した。他方1815年ウィーン会議に際し啓蒙カトリシズムの代表か

らドイツ国教会の創設を求める運動もおこったが、これは成功していない。

この運動は主権の独立・維持を追求するバイエルン政府にある種の危機を

感じさせ、ローマ法皇庁にとってもドイツ・ライヒ教会は大きな障害で

あった。これがバイエルン政府とローマ法皇庁の両者に政教条約をもたら

す遠因をなしたのである。結果から述べれば、政府は同条約を教会の超国

家的性格を抑え込むのに利用したのである。具体的にはラント司教区

（Landesbistum）の創設、国王による司教座聖堂付参事会（Domkapital）

の任命または指名、首席司祭（Dekan）の任命に関して国王の決定、協議

がその内容であった（54）。これらはヨーゼフ主義の徹底と同時にフランスの

政教条約をモデルにしながら国教化政策を内外に示すのであった。啓蒙官



僚がこの政策を実行するのである。

　1817年までに大臣職を一手に握ったモンジュラは政府内の対立のために

失脚するが、カトリック教会への方針は変更されることなく継続する。モ

ンジュラの後任で政教条約を指導するのが内相ティルハイム（F. v. 

Th�rheim）と外相レヒベルク（A. v. Rechberug）であった。特にレヒベ

ルクは貴族出身であったが、モンジュラの主権原理を外交官として堅持す

る努力を払ったのである（55）。

（１）政教条約交渉過程

　ウィーン会議においてバイエルン政府が反対したライヒ政教条約

（Reichskonkordat）構想は国内の教会を規制する効果を失わせるという

危惧を政治的支配層に抱かせ、そのためそれに先んじてローマとの個別条

約を締結する必要性を切実に感じていた。バイエルン政府の政教条約構想

は従来の国教化政策を変更することなく、教会組織、司教、聖堂参事会会

員・司祭の任期に際し国家の影響力を一方的に行使することにあった。そ

の構想の背景には1810年ナポレオンとローマ法皇との間に締結されたフラ

ンス政教条約がモデルとして存在していた（56）。

　確かに「世俗化」は国内の教会の影響力を抑止する効果はあった。それ

を法的に保証したのが1809年宗教法令であった。その結果モンジュラ体制

の教会政策はローマ法皇庁との軋轢を生じさせ、それが外交上の問題とも

なった（57）。政府はローマとの関係を維持しながら、国教化体制を堅持する

必要もあった。それがバイエルン政府とローマ法皇との政教条約を締結さ

せる直接の原因であった。ところが当時、法皇庁は大国間で考えられたラ

イヒ政教条約の構想に関心を示しており、個別の政教条約を拒否する方針

であった。しかし1806年プレスブルクの和約によるバイエルンの正式の国

際的承認はライヒという単位の交渉が不可能であることが明確になり、法

皇庁側の方針に変更を迫ることになった（58）。

156 ――バイエルンにおける政治的カトリシズムの研究



第７巻―― 157

　バイエルン政府と法皇庁との政教条約の交渉はすでに1802年から開始さ

れていた。それはウィーン会議の中断を挟んで1817年まで継続する。1803

年10月ローマで臨時バイエルン大使ヘェフェリンが交渉の任に当たった。と

ころが枢機卿コンサルヴィ（E. Consalvi）を代表とする法皇庁から拒否さ

れて、当初交渉は1817年まで進展しなかった。その後モンジュラが失脚し

たため教会を管轄する内相ティルハイムと外交問題のため外相レヒベルク

の二人がヘェフェリンに指示を与えることになる。もちろんこの二人はモ

ンジュラ体制の方針を堅持した。つまり1817年２月９日ヘェフェリンへの

指示にあるように、バイエルン政府の国教化政策の堅持と司教・参事会会

員への国王による任命権実施を基本とするものであった（59）。

　ここで政教条約を外交面で担当するレヒベルクが大きなカギを握る格好

になった。彼は対ローマ交渉に際してドイツ連邦約款16条の「宗派平等」

を根拠にしながら国内の宗教関係の諸立法の行使を断念せずに国教化体制

を外交面から主張した。それにもかかわらずヘェフェリンは国教権の廃止

に同意しないが、政府と異なるローマ側に有利となる条約案に独断で調印

した。政府は意図しない結果となったが、政府は一応ローマに譲歩を外見

上見せた（60）。

　もっともこの譲歩には政府の別の意図があった。この譲歩には政府内で

も異論がなかったわけではない。モンジュラ失脚後、政府はフランスの制

度を真似て設置された国務院（Staatsrat）という合議制による政策決定を

採用しており、必ずしも各メンバーが政教条約案に賛成したわけではなく、

例えばレルヘンフェルト（M. v. Lerchenfeld、蔵相）、ライゲルスベルク

（H. A.. v. Reigersberg、司法相）らは条文内に国王の教会に対する諸権利

の強化を求めて政教条約構想の改革を実施を迫った。これらの反教権派は

国務院内で多数を占めて、ローマに「バイエルンのカトリック教会との従

来の関係を考慮して、他の何も協定する考えはない」と主張するまでに至っ

た。その結果レルヘンフェルトらが条文締結の延期を画策した。だから国



務院の多数派は交渉中にある「一般条項」と「明確な留保」といった個々

の点を区別せず、「世俗化」の成果を堅持するためにローマに有利となる

政教条約に同意しなかった。したがってレヒベルクの考えからすれば、バ

イエルンの主権を国家の内外に示すためにも政教条約はぜひとも必要であ

り、それゆえに国務院内での有効な方針として政教条約による従来の国教

化体制の変更を恐れるあまり、教会政策の原則論に固執したのである。た

だ閣僚会議での共通認識はあくまでも教会への国家が介入することでは一

致していた。そのためレヒベルクは、政府内での有効な方針として政教条

約を有名無実化するという秘密留保（geheime Vorbehalt）の政策を推進

する（61）。

　この方針は締結後、大きな効果を発揮した。だから一応形式上、政府は

従来通り国教化政策を政教条約と矛盾する限りにおいて中止しなければな

らなくなった。そのため政教条約は教会に一方的な支配を行っていた法律

を無効とすることになる（62）。もちろん政府はあくまでもローマとの交渉を

「秘密留保」戦術を実行することを決定していたために譲歩したのである（63）。

（２）バイエルン政教条約の内容

　全18条からなるバイエルン政教条約は1817年７月５日ローマで調印され、

ミュンヘンで批准された。同政教条約において、「ローマ・カトリック法

皇の宗教はバイエルン王国の全範囲とそれに属する領土に完全にその権利

と特権を維持する。さらにそれらを法皇の宗教は神の指図と教会法の規定

によって享受する」（第一条）とバイエルン政府はローマからの要望に譲

歩を示した。ただバイエルン政府は基本的にローマからもある程度の実質

的な譲歩を引き出していた（64）。具体的に個々の条項を概観しながら、両者

の立場を示すと以下のようになる。

　まず司教区は各三つの属司教区（Suffragenbistum）を配する二つの大司

教区（Erzbistum）の整備によってラント教会を設置した。つまりそれは
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アウグスブルク、パッサウ、レーゲンスブルクの各司教区を持つミュンヘ

ン－フライジンク大司教区とヴィルツブルク、アイヒシュッタット、スパ

イヤーの各司教区を持つバンベルク大司教区であった（第２条）。また国

王は被任命者の教会法上の留保権があったとはいえ、大司教（Erzbischof）

と司教（Bischof）の任命権を獲得した（第９条）。その結果法皇は国王か

ら指名された司教がその地位に就任する前に教会上の任命を授与しなけれ

ばならなくなった（65）。だから国王は常に司祭の信任・更新に認可権

（Best�tigungsrecht）を持つことになったのである。このローマ側の譲歩

に対して、政府は司教、聖堂付参事会会員の生計援助を義務づけられた

（第10、11条）。その上に司祭養成と司祭に関わる行政は政府の協力の形で

国家の管理のもとにおかれることになった（第５条）。また教会の要件で

法皇と司祭、聖職者、国民との交流は無制限に承認され、さらに教会裁判

上への譲歩、さらに教会裁判上への譲歩、最後に修道院の再建と、国家は

大きく義務を負わなければならなくなった（第４、５、７、12条）。

　全般的な観点からすると、「これらの項目に明らかに報告を生じる教会

業務上の人間に関わるすべてのものは、教会の教義と現存の承認された宗

紀（Disziplin）に応じて取り扱われる」（第７条）に規程されているよう

に、この政教条約の性格はバイエルンのカトリック教会に権利と特権を承

認するものあった。結果としてバイエルンにおいて従来より施行されてき

た法律、命令は政教条約に矛盾する規程は廃止されることになった（第１、

16，17条）（66）。それゆえこの条約はカトリック側がある程度国家の要求を

受諾する内容とするものの、教会が国家に対して優位を認めたことになっ

た。政府が「秘密の留保」をもって教会優位の政教条約全般の性格を自己

に都合よく変更する過程は宗教法令との矛盾の箇所で述べることとして、

まずこの条約からバイエルン政府が具体的に獲得した二点についてさきに

触れておくことにしたい。

　第一点は国境と合致する教会組織の設定である。政教条約締結以前、多



くの地域はバイエルン以外の司教区に属したので、政府はラント教会設置

のためにも国境内に新たな司教区を必要とした。第二点は国王に８つの司

教職の任命権が与えられ、法皇はあくまでも司教の教会法上の任命権に抑

えられたことである。さらに同時に大司教座聖堂司祭、僧会議員の任命権

も獲得し、その上従来の領主の司教区への提出権も承認されたのである。確

かに領土上においてはローマ法皇側にとって、バイエルンはあまりに意味

がないかもしれない。重要なのは国王の任命権がフランスでは６年間、オー

ストリアでは７年間しか存続しなかったのに対して、バイエルンでのそれ

は1917年まで100年間の長きにわたって存続したことである。これらのこと

は19世紀中、他邦が教会職に決定的な影響力を行使しえなかったことを考

えれば画期的な事件であった（67）。

　ところでこの政教条約の公表は世論に大きな反響を及ぼした。プロテス

タントは1809年法令によって保障された宗教上の自由と宗派同権を危うく

すると感じ、また啓蒙カトリック司祭も同様な理由で懐疑的にこの条約を

注視した。さらに都市プロテスタントは従来から認められた権利・自由を

擁護するために国王に「上奏文」を提出するまでに至ったのである（68）。

（３）宗教法令と政教条約の矛盾とその帰結（テーゲンルンゼー宣言）

　政教条約の条文だけを解釈するかぎりにおいて、カトリック教会が国家

に対して優位に位置することが規定されている。この関係が結果的に逆転

する事情はどのようなものであったのであろうか。1809年に布告された宗

教法令を代表とする国教化政策と政府－ローマ間に締結された政教条約の

矛盾をいかに政府が処理したかを説明する前に、法皇庁の立場と政府の方

針を簡単に整理しておく必要がある。

　まず法皇庁は「宗教的不寛容」ともいうべき政教条約に教会の特権をそ

の条文に盛り込むことを企図した。そのことでカトリック教会に不利な諸

立法を無効にできることを期待していた（69）。その考えの背景には以下の事
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情があった。それは①国教化と司教主権の克服、②ローマの指導下に各国

の教会をまとめること、③カトリック精神運動と一線を画することを目標

としていた。重要なのは法皇庁が各国政府の実施する国教化政策と対抗し、

それと並行しつつ、各国内に啓蒙カトリック司祭やカトリック革新運動を

牽制することを意図していたことである（70）。

　他方バイエルン政府はどうであろうか。その後19世紀を通じて言えるこ

とだが、政府の教会政策は新しい前提のもとに政治的妥協を重ねるが、自

己の政治的要求を教会の関係で即座に悪化させるようなことをしないが、

必ず自らの意図を実行する基本方針を堅持している。政府は条約でローマ

から具体的な譲歩を引き出し、司祭の任命権・更新権を確保し、また教会

への寄付、司祭の給与の支給という経済的な形で教会の支配を考えてい

た（71）。

　確かに法的に解釈すれば、政教条約は宗教法令と同等の位置にあった。結

論的に述べれば、バイエルン政府は政教条約後、卓越した官僚の指導のも

とで巧みな方法を用いて政教条約の内容を事実上骨抜きにし、反対に1803

年宗教法令とほぼ同内容を1818年憲法の一部に採用することで、国教化体

制を堅持するのである（72）。ここにおいてレヒベルクの画策した「秘密の留

保」の効果が現われるのである。宗教法令と政教条約の矛盾が「最初の教

会政策をめぐる闘争」となるのである（73）。つまりツェントナーの提案した

宗教法令が1817年のカトリック教会が優位となる政教条約を事実上も法律

上も、そして現実上も拒否する効力を発揮したのである（74）。

　したがって政教条約と宗教法令の法的地位の逆転は国家の「世俗・聖界」

での業績において教会に対する協力、さらに監督権を確立し、次第に国家

の権限が純粋な宗教行為までに及ぶことを意味した（75）。すでに条約締結以

前に閣議において、政府は条約締結に関わらず国教化政策の堅持を再確認

していた。大臣全員が1818年３月閣議においてツェントナーの提案によっ

て条約を国法として公表するけれども政教条約に制約されないということ



を了解し、同時にプロテスタント教会の保護も決定していた。また1818年

５月政府は宗教法令を付属文書（Beilage）として憲法の一部として取り入

れていたのである（76）。政府は宗教法令を憲法の一部とし、また政教条約を

単に法律として、もちろん形式的順位でなく、立法者の意思から国家の最

高法規である宗教法令を政教条約の上位においたのである（77）。だから政府

は宗教法令の各規程を具体的に実施して条約中の国教化政策の行使に制約

を課す条文を一方的に停止し、事実上条約そのものを無効にしたのであ

る（78）。

　両主張の矛盾を整理すると、政教条約は教会の「自由」を強調し、国家

の要求に対して教会法の優位を求め、カトリック教会の権利と特権をバイ

エルン全土において維持することを条約の文言上においても主張した。こ

れに対して宗教法令はラント教会高権、教会自治の部分を書き直さずに限

界を設けて宗派の同権と「寛容」の原則を強調したのである（79）。宗教法令

が憲法の一部分になることによって、宗派同権と国教化の政策が条約より

も上位に位置したのである。

　したがって宗教法令は教会と市民との関係も変更し、例えば結婚は民事

上の婚姻法の対象とされ、もちろんその裁判権も国家の支配下におかれた。

これはモンジュラ国教化法体制（staatskirchenrechtlichen System Mont-

gelas）の構想を法律・憲法にまで高め、国家の優位を一世紀以上の政治的

効果を残すことになる。世俗権力は聖界が人々に対して影響力を行使する

ことに大きな制約を設けたことになる。

　政府の強硬な措置は1818年９月に妥協を求めたヘェフェリンの「宗教法

令が非カトリックのみに関係する」とする声明も即座に政府から撤回され、

ピウス七世の抗議を招くことになった。両者には何らかの妥協が必要になっ

た（80）。

　バイエルン政府はカトリック側の新たな不安を和らげ、ローマとの断交

を回避し、しかも国教化政策を譲歩することない方法を試みなければなら
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ない。カトリック教徒は宗教法令の支配する政教条約に反発し、司祭、カ

トリック系ラント議会議員は憲法への宣誓を拒否した。ただ法皇庁はこれ

以上争う姿勢を見せず、ピウス七世、コンサルヴィ枢機卿は政府と交渉を

行った。その妥協措置が国王による1821年９月テーゲルンゼー宣言

（Tegernseer Erkl�rung）である。それは①聖職者の良心を強制せず、②

市民生活において関連するのみ憲法宣言を行い、③信仰、神法、教会規程

に矛盾されず、④政教条約を国法として有効とする内容であった（81）。もっ

ともこの宣言は政教条約と宗教法令の矛盾を隠ぺいしたに過ぎなかった。国

家は宗教法令にそった国教化政策を実践するだけである（82）。だからこの宣

言は外見上の妥協（Scheinkompromiss）であって、法皇庁には何ら利益を

もたらすことはなかった（83）。これに対して政府官僚はモンジュラが意図し

た国教化体制を1817年から1818年にかけて完成させるのであった（84）。

３．学校をめぐる対立

（１）教育をめぐる国家と教会の立場

　個人の価値・規範は社会に様々ある社会化機関を通じて形成される。こ

のこと自体は宗教と矛盾することはない。ここで問題にしたいのは啓蒙思

想の合理主義と民衆信仰としてのカトリシズムが社会化の機関のひとつで

ある初等教育の主導権をめぐっての争われることである。ロッカン流に述

べれば、「国家と教会」の紛争という社会的亀裂である。人々への教育、

とりわけ初等教育は国家建設だけでなく国民形成に深くかかわっている。つ

まり国民国家を支える国民がどのような姿になるかに密接に関係している。

　国家の理念・秩序は国民形成段階において、その国民からその価値観を

維持する態度だけでなく積極的な支持を必要とする。初等教育機関である

国民学校（Volksshule）は新たな理念・秩序を国民（とりわけ子供）に植

え付ける制度として重要な機能を担っている（85）。啓蒙絶対主義官僚は教会

政策の実施に当たり、「世俗化」によって国家の経済上の優位を、さらに



ラント教会化を、また政教条約締結によって教会に対する政治的支配を事

実上確立した。さらに政府は国民の精神的拠り所を独占していた教会から

その地位を奪うべく教育改革に乗り出すのであった。これは啓蒙官僚が国

教化政策を通じて近代国家建設を追求する過程の一環である。ただし国民

の精神構造は簡単に変化しない点もあり、また効果もすぐに表われるとは

限らなかった。だから教会と政府は学校をめぐる監督権に関する主導権を

20世紀に至っても争うことになる（86）。

　18世紀までバイエルンの学校制度は教会の一組織として存在し、その初

等教育内容は信仰宗教に関係することが主であった。18世紀まで初等教育

に関しては国家からの指導はなく、教会学校がドイツでは一般的であった。

バイエルンでも初等教育はイエスズ会が支配していた。ところが18世紀前

半から北ドイツで、18世紀半ばから南ドイツで、1777年アルト・バイエル

ンで変化が生じた。従来の教会による学校経営に対して、領主が教育の拡

大と改革を準備し、啓蒙的方向を示した。この時点では改革は必ずしも成

功しなかったが、領主は教育行政、義務教育、教員養成の制度拡充を目標

に、初等教育の組織化を計画したのである。これが19世紀初期に再登場し、

1799年から1807年までの啓蒙勢力の決定的優位を背景に国民の精神構造の

支配の点でカトリック教会と啓蒙・自由主義官僚の対立が生まれる（87）。こ

の教育政策は19世紀初期においては一方的な形でモンジュラ体制のもとで

進展するとはいえ、その対立は三月前期になっても解決しなかった。1828

年に啓蒙官僚時代後の教育を監督する内相にザイサー・サークルのシェン

ク（E. v. Schenk）が就任し、それまでの反動としてカトリック側の立場

を強化したからである（88）。

（２）学校をめぐる対立

　1802年政府は普通義務教育を導入し、学校を効率化し、教師を公務員と

する措置を採用し、学校監督権を政府のもとにおき、それに伴う教師の養
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成機関を整備した（89）。1807年教育監督権は内相の管轄下にあると法文化し

た（90）。もちろん啓蒙官僚は単に教会支配の学校制度だけの改革を意図した

わけではなく、近代国家建設をその視野に入れている。それまでの国民教

育の劣悪さは緊急の改革を要しており、国民の政治的な均質性を計画する

うえでも旧来の教育は大きな障害であった。モンジュラと配下の官僚は国

民形成を推し進めるうえでも国民に初等教育を通じて基本的な知識の習得

をさせる必要があった。官僚は社会全体の精神的一体感を増すうえでも新

たな教育制度を導入しようとする（91）。学校行政はツェントナーが責任者と

なり、教会の学校支配を削減するためにも国家による監督権を確立し、そ

の上に宗教教育の中止を試みた。1802年の命令は普通義務教育を詳細に規

定し、当時のドイツとしては例外ともいえる６歳から12歳までの六年就学

を内容に盛り込んでいた（92）。

　教区改革は一応教会の影響力を国民から解放する一方で、新組織を国家

に効果的に結び付けようとした（93）。また国家は監督制度を創設・強化する

ことで、教師の統制を強めたのであった。政府は教育機関を通じて国民に

教会とは必ずしも一致しないが、「従順」「家父長制」「節約」などの規範

的な機能を児童に吹き込もうとしたのである（94）。つまり政府は次世代にも

影響する初等教育を実現しようとしたのである（95）。この教育改革は三月前

期、モンジュラの考えの継承者であるアルマンスペルク（J. L. v. 

Armansperg）内相の自由主義的な教育改革まで続行した（96）。国家権力の

公的教育への介入は国民形成の一環として実施されたのである（97）。それゆ

え国民学校は将来の有用な「国民」にとって不可欠な基礎的知識と精神を

準備したのである。そのため国民の精神という価値体系の形成をめぐる支

配に関して、カトリック教会の付属機関としての学校と並んで政府の国民

監督装置の「警察施設（Polizeianstalt）」としての学校が対立する。

　この対立がはっきり現われたのは1810年から1815年までの学区の分割に

おいてであった。これは教区でなく、行政区に学区を当てはめようとする



ものであった。ただしのちの1873年から1883年までのバイエルンでの文化

闘争と同様、カトリック教会と官僚が激しく衝突したときしか学区問題は

現れず、通常は教区に基づいた学区が採用されていた。それゆえ近代学校

史は「合理主義」がどのくらい承認されるかによって変遷してきたかを跡

づけている（98）。このように学校問題はカトリック教会と国家の対立を常に

招き、政治は教会の影響力を断ち切るためにはバンベルクのカトリック大

学、教会のギムナジウムを廃止するか、学校を官僚組織の管轄下におくし

か選択の余地はなかった（99）。

（３）社会化機能としての学校

　18世紀教会が人々の価値体系を支配した。19世紀に初等学校制度は教会

から形式上分離し、公的な教育機関となった。だから国家が義務教育を導

入することで、政府の管理された国民の精神構造という特徴を形成するこ

とにな る 。国民学校の教師は児童に直接影響する（101）。近代国家は普通教育
（100）

を公的にする際、教職員の資格を整える。

　バイエルンでは三月前期を含めて、教師の質的格差が都市と農村におい

てあり、特に農村においては冬季学校（Winterschule）しか開校されず、

それも教師は元御者、傷病兵、手工業者の出身であったため、その授業内

容は「読み、書き、計算」程度と著しく教育効果を欠いていた（102）。もっと

も次第に教師の質的向上も計画され、国民教育は児童に「支配体系の観念」

を教育、訓練するまでに至った。もちろんその効果も地域差が存在し、ア

ルト・バイエルンとプファルツ、フランケン、シュヴァーベンとでは相違

がある。またノイ・バイエルンでは自由主義的意味から「支配の秩序」に

教師側は抵抗する場面もあった（103）。

　それでは農村の学校ではどのような授業がなされていたのであろうか。

三月前期までは授業は公教要理（Katechismus）と聖書、または聖書の歴

史を内容とするのが一般的で、キリスト教的価値観を内容とするものが多
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かった（104）。それにカトリック教会のザイラー・サークルと啓蒙官僚はキリ

スト教愛国主義と国家中心のナショナリズムという違った立場からとはい

え「バイエルン主義」というべき共通点があり、それが学校教育において

愛国主義のイメージという内容で授業に組み込まれていた（105）。つまりカト

リック側にとっては三月前期のルートヴィヒ一世治下で明確になるキリス

ト教的愛国主義が啓蒙思想の理念を妨害する。ただそれは王家を媒介とし

ている（106）。それゆえバイエルンは啓蒙官僚の強調する「バイエルン・ナ

ショナリズム」によってではなく、ザイラー・サークルの持つ土着的なラ

ント愛国主義（Landespatriotismus）が国民の中に確認されるのである。

特に下層の中にその特性と「我々意識」がそのまま近代国家に移行したの

であった（107）。要するに啓蒙官僚主義国家は「国民たる資格」を持つ国民を

形成するため初等教育に介入した。ところが啓蒙思想は国民教育の「自己

に都合よい劇的転換」を持ち込もうとはしたが、結果的に見ればカトリッ

ク的な伝統と結合した国民の「愛国主義」を深く定着させたことになった

のである（108）。

　ところでその教育は社会化機能として有効に働いたのであろうか。エン

ゲルジンクは教育理論の浸透が19世紀のドイツ社会の変化の必要条件を準

備したと説明する（109）。しかしバイエルンにおいては公的教育の理念と農民

の社会意識には深い亀裂が存在した。つまり「読み・書き・計算」能力の

向上にもかかわらず、農村社会でのそれは住民の40％から50％までであっ

た。1840年代後半になっても文盲率は高かった。いくつかの理由が考えら

れる。

　第一に制度として中央行政の欠陥と資金不足という二要因が地方レベル

で改革を制約した。第二に農村の生産活動で児童の労働力は重要で、初等

義務教育の導入と労働力の需要とが両立しなかった。そこでは児童は教育

の対象よりも家族の生産活動の担い手としての役割を優先させ、したがっ

て学校への出席率は極めて悪く、特に収穫期には欠席者数は多かったと言



われる。確かに19世紀の教育改革はバイエルンを支配するヴィテルスバハ

家への忠誠心を国民に注入したけれど（110）、農民の社会的な態度の形成にお

いて成功したとは言いがたかった。なぜなら、とりわけアルト・バイエル

ンの農民は改革に影響されずに家族や教会の伝統的な影響力を受けるのみ

であった（111）。さらに19世紀半ばまで公教育は理念とは裏腹に非能率的で

あった（112）。
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小　　括

　モンジュラを中心とする啓蒙官僚が国教化政策を推し進めた19世紀初期

から一世紀後の1902年４月16日敬虔なカトリック政治家で1924年にバイエ

ルン首相となるヘルト（H. Held）はモンジュラを「バイエルンの自由主義

者の先駆者」と評し、「世俗化」をモンジュラの「寛容」・「啓蒙」政府の

蛮行と断定している。またヘルトによれば、三月前期に反動的内閣を組閣

したアベル（C. v. Abel）でさえも国教化政策の代表的推進者ということに

なる（１）。ヘルトはカトリック政治家の立場から時代こそ異なるけども、カ

トリシズムの擁護と同時に19世紀後半につながる系譜を批判したのである。

20世紀まで国家と教会の対立はバイエルン政治の重要な軸である。

　19世紀初期国家と教会の関係は政府を指導する啓蒙官僚による一方的支

配が続いた。1817年政教条約と1818年宗教法令との矛盾は1821年テーゲル

ンゼー宣言ではもちろん解決せず、国家は教会の利益を規則で度々干渉し

た（２）。ただ政府は宗教法令と矛盾する政教条約を常に考慮の対象としたの

である（３）。もっとも啓蒙官僚を中心とする政治的支配層による主権国家の

完成にもかかわらず、国民は政治エリートの欲する姿勢を取ろうとしなかっ

た。最後には本論冒頭で述べた三つの問題意識にそくして整理しておきた

い。

①19世紀初期の国家と教会の関係

　啓蒙絶対主義官僚は主権国家を創造するため、教会政策に二つの方法を

採用した。それらはオーストリアにおいてすでに18世紀から実施されてい

たヨーゼフ主義とフランスの政教条約をモデルにした一連の政策であった。

その結果カトリック教会は「世俗化」を通じて次第に国家の秩序を維持す

る一要素になってしまうのである。また政府はローマ法皇との政教条約締

結後、司教区の整備、司教などの任命・更新、教会の聖職禄（Pf�nde）の
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授与に決定的な影響を保持するのである。ただ19世紀という歴史で考えれ

ば、カトリック教会にかぎらずプロテスタント教会も含めて増大する政治

的、社会的秩序の問題が両教会に影響を及ぼすことが多くなればなるほど、

国家の支配層は社会を安定させるべくために国教化政策を利用することに

なる（４）。

　バイエルン政府は「世俗化」をもって国家の財政上、経済上教会に対す

る優越性を法的根拠から、また「国民意識」形成を初等教育から教会政策

を展開するのである。これらの政策は完全とは述べ難いが、一定の成果を

収めている。最終的にモンジュラを中心とする官僚の目標は教会を国家内

の「秩序と文化」に貢献する立場におくことであった。当然新国家におい

て教会に特別な地位を認めるものではなかった（５）。ところが啓蒙官僚から

の攻撃に対して、19世紀初期には教会側からの直接的な大反発は少なく、

あえて述べるならカトリシズムにとってこの時期は三月前期に開花する

「王冠と祭壇」の同盟のための胚胎期であった。

　19世紀初期カトリシズムは教会の外部からの刺激を受けて、カトリシズ

ム内部に教会の改革・維持をめぐって三つの立場が成立する。第一の立場

として、啓蒙思想の官僚に協力する啓蒙司祭は少数派であるが、「世俗化」、

政教条約において活躍した。次に後年に大きな影響力を残すザイラー・サー

クルは三月前期を経て、バイエルン・カトリシズムを代表し、カトリック

革新の一翼を担うことになった。この立場は長くキリスト教愛国主義を代

表することになる。彼らの立場はカトリシズム内部の改革から出発して、

フランス、イタリア、ベルギーなどの自由カトリシズムとなった点とは決

定的に異なっていた（６）。最後の立場はローマ法皇庁のバイエルン政府への

態度である。これは従来のカトリック教会の利益を政府に対していかに擁

護することができるかという立場であった。

　ただ社会的上層の一角を占めるカトリック高位司祭は社会の指導的な地

位を占めることから常に政府に妥協する用意も見せており、必ずしもカト



リック教徒の先頭に立って政府に抗議する姿勢ばかりを示すとは必ずしも

言えない（７）。それゆえ19世紀のバイエルン・カトリシズムは「限界」「権

威」「規律」への道を歩むことになる。だからこそ19世紀半ばからカトリシ

ズム内部には二つのはっきりした亀裂が生じた。それは政府と妥協を図る

教会幹部、それに一般の教徒と常に接触する下級聖職者との間にあった（８）。

②官僚層

　18世紀末から19世紀前半にかけてバイエルン内外を取り巻く政治状況に

規定されつつ、危機意識を強く持ったモンジュラを代表とする啓蒙官僚は

1799年から1806年にかけてバイエルンを近代国家に導いていく。その政治

的な組織枠組みの成果が1808年基本法であり、1818年憲法であった。

　フランス革命は政治支配・統治にブルジョアの参加を促し、それまでの

身分代表制の一角を突き崩した。18世紀の「国民」という政治概念は意思

形成の担い手、または支配上では社会的上層のみであった。封建的な閉鎖

的身分社会は合理的絶対主義国家へと発展し、さらにブルジョア自由主義

社会に変貌する（９）。これが19世紀における政治的変化であった。この過程

の端緒を創造し、国家を整備したのがモンジュラを中心とする啓蒙官僚で

あった。官僚層はバイエルン国家内での政治的支配層の中心になるのであっ

た。しかし官僚の絶対主義国家という限界とさらに市民の政治的未熟さが

バイエルン国家の建設に影響し続けた。

　ではこの改革を担った官僚は階層・地域別にどのような形で補充された

のであろうか。19世紀初期官僚層の出自は19世紀全般の政治的支配者の指

導のあり方の問題にも関わることにもなる。少し古いが資料的に価値のあ

るものはシェールの研究である。本論の対象時期を超えるが、プロイセン

との比較で第一次世界大戦までの100年間のバイエルン官僚層の出自を考え

ておきたい。19世紀初期の官僚層の出自は19世紀から20世紀までの出身の

変遷を考える際には参考になる。
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　地域別では、高級官僚はアルト・バイエルン（オーバー・バイエルン、

ニーダー・バイエルン、オーバー・プファルツ、ニーダー・バイエルン）

から45.6％、フランケン（ミッテル・フランケン、オーバー・フランケン、

ウンター・フランケン）から33.0％、プファルツから8.7％、シュヴァーベ

ンから7.6％、バイエルン以外から4.9％という割合であった。バイエルン全

体と各地域の住民との対比ではどのくらい高級官僚がいるかを比較すると、

高級官僚はアルト・バイエルンでは住民数に比べて少し多い割合であるが、

フランケンでは住民数の割合と一致することがわかる。ここで注目すべき

は国務大臣の地域別の割合である。フランケン43.3％に対してアルト・バ

イエルン35.8％と逆転していることである。これらの高級官僚と国民の比

率は長い間変化しなかった（10）。また階層別に考えると、ブルジョア出身者

は67.8％と約３分の２と高い比率を貴族に代わって占めていることである。

貴族出身者は32.2％と３分の１弱と少なくなっている。

　モンジュラ失脚後一時、政府は貴族のみで組閣したことがあったけれど、

それは例外でブルジョア出身官僚は高い比率を保持している。宗派別では

1848年以前では信仰上カトリック系の官僚が政府の要職すべてを独占した

ことがあったとしても、1848年後もプロテスタントであること自体が官僚

として不利に働くことはなかった。これとは別に一般的な形として言える

ことだが、指導的地位に就く官僚は門地に関係なく法学教育を受けた者が

大部分（97.4％）を占めていた（11）。

　比較のためにプロイセン官僚層の出身を確認しておきたい。19世紀初期

シュタイン＝ハルデンベルクに代表される啓蒙官僚がプロイセンでも国家

を上から改革しようとした。その官僚の出身階層はブルジョアが1820年

75％、1845年67％に対し、貴族が1820年25％、1848年33％であり、特にプ

ロイセンの改革の推進力になった東プロイセン官僚は1820年25％、1845年

67％とブルジョア出身者で占められた（12）。

　これらの数字だけを比較するとブルジョア出身官僚はバイエルンと同様



プロイセンでも数的に優位を示している。ところが少し内容を吟味する必

要がある。つまりプロイセン国家内でのユンカーの地位の高さは行政機関

内でも重要なポストに反映することは多くの研究者の指摘するところであ

る（13）。けれどバイエルンではすでに述べたように、ある程度ブルジョアと

貴族が社会的上層社会を構成している。プロイセンではブルジョアがユン

カーに迎合するのに対して、バイエルンにおいてはある程度、貴族がブル

ジョアに譲歩していた。これが官界内部でも見られた。それは1818年憲法

委員会メンバー 15名中８人のブルジョア出身官僚数がそのことを物語って

いる。この伝統は1875年から1880年までの全大臣がブルジョア出身者で占

められたことに表れている（14）。それゆえ19世紀初期官僚そのもののあり方

は、指導層という観点から考えると、プロイセンとバイエルンの将来を決

定的に異なる姿にしたと述べても過言でないかもしれない。

③農民とカトリック教会の関係

　モンジュラは「世俗化」を実施する過程において国家財政を支える担税

能力を持つ自営農民への教会の影響力を排除することも目標に設けていた。

　「世俗化」は教会の支配から経済的に開放された分割地農民を多数生み

出した。その内容はプロイセンと対照をなす結果となった（15）。「世俗化」

前の上級所有権（主に教会）は用役権を持つ農民との関係においては給付

関係を形成して、一種の寄生地主ないし金利生活者をなしていた。このた

め生産者である農民は生産単位を家族とする小村を生活の場としていた。

　これに対してプロイセンでは、ユンカーが農業経営者となって封建的な

性格を保持しつつ資本主義に順応しようとした（16）。バイエルンにおいて、

「世俗化」は事実上の生産者自身である農民を聖界領主から国家へと上級

所有権を変更したとはいえ、常に土地の用益権という形で「自分の土地」

としての生産現場での耕作活動の形態を変更しなかった。そのため農民の

生活環境は変化せず、したがって農民の文化的環境も特にアルト・バイエ
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ルンでは変化しなかった。そのためロマンティークと結びついたザイラー・

サークルの「キリスト教愛国主義」がヴィテルスバハ王家を介して、官僚

が要望した「ナショナリズム」という形態でなく、アルト・バイエルン農

民層に定着していった。だからアルト・バイエルンと対照をなすノイ・バ

イエルンは宗派とその固有の歴史の相違によってアルト・バイエルン的バ

イエルン社会に反発するのであった（17）。

　アルト・バイエルンの農民家族は19世紀初期の「近代化」という衝撃に

生産機能上、制約を受けたとはいえ、他の要因では影響されることはなかっ

た。だから18世紀後半から農業を営む家族は19世紀前半に注目すべき変容

を経験しなかった。かえって19世紀になっても家族による生産活動の存続

を再確認する結果ともなった。したがって農村社会の下層の伝統的な価値・

要求・規範という性格とその強さは共同体レベルでは第一次集団との結び

付きを強調する（18）。カトリック住民は農業と手工業に自らの生活基盤をい

わば「古い世界」においており、社会学的に述べれば地域・集団として住

民の保守性を、新しいものへの消極性を強く有していたのである。

　要するに国家が「世俗化」によって分割地を農民に提供したとしても、

農民は国家よりもカトリック教会を精神的な支柱とし続けたのである（19）。ま

たそれと同じくするように、バイエルンのカトリック教会の司祭は土地に

根差した「愛国主義」とカトリシズムを基本とするザイラー・サークルの

思想を主流としていた。実際に司祭の出身をさきのシェールの研究から判

断すると、司教は手工業者、農民、旅館経営者といった社会的下層の「古

い世界」からの出身者がほとんどであった（20）。それは創始者であるザイ

ラー自身を体現化したものである。ここにも社会的下層とカトリック司祭

の精神的一致があった。

　以上、官僚主導の国教化政策を中心に考察してきたが、国教化政策は三

月前期に親カトリックのルートヴィヒ体制になっても堅持された。さらに

モンジュラが育てた啓蒙官僚の反教権主義的な考え方は三月前期、一時的



に政治の表舞台から姿を消したように見えるが、19世紀後半のバイエルン

自由主義政府の伝統となって存続するのである。またカトリック教会は三

月前期に「王冠と祭壇」の同盟で国家との協力関係があったとはいえ、政

府との関係では常にその権限では対立があった。ただ1848年三月革命後カ

トリシズムは新たな敵である自由主義ブルジョアジーとも闘わなければな

らず、ルッツ体制下でプロセイン・ドイツ以前にバイエルンの文化闘争を

迎えなければならなくなる。教会を下から支えたのはアルト・バイエルン

を中心とするカトリック農民であった。この農民層は19世紀後半から20世

紀前半にかけてもバイエルン・カトリック教会（その独自のカトリック系

政党）側を支持し、その保守的態度を貫くのである（21）。

　前半内容をロッカン・モデルにそくして述べれば、国家建設・国民形成

に際して、「国家と教会」の対立という宗教（と人々の価値体系の支配）

をめぐる社会的亀裂の典型的な形をバイエルンの19世紀前半に観察できる。

これは国民国家の完成途上において重要な核心をなす。
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第２部　19世紀後半から20世紀にかけての政治的カトリシズムの変容

第６章　19世紀後半のバイエルン社会
　

　バイエルンは過去に遡れば地理的、歴史的にアルト・バイエルン

（Altbayern）とノイ・バイエルン（Neubayern）とに分けることができ

る（１）。両バイエルンの相違はバイエルン史を理解するうえで重要である。

例えば一般にバイエルンは分権主義（Partikuralismus）の強い地方として

有名であるが、ノイ・バイエルンにあってはライヒへの帰属意識もあり、

その他の分野においてもバイエルン全県を一概に同一と論じることはでき

ない（２）。19世紀初期ノイ・バイエルンのフランケン、シュヴァーベンとい

う経済先進地帯を併合することで、伝統的に農業地帯であるアルト・バイ

エルンはバイエルン統一という国家的課題を背負うことになった。バイエ



ルン支配層は両バイエルン地域を統一するために、意識的にアルト・バイ

エルンを中心とする国家イデオロギー（Staatsideologie）というバイエル

ン愛国主義をノイ・バイエルンに吹き込んで近代国民国家を建設したので

ある（３）。だからバイエルン国家は地域的相克を最初から、そしてドイツ統

一後の第二帝政にも抱えていたのである（４）。中心と周辺という問題をバイ

エルン内外に抱えていた。

　バイエルンを取り巻く外的条件はドイツ統一以前、バイエルンはオース

トリア、プロイセンに次ぐドイツの中規模国家（Mittelstaat）に位置して

いた。ただその第三の立場は両国に左右される弱い立場にあった（５）。バイ

エルンの反プロイセン的、親オーストリア的態度は1866年のオーストリア

の敗北後、バイエルンはウィーンからある一定の距離を置くことになった。

その後のバイエルンは小ドイツ連邦主義の理念のもとにプロイセン勢力圏

に移行したのである（６）。

　地誌的観点から見れば、アルト・バイエルンによるバイエルン統一過程

とその精神であるバイエルン愛国主義、さらにバイエルン自身のプロイセ

ン中心のライヒの一邦になるというドイツ・ナショナリズムという問題へ

の反発が複雑に混ざり合って、19世紀から20世紀のバイエルン政治に影響

を与えたのである（７）。以下、アルト・バイエルンを中心にバイエルン人の

精神構造の特質について述べておこう。

１．社会構造

（１）分権主義

　さきのに述べたようにその地理的条件から、バイエルン政治思想の決定

的要因のひとつに分権主義を挙げることができる。それはバイエルンの現

実上の自己保存意思（Selbsterhaltungswille）として作用する「信条

（Glaubenssatz）なのである。その思想的根拠は次のようなバイエルン国

民感情にあった（８）。それは①千年にも及び伝統意識、②国家意識の形成要

182 ――バイエルンにおける政治的カトリシズムの研究



第７巻―― 183

素としての国民性、③北ドイツに対するライヒ内部の立場を保証し、文化

的同質性に固執するバイエルン国家の任務、からである（９）。このバイエル

ンの個別意識は1933年までバイエルン政治の基本路線をなし、ヴァイマル

初期のライヒとバイエルンの間の鋭い対立を生むことになる（10）。

（２）保守的君主主義

　バイエルンにとって君主主義は初めから下からの運動という形を採用し

ており、ヴァイマル時代後半になっても、他の君主主義が消滅したのちも

バイエルンでは君主主義運動は最後まで存続するのである。その理由は第

一に農業邦という体質がもつ保守性が背景にあり、さらに君主が国民と同

じカトリックを信仰することにあった。このバイエルン君主主義は分権主

義と結びつき、プロテスタント的ホーエンツォレル家と対立する（11）。

　19世紀というイデオロギーの時代にバイエルンそのものというバイエル

ン主義に結び付いて、君主主義的保守主義に拡大、体制化していったので

ある。またカトリック教会が君主との結び付きを通じて君主に正統性を与

え、軍隊がその主権の軍事的権力を代表し、さらに官僚が国家を効果的に

統治したのである（12）。バイエルン君主主義の正統性は学校、軍隊、政府系

の新聞によって社会化され、その結果アルト・バイエルンの地方住民の政

治的態度と伝統的社会経済構造内部において、彼らの立場が心理的に結び

付いたのである。逆にバイエルンにおける少数派のノイ・バイエルン住民

はそのプロテスタント文化地理的理由によって、親ホーエンツォレルン的

態度にあった（13）。

　ただアルト・バイエルンの地方住民は君主を頂点とする社会的上層との

間に一体感を有したとはいえなかった。ブルジョアジーを含む社会的上層

は自由主義社会を志向しており、ビスマルクの国民国家に好意的であっ

た（14）。さらに1890年代には社会・経済の「近代化」の波は強力なライフ化

現象を起こし、そのため次のような軋轢を生んだ。つまりそれはアルト・



バイエルンとノイ・バイエルン、カトリックとプロテスタントの対立であ

る。時代の経過の中で次第に君主の直接の影響力は著しく減少し、君主は

いわば名目的な意味のみにおいて存在した。君主制が1918年11月革命で崩

壊する理由になるのであった（15）。もっとも「近代化」の波の影響に抵抗す

る農民の意識には、君主が「よこしまな政府」から自分たちを保護してく

れる庇護者としての意識が長く残ったのである（16）。

（３）カトリシズム

　バイエルン宗教構造はその歴史に由来する。1806年アルト・バイエルン

住民はすべてカトリック教徒であったが、ノイ・バイエルン獲得後、バイ

エルン全土の平均ではカトリック教徒が70％になった（17）。この具体的地域

差は表１のようになる。

　第二次世界大戦以前のドイツ政治構造においては、ロッカン流に述べれ

ば社会的亀裂に基づいた政党は特殊な利益保護を防衛する集団を形成して

いた。その際、決定的な要因は階級または宗教に根拠をおく（18）。バイエル

ンでは信仰は1866年以降、政治において決定的要因となっている。つまり

カトリック信仰の優位はカトリック系政党候補者の選択基準となり、地域

的観点からもアルト・バイエルンでは自由主義を完全に駆逐し、またノ

イ・バイエルンもカトリックという信仰によってカトリック系政党が浸透

するのであった（19）。

　カトリック社会理論は保守的な伝統思想であるが、社会主義に対抗する

うえで資本主義の中にあって社会問題の解決策を提供しようとした（20）。そ

のためにカトリック教会は住民各層の社会的防衛機関の役割を担った（21）。

だが反面、教会は貴族の利益を代表する面もあり、その意味で戦前の中央

党は階級複合政党（multi-class party）の性格を有していた（22）。だからカ

トリック的環境にいる有権者は当然のごとくカトリック系政党である中央

党を支持したのである（23）。特に農民はカトリック司祭を介して子供の頃か
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らその伝統的価値体系と司祭の権威による影響を受けることでぼんやりと

した感情ではあるが、多分に君主主義的な保守主義者に育っていくのであ

る（24）。もっとも注意すべきは長期的に考えるとカトリック教徒の宗派によ

る政党支持が減少していくことである。脱カトリック化である。カトリッ

ク教徒とはいえ、政治、社会、経済等の各問題について異論を表明し、宗

派以外の基準で政党支持を決定するようになるからであった。この傾向は

19世紀末からすでに始まっており、1870年代の文化闘争時代にはカトリッ

ク教徒の80％は中央党に投票したが、これが次第に減少するのであった。バ

イエルンはドイツの他地域に比べて実践的カトリック教徒の割合はそれほ

ど多くないが、1924年にカトリック系政党に投票した実践的カトリック教

徒の割合は他地域においては76％（中央党へ）であるのに対し、バイエル

ンでは56％（人民党へ）と減少しており、とりわけ減少傾向はその中心で

ある南バイエルンでは顕著であり、フランケンのようにカトリック教の少

数派地域であるがゆえに低下を防止できた地域もあった（25）。

　分権主義、保守的君主主義、カトリシズムは特にアルト・バイエルンの

農民の精神構造において顕著に見られた。第一次世界大戦前のバイエルン

社会では。このような価値体系が存在したのである。ではこの精神構造を

強く持つ農民の置かれた社会とはいかなるものであったのであろうか。

　バイエルンは19世紀後半に急速な人口増加を経験した。それは都市化が

主な原因であった（26）。1840年10万人以上の都市はバイエルンには存在しな
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表１　バイエルン宗教構成（1910年％）



かった。時代を下るしたがい都市住民は増加し、1933年には四大都市（ミュ

ンヘン、ニュルンベルク、アウグスベルク、ヴィルツブルク）の住民だけ

でバイエルン人口の19.9％を占めるまでに至っている。このことは必ずし

も出生率増だけでなく、19世紀中葉以降、つまり住民の地域移動にともな

う職業構造の長期的な再編成と関係し、したがって農業従事者が相対的に

減少し、反対に手工業、工業、交通、家内工業の従事者の増加につながっ

ている（27）。

　農業人口の減少はプファルツ、フランケン、つまり比較的農業経営が小

規模の地域に見られた（28）。だからバイエルン住民の地域移動の主たる理由

は経済問題に由来する。農業に従事する住民数はある程度の継続性を保っ

ておけばよいが、人口増加は結果的に農村地域に十分な就業機会を提供で

きないことを意味する。反対に都市は労働機会がある以上、小自治体から

大都市へと人口が移動し、定住化傾向が生じるのである。それゆえバイエ

ルン以外の土地への移動するケースは少なく、1900年調査によればバイエ

ルン生まれの住民45％（240万人）がほとんどバイエルン内での移動で、そ

の大部分が故郷の近郊に移り住んでいる（29）。農業従事者は当然、職業・出

生に関して根源を農村に持つことになる。また都市の商工業従事者もその

94.4％が農村出身者であることはバイエルン住民が農村環境に影響を何ら

か受けていることを意味する（30）。

　以上から経済的に整理しておくと、オーバー・バイエルン、ニーダー・

バイエルン、ウンター・フランケンの農業的性格、これに対してプファル

ツ、ミッテル・フランケンの工業的性格と大ざっぱにまとめることができ

る（31）。すなわちオーバー・バイエルンの人口は相当部分がミュンヘンに集

中しているためミュンヘン以外のオーバー・バイエルンは農業的性格が濃

厚であったのである。

　バイエルンの伝統的な農村社会構造は19世紀から20世紀の半ばまで変化

していない。その特徴は農業の農民化（Verb�uerlichung）にある（32）。す
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なわち農民は大半が自営農民であった。19世紀後半から農業従事者は減少

しているとはいえ（33）、バイエルンの農業邦という性格は変化していない。

当然バイエルン経済は大きく農業に依存しており、政治的にも重要な位置

を占めている。農民は重要な職業上の位置をなしており、その土地所有か

ら中間層農民が国家と社会の基礎をなしているとみなされていた。そのた

め農業は単なる経済的意義だけでなく、国民国家を支える政策的課題では

無視できない存在であった。もっともこれはバイエルン農民にとって「血

と土地」というイデオロギーとは無縁である（34）。

　ドイツでは当時農民が自立でいる経営規模は５ヘクタールと言われてお

り、20以上50ヘクタールまでだと家族の労働力のみで経営することが可能

であった。50ヘクタール以上だと雇用労働力が主となり、収入状態にもよ

るが経営者は直接労働に従事しなくてもよいとされていた（35）。この基準に

したがってバイエルン農業規模を考えれば、バイエルン農民は中農以上が

圧倒的に多く、主にその労働力は家族かそれに一、二名の農業労働者を加

えたものであった。

　具体的に経営規模を地域ごとに確認しておこう。バイエルン農業の性格

はその３分の１を５から10ヘクタール規模という中程度の経営者で占めて

おり、またその中規模経営者が全耕地面積の２分の１を所有していた。大

規模経営はほとんど存在せず、反対に中小経営が相当存在し、全経営の５

分の３と、耕作面積の５分の１を占めていた（36）。

　1882年調査によれば、１ヘクタール以下の経営はプファルツ、西ウンター・

フランケン、北オーバー・フランケンに、１から10ヘクタールのそれは全

邦に点在し、特に北シュヴァ―ベン、ウンター・フランケン、バンベルク

周辺に、また10から100ヘクタールのそれはアルト・バイエルン、アルゴイ

周辺、ミッテル・フランケン、オーバー・フランケンの一部に点在した（37）。

地域の経営規模から理解し得ることは小経営がノイ・バイエルンに偏って

おり、平均所有からいえばミッテル・フランケン、オーバー・フランケン



の５から６ヘクタール、ウンター・フランケンの4.65ヘクタール、プファ

ルツの2.97ヘクタールという経営規模を示している。もちろん経営は土地

の質、耕作内容、入植度合、相続などまで考量すべきかもしれない（38）。た

だここで注目すべきは農民が自営形態を採用していることである（39）。

　ではバイエルンにおける所有規模の相違はどのような形態であろうか。

オーバー・バイエルン9.2ヘクタール、ニーダー・バイエルン8.1ヘクター

ル、ウンター・フランケン4.6ヘクタール、プファルツ2.87ヘクタールであっ

た。アルト・バイエルンの平均所有規模がノイ・バイエルンのそれの二倍

あるいは三倍になっている（40）。

　少し余談になるが、アルト・バイエルンとノイ・バイエルンの経営規模

の相違について述べておこう。これは土地所有観、ひいては収入の低下を

どのような形で補うかという問題でもある。ノイ・バイエルンのフランケ

ン、プファルツの小規模農業構造の原因はその地域の相続方法に由来する。

すなわちオーバー・バイエルン、ニーダー・バイエルン、シュヴァーベン、

オーバー・プファルツといったアルト・バイエルンを中心とする地域では

遺産相続はひとりの相続人に土地を移転する方法を採用し、他の相続人に

は金銭などをもって解決する手段を講じていた。これに反してプファルツ、

フランケンの大部分はナポレオン法の強制分割の影響を受け、相続人全員

で土地分割を行う方法を採用していた（41）。だから土地所有においても、両

バイエルンにおいて考え方に違いがあった。土地所有規模の相違を収入の

面でカバーするには、ウンター・フランケンでは主に造園業という集約的

な土地利用を採用しており、また工業地帯付近の農民は農業を副業として

労働者としてそこから現金収入を得ていた（42）。19世紀後半の社会の再編成

化の動きは農業にも影響し、農業の専業化から副業の増加が見られ、農業

人口の減少に拍車をかけたのである。つまり農業に従事していた使用人、

日雇労働者が減るにしたがって、家族による農業従事の割合（1907年の家

族のみの割合は４分の３）が増加するのであった。だから社会的に農民は
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自営業に属するといっても、経済的には農業労働者とみなされたのである。

さらに小経営においては主婦が農業経営を司り、主人が工場に働きに出る

というパターンが定着していたのである。この形態はフランケン、プファ

ルツに見られた（43）。このような地域差は自己の生活を支える方法を農業の

みという経済活動しか行わないアルト・バイエルンを中心とする地域と他

に副業を持たざるを得ないノイ・バイエルンという地域との相違を明瞭に

した。この地域差は有形無形で現れるのである。

　次にバイエルン農業を取り巻く状況について考えておこう。19世紀後半

の農業は資本主義経済に組み込まれており、その環境は厳しい状況にあっ

た。この原因は農業政策の立ち遅れにあった。土地は政策的に高価格にお

かれ、それが負債を増し合理化を遅れさせることになる。政府指導による

農作物の転換政策も融資と技術指導の欠如によって、結局失敗するのであっ

た（44）。1870年代以降、農産物輸入の増加、国内での労働賃金、社会福祉年

金、増税によって、1890年代初頭の農業危機の頂点を迎え、農地地代の低

下、土地使用料の下落が生じ、逆に土地に関する抵当と競売は増大したの

であった。その結果19世紀末に農民が政治化していくのである。まずドイ

ツ中央政府による関税引き下げと通商条約は農民の不安要因となり、下層

農民のプロレタリア化を引き起こした（45）。その緊張関係が1893年のラント

議会選挙結果に現われたのである。ラント議会に新政党としてバイエルン

農民同盟（Bayerischer Bauernbunnd）と社会民主党（Sozialdemokratische 

Partei Deutschland）が中央党と自由党の犠牲で登場したのである（46）。こ

の時期の農民運動は1893年の農業協同組合の結成、行政・立法機関への圧

力をかける農民の動員、国家による農業保護を求める働きかけであった。

これは自営農民が自己利益を擁護する要求であったことが伺われる（47）。

　大部分の農民は当時増える一方の負債を抱えており、その相続人もそれ

を受け継がせることにもなった。副業を得れるノイ・バイエルンは別に、

アルト・バイエルンは農業しか自活の道がなく、経済的に困窮に直面した。



だから南バイエルンからの農業同盟の出現は既存の方法では対応しきれな

いバイエルン農業の構造的危機を表現したのである（48）。

２．政治構造

　第二帝政期のバイエルン政治において、ラント議会は19世紀初期からの

身分制議会に起源をもっていた（49）。このラント議会の権限は制約を受けて

いた（50）。

　トレンハルトは政治構造をアルト・バイエルン－ノイ・バイエルン、宗

教、大都市－農村という要素から四つのカテゴリー（ロッカン流には社会

的亀裂構造）に分けた（51）。この政治構造は1868年ラント議会選挙にはっ

きりと現われ、その後の政党支持傾向を明確にしている（52）。

①カトリック・アルト・バイエルン

　1874年選挙以降、カトリック保守であるバイエルン中央党がこの地域で

圧倒的な勢力を占めている。自由主義政党はこの地域では影響力はなく、

農業同盟が農民利益を掲げて中央党と対立した。

②カトリック・ノイ・バイエルン

　シュヴァーベン、ウンター・フランケン、西オーバー・フランケン、南

ミッテル・フランケンから構成される。中央党が農村部で、自由主義政党

が都市で支持を得て、1912年社民党が次第に影響力を増してきた。特に中

央党は宗教構造からウンター・フランケンに強い支持を獲得していた。

③プロテスタント・フランケン

　一般に19世紀における自由主義政党の選挙基盤であった。工業地帯では

社民党は第一党に、次いで自由主義政党が続き、農村部ではプロテスタン

ト牧師の助けを借りて保守党が浸透していた。またアルト・バイエルンと

比較して宗教的相違は保守的推進力を押しとどめる面も持っており、プロ

テスタンティズムは自由主義政党と同一視される点もあった。
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④都市－農村

　第二帝政期のはじめに自由主義政党は都市を基盤とした。しかし工業化

の進展は社民党にその基礎を奪われた。19世紀後半、大都市と地方との間

にその支持傾向に根本的な相違が登場し、前者では社民党か自由主義政党、

後者では中央党がその支持基盤としたのである。

　トレンハルトの研究から社会的亀裂が政党支持に結合する分布が明確で

あることが明らかになる。1893年多党化現象を境にして、それ以前は自由

主義政党がミッテル・フランケン、プファルツ、オーバー・フランケンを

支持基盤とした。これに対して中央党はニーダー・バイエルン、オーバー・

バイエルン、オーバー・プファルツというアルト・バイエルンを中心にそ

の支持基盤となしていた。1893年以後、中央党はアルト・バイエルンに加

えてカトリック・ノイ・バイエルンからも支持を得て、ラント議会での絶

対多数を獲得したのである。その他の政党も特定地域からその支持を確保

したのである。

　では19世紀後半のバイエルン政治を政党の勢力変遷から簡単に説明して

おくことにしたい。1868年から1893年までのラント議会選挙では、自由主

義の進歩党（Forschrittspartei）と愛国党（1887年にバイエルン中央党と

改称）の二大政党制下、中央党の優位が続いた。1893年以降、第三の政党

として社民党が加わり、多党化現象が始まった。同時に農民同盟の登場も

二大政党制の分解を促進する（53）。19世紀後半からの社会経済的な発展が政

治的態度の分裂、有権者の組織化に影響を及ぼしたのである。ラント議会

の多党化構造は政党間の同盟を必然的に招くことにもなった。

　その開始が1899年反自由主義をスローガンに中央党と社民党による選挙

同盟であった。両党は1905年から1912年まで決選投票協定（Stichwahl-

Wahlpakte）を結び、両党による選挙改革は中央党と社民党の議席増加に

つながったのである。しかしその後中央党内の保守派の台頭とともに社民

党との関係が切れ、逆に1912年自由主義政党、社民党、農民同盟がいわゆ



る左翼ブロック（Rotblock）を結成し、1912年ラント議会選挙の投票の半

分を獲得するまでに至った。中央党の動向に関して注視すべきは文化闘争

期の野党的態度から第一次世界大戦直前の立憲君主制への協力に至るまで

の政治的変化である。

　従来の中央党は君主自身には忠誠を誓うが、自由主義内閣とは対立して

いたのである（54）。それが必ずしも議会多数党による政府でないが、中央党

の政治家ヘルトリンクがバイエルン首相に就任するまでに体制化する。そ

れでは議会から独立していたバイエルン統治体制はどのようなものであっ

たのだろうか。その統治エリートを概観しておこう。

　帝政期にはバイエルン特有の統治メカニズムが働いた。バイエルン立憲

君主制は貴族的要素と民主的要素が並存し、君主は権力の担い手ではなく

単なる国家の首長の位置するだけであった。実際の権力の担当者は自由主

義官僚にあった。だからラント議会は官僚の統治に対するバイエルン人民

の利益を代弁する機関であった。自由主義官僚は次第にその地位を拡大強

化し、他の資本家、大地主、高位聖職者という社会的上層と利害の一致を

みて、政治権力を手中にしていた（55）。社会的上層は自由主義、保守主義、

反動的イデオロギーなどと構成は複雑であったが、彼らの多元的利害の均

衡はあったとはいえ、1893年以降のラント議会の多党化現象は統治エリー

トにも変化をもたらしたのである。すなわち政治の大衆化は政府による大

衆への対応に現われた。それは政府立法による中下層の均等化・民主化過

程が始まったのである（56）。

　バイエルンの19世紀後半から20世紀初めにかけての社会構造を簡単にま

とめると次のようになる。

　まず地理的にバイエルンはアルト・バイエルンとノイ・バイエルンとに

区分され、アルト・バイエルンを中心にノイ・バイエルンの二県（オー

バー・バイエルン、ミッテル・フランケン）を除いてほとんどの住民がカ

トリックを信仰している。さらに社会構成はアルト・バイエルンの中農層
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を中心として、地域的に若干の相違が認められた。バイエルン住民の政治

的態度は地域、宗教、社会階級によって特定化することが可能である。し

かしカトリック教徒といえどもカトリック系政党支持者とは限らず、カト

リック系政党の長期的凋落が生じてきた。また社会的上層が宗教を超えて、

官僚を中心に形成されていた。だからカトリック高位聖職者も中央党内で

は貴族とともに保守派として社会エリートの一部を占めていたのである。

反対に住民の大部分を占めた中小農民はカトリック保守的精神構造をもっ

て、19世紀初期からアルト・バイエルンを中心に社会的上層とは対極の位

置にあった。これを代表したのがバイエルン中央党内の農民派であった。

　両者の緊張を抱えていたにもかかわらず、政治的安定が維持されたのは

バイエルンには年収1500万マルク、また200万人の納税能力を持つというあ

る種の「健全さ」を持った中間層が多数存在したためと思われる（57）。バイ

エルン住民は前資本主義的、前工業的な経済地域空間にいる農民によって

構成されていた。彼らはカトリック信仰に熱心な中小規模の農民であった。

それゆえにバイエルンの農民的性格は農村以外に農業イデオロギー

（Agrarideologie）という影響を受けていた。これは重要である（58）。

　ところが時代の趨勢は農業邦といえども都市化、工業化などという社会

変動と旧来の諸制度とのアンバランスをきたしたのである。その結果バイ

エルン内の利害均衡が保たれなくなり。政治への大衆参加を促進する土壌

が形成されてくるのである（59）。

　

（１）アルト・バイエルンはオーバー・バイエルン、ニーダー・バイエルンからな

り、ノイ・バイエルンはシュヴァーベン、ミッテル・フランケン、オーバー・

フランケン、ウンター・フランケン、プファルツ、オーバー・プファルツ

からなる。Vgl, Kolb, G., Strukturelle Wandlungen im Wirtschaftlichen und 

sozialen Gef�ge der Bev�lkerung Bayerns seit 1840, N�rnberg, 1966.

（２）Fenske, H., Konservatismus und Rechtsradikalismus in Bayern nach 1918, 

Berlin/Z�rich, 1969, S. 25-26.ヴァイマル時代にはバイエルンからプファルツ、



オーバー・プファルツの分離が主張されたことがあった。

（３）バイエルン領土拡大は①ヴィテルスバハ家の本来の領土であるアルト・バイ

エルン、②バイエルン領フランケン、③バイエルン領シュヴァーベン、④バ

イエルン領オーバー・プファルツと展開した。それぞれ地域的に社会経済的

な特徴を抱えており、複合的な構造があった。

（４）ミュンヘン（アルト・バイエルンの代表的都市）とニュルンベルク（ノイ・

バイエルンの代表的都市）の発展の相違は対照的な歴史を作り上げてきた。

ミュンヘンはヴィッテルスバハ家の庇護もあって、知識人・芸術家などを集

め文化都市として発展したのに対し、ニュルンベルクは工業都市として発展

した（Bosl, K., Franken und Altbayern - N�runberg und M�nchen, Eine his-

torische Bilanz, ZBLG, 1970, S.4-5, S.14）。ミュンヘンについては、Schneider, 

L. M., Die popul�re Kritik an Staat und Gesellschaft in M�nchen (1886-1914). 

Ein Beitrag zur Vorgeschichte der M�nchen Revolution von1918/19, 

M�nchen, 1975を参照。

（５）Schwend, K., Bayern zwischen Monarchie und Diktatur. Beitr�ge zur 

Bayerischen Frage in der Zeit von 1918 bis 1933, M�nchen, 1954 （以下Schwend, 

Bayernと略す），S.2. Vgl, Leurheusser, U. und Rumsch�ttel, H. (Hrsg.) Prinz-

regent Luitpold von Bayern. Ein Wittelsbacher zwischen Tradition und 

Moderme, M�nchen, 2012. Vgl., Ecke, R., FRANKEN 1866. Versuch eines 

politischen Psychogramms, N�rnberg, 1972.

（６） ibid., S.14. Vgl, Stache, Ch., B�rgerlicher Liberalismus und Katholischer 

Konservativismus in Bayern 1867-1871. Kulterk�mpferische 

Auseinandersetzumgen vor dem Hintergrund von nationaler Einigung und 

wirtschaftlich-sozialen Wandel, Frankfurt am Main Bem, 1981. Vgl., Reiser, 

K., Bayerische Gesandte bei deutschen und ausl�ndischen Regierungen 

1871-1918, M�nchen, 1968.; Hofmann, R., Max von Neumayer (1808-1881), 

M�nchen, 1974.

（７）Thr�nhardt, a.a.O., S.46. 19世紀半ばのバイエルン社会については、Hesse, H., 

Die sogenannte Sozialgesetzgebung Bayerns Ende der sechziger Jahre des 

19. Jahrhunderts. Ein Beitrag zur Strukturanalyse der B�gerlichen 

Gesellschaft , M�nchen, 1971を参照。

（８）Fenske, a.a.O., S.28. Albrecht

（９）Menges, F., Reichsreform und Finazpolitik. Die Aush�lung der Eigenss-

taatslichkeit Bayern auf finanzpolitischen Weg in Zeit der Weimarer 

Repblik, Berlin, 1971. S.70.
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（10）Fenske, a..a.O., S.28.

（11） Kaufmann, W. H., Monarchism in the Weimar Republic, New York, 1953, 

p.79.

（12）Blessing, W. K., The Cult of Monarchy. Political Loyalty and the Workers' 

Movement in Imperial Germany, Journal of Contemporary History, 1978, 

p.360.

（13）ibid., pp.366-367.

（14）Schwend, Bayern, S.11-12.

（15）Blessing, op.cit., pp.367-368.

（16）プリダム、前掲書、139頁。

（17）同上、三頁。

（18）Gordon, H., Hitler and the Beer Hall Putsch, New Jersey, 1972, p.8.

（19）Thr�nhardt, a.a.O., S.48.

（20）Schnorbus, A.,Wirtschaft und Gesellschaft in Bayern vor dem Ersten 

Weltkrieg (1890-1914), Bosl, K. (Hrsg.), Bayern in Umbruch.die Revolution 

von 1918.ihre Voraussetzungen, ihre Verlauf und ihre Folgen, 

Muenchen/Wien, 1969（以下Bosl,と略す），S.151-152.

（21）西川、前掲書、39頁。

（22）Knapp, A., Das Zentrum in Bayern 1893-1912.　Soziale,organisatiorische und 

politische Struktur einer katholische-konservativen Partei, Diss. Muenchen, 

1973, S.4-5.

（23）Gordon, op.cit., pp.14-15.

（24）プリダム、前掲書、39頁。

（25）同上、188－189頁。

（26）Zorn, W., Kleine Wirtschafts-und Sozialgeschichte Bayerns 1806-1933, 

M�nchen, 1962, S.75. バイエルンの人口は1818年370万人、1852年459万人、

1875年620万人、1900年620万人、1914年700万人、1933年768万人と増加して

いる。

（27）農業人口は1852年69.9％、1882年57.7％、1907年40.1％である（Deuerlein, E., 

Der Freistaat Bayern zwischen R�teherrschaft und Hitlerputsch, Das 

Parlament, Bd.44. 28. 10, 1964, S.8-9.）。手工業者の環境変化については、

Schwarz, G. "Nahrungsstand" und "erzwungener Gesellenstand". Mentalit�te 

und Strukturwandel des bayerischen Handwerks im Industrialisierungs-

prozess um 1860, Berlin, 1974を参照。

（28）Schnorbus, A., Die l�ndlichischen Untersichten in der bayerischen 



Gesellschaft am Ausgang des 19. Jahrhundert, ZBLG, 1967, S.832.

（29）Schnorbus, Bosl., S.99-102.

（30）Knapp, a.a.O., S.11-13.

（31）Schnorbus, Bosl, S.103.

（32）Fried, P., Die Sozialentwicklung im Bauertum und Landvolk, Spindler, 

M.(Hrsg.), Handbuch der Bayerischen Geschichte Ⅳ/2, M�nchen, 1974（HB.

Ⅳ/2と略す），S.759.

（33）Zorn, a.a.O., S.76.

（34）HB. Ⅳ/2, S.751-752.

（35）村瀬興雄「ナチズムの地方的特色」『季刊社会思想』213，1972 年、620 頁。

（36）Schnorbus, ZBLG, 1967,S.830.

（37）HB. Ⅳ/2, S.758-759.

（38）もちろん農地形態は一様に述べることはできない。農地とは耕地、園地、根

菜地、葡萄園、放牧地を含めたものを指す（三宅立「ガンドルファー兄弟事

始め―第一次世界大戦前のバイエルンにおける国家と農民―」『駿河史学』第

45号、31頁。ただし経営規模は引用する文献・資料によって異なっている。

（39）Schnorbus, Bosl, S.108-109.

（40）バイエルンでは全経営の３分の１が自営農民であり、全農地面積の95％を占

めた。24％のみが小作農経営であった（Schnorbus, ZBLG, 1967, S.834）。

（41）ibid., S.831.

（42）ibid., S.830.

（43）ibid., S.832-834.

（44）Farr, op.cit., pp.147-148.

（45）Schnorbus, Bosl, S.108-111.

（46）Bosl, K., Heinrich Held. Jouranalist-Parteipolitiker-Staatsmann, ZBLG, 1968, 

S.749.

（47）Schnorbus, Bosl, S.110-111.; Schnorbus, ZBLG, 1968, S.851.

（48）Farr., op.cit., p.142.

（49）Deuerlein, E., Zehn Kabinette in f�nfeinhalb Jahren, Bayerns parlamen-

taische Regierungen zwischen 1918 und 1933, Unser Bayern, 7, 1958, Nr.10, 

M�nchen, S.78.

（50）Zorn, W., Parlament, Gesellschaft und Regierung in Bayern 1870-1918, Ritter, 

G.(Hrsg.), Gesellschaft, Parlament und Regierung zur Geschichte des 

Parlamentarismus in Deutschland, D�sseldorf, 1974（以下Parlamentと略す）、

S.293-300.
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（51）Thr�nhardt, a.a.O., S.55-70.

（52）Albrecht, D., Von der Reichsgruendendung bis zum Ende des Ersten 

Weltkrieges (1871-1918), HB. Ⅳ/1, S.302-303.

（53）Thr�nhardt, a.a.O., S.102-103.

（54）Zorn, Parlament, S.303-304, S.310.

（55）M�ckl, K. Gesellschaft und Politik w�hrend der �ra des Prinzregenten 

Luipold. Ein Beitrag zur Vorgeschichte der Revolution in Bayern, Bosl, S.5-

36.; Mennekes, F., Die Republik und antidemokratischer Reaktion (1918-

1925), Berlin, 1972, S.29-30.; Fenske, a.a.O., S.29. プロテスタンティズムと自由

主義はある程度一致する部分があるが、官僚層の宗教はカトリックが圧倒的

に多い。1808年から1918年までの高級官僚はカトリック72.4％に対し、プロ

テスタントは27.6％であった。同期間の大臣の82.9％がカトリックに対し、そ

れ以外17.1％がプロテスタントであった。だから人口からみた宗教分布に比

べ、10％もカトリック系大臣が多いことがわかる。これはアルト・バイエル

ンのカトリックの優越性に起因する（Sch�rl, W., Die Zusammensetzung der 

bayerischen Beamtenschaft von 1806 bis 1918, M�nchen, 1955. S.40, S.50）。

M�ckl, Bosl, S.39.

（56）M�ckl, Bosl, S.21-22.; Mennekes, a.a.O. , S.30-31.

（57）Schnorbus, Bosl, S.107-108. なお19世紀後半の工業化時代のバイエルン社会の

分 析 に つ い て は、Schmidt, J., Bayern und das Zollparlament. Politik und 

Wirtschaft in den letzten Jahren vor der Reichsgr�ndung (1866/67-1870) 

Zur Strukturanalyse im Industriezetalter, M�nchen, 1973を参照。

（58）Mennekes, a.a.O., S.36.; Schnorbus, Bosl, S.154.

（59）Bosl, ZBLG, 1968, S.748-749. 第一次世界大戦前の社会秩序については、

Schnorbus, A., Arbeit und Sozialordnung in Bayern vor dem Ersten 

Weltkrieg (1890-1914), M�nchen, 1969を参照。

　

第７章　名望家政党から人民党へ

　19世紀末から社会経済構造の変化は中央党にも影響し、党内の貴族・聖

職者議員の減少、農民議員の増加の中で（１）、人民党という大衆メンバーシッ

プ政党へと変貌していく。1893年から第一次世界大戦前の名望家層中心の



中央党は大衆に基盤を持つ人民党への脱皮の過渡期でもある。そのことが

第一次世界大戦後にバイエルン人民党となって結実する。中央党の農民的

性格への変貌は二段階の過程を歩むことになる。すなわち第一段階は19世

紀末期から大戦までの党内農民派の台頭である。これがヴァイマル時代に

なって第二段階において人民党を最終的に農民党的な性格を決定するので

ある。

　組織的には愛国党、その後の後継政党であるバイエルン中央党（２）は組織

的には結び付きの緩い政党であった。その党運営は議会外の党組織と宗教

による大衆の動員にあった（３）。前者がキリスト教農民協会であり、後者は

カトリック教会下層司祭であった。一般に利益集団はその持つ力によって、

政党に対する規制的役割を果たすと言われる（４）。19世紀末次第に農民層は

利益集団を通じて中央党内の立場を強化していく。そのため従来までの教

会による中央党支配は変化をきたすのである。カトリックの強力な地域で

は教会が政党、労働団体等に影響力を行使し、それらの機能を代行するこ

とがある（５）。しかしこの教会支配と異なる現象がバイエルンには見られる。

19世紀末からバイエルン中央党の構造はカトリック下位文化を維持する教
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会と同時に農民利益を代弁する農民協会という利益集団が独立し、党外組

織として教会とともに協力したのである。そのためカトリック系政党は教

会、並びに農民協会の政策決定機関となるのであった。この三つの組織関

係（図１参照）を代表する人物がハイム（G. Heim）であった。ハイムは

中央党内の高位聖職者、貴族に対する農民の反感のシンボル的存在である

と同時に、農民運動を指導することで農民利益を政治的に擁護することに

成功したのである（６）。

１．キリスト教農民協会

　1848年三月革命によって農民は荘園制支配から解放され、1860年代まで

は農業は順調に進展した。けれども1860年代以降農業経済は悪化し、この

時期農民運動が政治化する様相を呈してくる。キリスト教農民協会はその

ための農民の利益防衛手段であった。1866年アルコ・ツムベルクとダラー

らによって、チューネンハウゼンにバイエルン愛国農民協会が設立された

が、当初はカトリック系政治指導者が時事問題の話し合いをする場に使用

する程度であった。農民協会が組織的に活動的になるのは19世紀末の農業

危機を境にしてからである（７）。

　農民協会は19世紀末の農業危機に際し、農民同盟（８）に対抗する形で農民

的、民主的、分権主義的な組織に成長し（９）、中央党内にも影響力を増し、

ハイム指導の農民派を形成した。そのことが党内の「民主化過程」（10）とな

り、のちの人民党の基礎となる。農民協会は主にアルト・バイエルンを中

心に1913年には、その会員は15800人にまで達したと言われる（11）。

　農民教会を説明する前に、農民組織を比較するうえで、農民同盟を説明

しておこう。農業危機の中で、政治的に覚醒した農民は「貴族、僧侶も博

士あるいは教授も必要ない。ただ農民だけ」というスローガンを掲げて政

治の舞台に登場してきた（12）。農民同盟は1893年ラント議会選挙に出現して

以来、「経済保守主義、社会的平等主義、急進的政策、わずかだが反ユダ



ヤ主義」という後年に見られる中間層的な諸政策を盛り込んだ綱領をもっ

て、農民、小商人にアピールしようとしたのである。この効力の混合的要

素は、ファーの研究によれば、農民同盟は左翼・右翼というカテゴリーに

分類されるのでなく、小農民人民主義（pesant populism）のスタイルを採

用し、農民生活の中にまで広範囲に対応しようとするものであった（13）。農

民同盟の成立は1890年代、経済困窮者と中央党に不満な住民が君主への忠

誠、並びにカトリック信仰を持つ半面、社会民主党支持に至らなかった結

果でもある。だから農民同盟はイデオロギーの多様性を必然的に抱え込ん

でいたのである（14）。当然、農民同盟内には成立当初から、党内左右両派の

抗争が存在した。

　農民同盟の動きを封じようとしたのがキリスト教農民協会であった。農

民協会は中央党と協力しながら、アルト・バイエルンの農民が農民同盟支

持に移行しないように歯止めの役割を担い（15）、そのことが中央党内の「民

主化過程」を生じさせるのである。ただ農民協会は非農民である地方司祭、

地主、貴族によっても支配されるところもあり、必ずしも組織的にみて民

主的とは言えない構造も抱えていた。とはいえ農民協会も農民同盟と同様、

農民的視点では同じ「根」を有していた。「キリスト教徒の家庭」の持つ

美徳が「人間社会の基礎」となること、さらにドイツ国家構造の分権化と

いう（16）、一見して中央党と見誤る農民同盟の主張はそのまま農民協会に属

する農民の要求にも当てはまる。それゆえ農民協会は中央党から農民同盟

へのカトリック系農民支持が流出するのを防止する手段にも、自己の体質

も含めて、人民主義的綱領を利用したのである。だから農民協会は農民保

護制度を農民同盟と類似する政策を提案することによって中央党に政策立

案に貢献するのである。やがて農民協会は中央党の急進派・民主派に味方

しながら、自己の影響力を党内で発揮する立場となるのであった。農民協

会のイデオロギーは、アルト・バイエルンの農民自身の性格もあって、反

ユダヤ主義、反自由主義、人民主義と農民への制度的援助の混在を表現す
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るようになった。もっとも農民協会は農民同盟と異なり、その指導には地

方司祭が担うため急進化を抑制することが可能であった（17）。

　この時代において農民協会、さらに中央党にとって極めて重要な指導者

であるハイムを中心に農民協会の発展を確認しておこう。　ハイムは本来、

農民出身ではないが、教員生活の経験から農民の劣悪な生活を憂い、カト

リック農民団体の設立、その発展に尽力した。彼の目標は農民自身が農民

協会、さらにその下部組織である協同組合を通じて農民利益を自衛するが、

並行して国家に農業保護を要請するところにあった（18）。ハイムらはこれら

の組織を媒介に農民に専門知識、学校教育、自治精神の養成、ひいては強

力な経済組織を創造したのである（19）。19世紀末農民協会の進展は目覚まし

く、地域的大（20）はもちろんのこと、1893年貸与金庫協会、1894年販売協同

組合の設立といった農民にとっての組織整備の充実を図るとともに、農民

協会を近代化（機械化、人工肥料の使用等）にも向けられていた（21）。　し

たがって、農民協会は農民の経済的自立を促進する機関であると同時に、

政治的には農業（民）保護を要求する圧力団体の役割を担ったのである。

その政治的代弁機関が中央党であり、農民協会と中央党を結ぶ代表的人物

がハイムであったのである（22）。

　ハイムはその指導に地方司祭（Landpfarrer）、村助任司祭（Dofkapl�n)

からの協力も得ていた。このことは後述する中央党内の保守派、すなわち

自由主義官僚との妥協によって権力の中枢に進出しようとするパッサウ司

教座聖堂参事会員（Domkapitular）のピヒラーを中心とする高位聖職者が

ハイムを支持する下級聖職への締め付けを行うのである（23）。

　農民協会はカトリック教会に並ぶ平信徒団体（Laienvereinigung）であ

り、教会にその理念を依存しており、とりわけ地方聖職者の協力を欠かす

ことができなかった。当然、農民協会はカトリック信仰をもつ農民の居住

地域に多数存在した（24）。中央党内の保守派からの反発を招いたとはいえ、

農民協会は中央党の選挙活動の中心的動員機関の役割として第一次世界大



戦まで組織力のない中央党にとって重要な下部・地方組織であった。中央

党は従来のブルジョア農民的名士クラブ（b�rgerlich-b�uerlich Hopnora-

tiorenverein）ではもはや維持できなくなっていたのである。そのことをハ

イムとその協力者シュリッテンバウアー（25）は十分に認識していたのである（26）。

　ただ農民協会は「近代化」の波に応じようとしたけれども、その現実的

政策は農民身分に基礎をおく前工業社会の観念に根ざすものであった。そ

の身分的思想は社会現象としての階級的視点を拒否し、社会を諸身分で再

構成しようとするステータス・ポリティクス（status politics）の域からは

出られなかった。だから、経済政策は自由主義経済以前の経済秩序を追求

するのである。この意味で農民協会は純粋な身分意識をもってことに当た

ろうとし、「良き農民の誇り、郷土愛、身分と職業への愛着、古い誠実さ

と忠誠等」を身につけており、これらの価値を崩壊させる近代的理念を拒

絶する組織であったのである（27）。そのうえで農民協会は自然・宗教・経済

の融合を目指しており、だから教会と同様、中央党との結び付きには単な

る利害関係だけでなく、宗教的動機にも基づいている。例えば農民は厳し

い雷雨などのため、畏敬の念をもって天を仰ぐのである。農業に従事する

人間はそのために神に祈らなければならない。それゆえ、農民はキリスト

教的基礎のない組織に加わろうとしなかった。農民協会はカトリック信仰

を精神的支柱にしたのである。だから実践的カトリック教徒か名目的カト

リック教徒かがその相違であった（28）。

　それゆえ、中央党内での農民協会の影響力の増大はラント議会議員の社

会的構成に反映し、聖職者・貴族などの旧身分に代わって農民議員の台頭

を促したのである（29）。そのことは他の農民団体に比べて、いかに中央党の

得票が農民協会のメンバーの力に依存しているかを考えれば理解できるで

あろう（30）。
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２．カトリック教会

　19世紀の政治的カトリシズムの成立は自由主義との対立に起因する。バ

イエルンにおける政治的カトリシズムは元々 19世紀初頭の啓蒙官僚による

「世俗化」に始まり、その流れを汲む自由主義政府からカトリック教徒の

保護を目的とする愛国党の結成に至る過程を歩み、その目標はラント政府

による自由主義的教育政策、並びに小ドイツ主義的思想へのカトリック側

からの反発と抵抗にあった。そのことはラント議会を利用しつつ、自由主

義と国教化に対抗する教会の重点政策（Gravaminapolitik）となった（31）。

1870年代、80年代ルッツ内閣による文化闘争がその反動として愛国党の教

会擁護を促進するのである。このことはかえって支持層が各層に拡がって

画一化できなったが、それを克服し（32）、政府への反発がカトリック側の統

合機能を促進する結果となった（33）。

　愛国党の後継政党であるバイエルン中央党と教会の関係は愛国党のそれ

ほど明確ではないが、不可欠なものであった。そのことは党の自立性を主

張するヘルトリンクが選挙戦に関与する教会の姿勢を抑制することを提唱

したことにうかがえる（34）。もちろん聖職者はラント議会議員として政治指

導も果たしていた。

　教会内部に関して留意すべきは中央党内部において保守派と農民派が対

立したように、教会内部でも高位聖職者と下級聖職者の間に上下の対立が

存在したことである（35）。当然、中央党と教会の関係では、一方において党

内部の保守派－高位聖職者が、他方において農民派－下級聖職者というそ

れぞれの結合・協力関係があり、両派は世紀末には党内部において顕著な

対立を表面化させる（36）。

　マイヤーによれば、教会による政治は二つの概念に区別して考えること

ができると説明する。第一は政治的カトリシズム（politische Katholizismus）

であり、第二はカトリック政治（katholische Politik）である。前者はカト

リック側からの政治的公権力による理念への干渉を排除、防衛する必要上



教会の権利・自由を目標とするが、直接新たな政治形態までを要求するも

のではない。後者は前者よりもっと積極的な性格を持っており、歴史的状

況の具体的形態を関係し、決定形態（つまり国家形態）まで合法的な形で

要求するのである（37）。それは必ずしも政教不分離だけを要求するのでなく

カトリック側利益政治のそれでもあることに注意を要する。

　バイエルンのカトリシズムはその軌跡を振り返ると、帝政前半には教会

利益を防衛する立場から政治的カトリシズムとして愛国党は結成されたが、

カトリシズムの擁護を超えたより大衆的な護民官的な政党へと次第にカト

リック政治に変貌するである。自由主義化した社会に同化しようとする教

会上層部は、自由主義社会に抗議する社会的カトリシズムによって中央党

内部に影響力を以前のように行使できなくなった。この傾向の意味するの

は政党と教会の立場が農民協会＝農民派の勃興を通じて従来の教会支配の

政党から政党と教会の立場が並存あるいは対等な関係となり、具体的争点

では党が教会に優位に立つ場面も多くなり、次第に両者の関係を変えるこ

とになった。その象徴的な事例が1907年ラント議会選挙での中央党と社民

党の間に成立した選挙提携であった。ミュンヘン大司教がその選挙協力を

認めなかったにもかかわらず、ハイムの主導のもとに両党には選挙同盟が

成立した（38）。この異例な出来事は政治の次元では宗教的価値観よりも利害

関係での政策レベルの争点を扱うようになったことを示している。このこ

とだけでその時点では、党内のどの勢力が決定的に優位になるかどうかは

まだはっきりせず、保守派と農民派の党内での拮抗状態が続くのであった（39）。

　もちろん教会は農民協会と並んで中央党を補完する働きをなす。バイエ

ルン住民にカトリック信仰と関わるしっかりした下位文化体系が根ざして

いることは選挙では計り知れない意味があった（40）。だから司祭そのものが

通常、社会的な指導者でもあり、場合によっては政治的なプロパガンダで

もあったのである。まさに司祭はカトリック大衆には精神的権威であり、

またそれが中央党支持に結びついていた。教会は弱体な党組織を農民協会
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とともに支え、選挙に際して運動組織そのものに変身できたのである。特

に教会は農村部では絶大な影響力を発揮した（41）。他面、政治の「民主化」

の流れの中では、司祭グループが教会利益の擁護と同時に、彼らを支持す

る農民利益も代弁した（42）。なぜなら中央党の選挙人は一般に農村部におけ

る経済的進歩以上に、自己利益の理由から「伝統的な環境」を教会と結び

つけて考えたのである（43）。

　ところが時代の趨勢は宗教という結合部分だけでは簡単に維持できなく

なった。そのことは中央党ラント議会議員に占める司祭議員数の低下に現

われた（44）。反対に農民利益を標榜するハイムを中心とする農民派は農民協

会を背景に1890年代から党内において農民議員数を増やし、その勢力を拡

大するのである。

３．支持基盤と議員

　クナップは19世紀末から第一次世界大戦までのバイエルン中央党支持の

高い地域の五県（ニーダー・バイエルン、オーバー・バイエルン、シュ

ヴァーベン、オーバー・プファルツ、ウンター・フランケン）について中

央党と社会構造との関係を選挙人とラント議会議員を対象に社会学的に考

察している。ここではクナップの研究にしたがって、バイエルン中央党の

支持と代表を考えてみたい。なお戦前の20年間は戦後の人民党の歴史に密

接につながっている。

（１）中央党選挙人

①宗教

　五県の類似性はまずその住民のカトリック信仰の熱心さである。1910年

調査によると、ニーダー・バイエルン、オーバー・バイエルン、オーバー・

プファルツの各県ではその住民中カトリック教徒は90％以上、またウンター・

フランケンは80.43％、シュヴァーベンは86.04％であり、オーバー・フラン



ケンは42.76％と対照をなしている。五県中、アウグスブルク、ヴュルツブ

ルク、シュヴァインフィルトの各都市がカトリック教徒の比率が低いため

ウンター・フランケン、シュヴァーベンの平均値を下げていることにも注

意を要する（45）。

②職業構成

　五県の農業従事者の比率の高さは1907年調査の平均（45.6％）を超えて

いる。ニーダー・バイエルンは60.3％、オーバー・プファルツは57.4％、ウ

ンター・フランケンは54.1％、シュヴァーベンは48.2％、さらにオーバー・

バイエルンからミュンヘンを除くと50％以上になり、農業従事者の比率の

高さを示す農業構造が見られる（46）。

③人口分布

　人口密度（平方キロメートル当たり）は一般にウンター・フランケンは

68人を除いて、ニーダー・バイエルンは61.54人、シュヴァ―ベンは59人と

ラント平均67人に比べて少なく、人口の３分の１を有するミュンヘンを抱

えるオーバー・バイエルンは農村部においては低い傾向を示している。ま

たニーダー・バイエルン、オーバー・バイエルン、ウンター・フランケン、

シュヴァーベンは2000人以下の自治体に居住する比率の高さを示してい

る（47）。

④社会層

　五県の社会層の特徴は圧倒的に農業従事者数で示されている。バイエル

ンの都市（ミュンヘン、ニュルンベルクを除いて）の社会構成は自営業20.7％、

下男・下女7.8％、サラリーマン8.5％、労働者63.0％であるのに対し、2000

人以下の自治体では逆の傾向を示している。すなわち自営26.7％、下男・

下女43.1％、サラリーマン0.9％、労働者29.4％となっている。この数字の

意味することは農村部で69.7％が家族構成員で農業に従事しており、言い

換えれば前資本主義的生産工程に住民の３分の２が従事していたのであ

る（48）。
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⑤年齢構造

　商工業の発展は人口移動を引き起こす。生産過程に重要な20歳から40歳

代は五県では低くなっており、農村地域での高齢化がわずかであるが確認

される。ラントの平均（29.5％）に比べて、ニーダー・バイエルン、オー

バー・プファルツ、ウンター・フランケン、シュヴァーベンは平均かそれ

ともそれ以下であり、60歳以上は平均以上をなしている。離村問題は工業

の発展にともなって増加するが、五県は一般的傾向としては消極的であ

る（49）。

⑥出生率

　五県は高出生率を示している。とりわけニーダー・バイエルン、オー

バー・プファルツ、シュヴァーベンでラントの平均以上で、ウンター・フ

ランケンではラントの平均値と同じである。この高出生率は農村構造の家

族像と関係しており、つまり子供は家族経営において労働力の一員をなす

と考えられる（50）。

　以上から中央党の支持の強い五県をいくつかの要因からまとめると、次

のような中央党支持者像が浮かび上がってくる。つまり中央党選挙人はカ

トリックを信仰し、小自治体に居住する農民で、共同体的価値観を持つ住

民であった、と理解してよいだろう。次に中央党ラント議会議員の属性を

見ておこう。

（２）中央党ラント議会議員（1887年－1912年）

①宗教

　ラント議会議員の重要な共通性はやはりカトリック信者であることで、

程度の差を別にして、「カトリック住民」の代表として行動を採用する。「議

員は（議員団ないし本会議の）席に現われたとき、あたかも教会に出席す

るようだ」というダラーの言葉はカトリック議員を象徴的に言い表してい

る（51）。



②職業構成

　３つのグループ（農民、官吏、司祭）に区分される。1887年から1912年

まで中央党ラント議会議員は営農家（Landwirte）が36.7％、官吏が23.3％、

司祭が18％で、党内の議員の大部分を占める。農民出身議員は1899年から

低下するが、それでもいわゆる地主層が増加しており（例、1912年16％）、

中小農民と大農民の相違は別にしても農民出身議員の比率は高い（52）。官吏

は分類上であって、必ずしも一律的なものではなく、具体的には国民学校

教師、ギムナジウム教師、裁判官、行政官吏といった構成からなる。官吏

層の増加は司祭出身者の減少と関係する。この交替を示す傾向は国家と教

会上層部にある官吏と司祭のそれぞれの能力に関係する。議会活動がます

ます専門家を必要とし、行政経験のある者を要すれば、ますます官吏は増

加する（53）。

　労働者出身議員は1899年１議席（全議員の1.2％）、1905年４議員（4.1％）、

1912年３議員（3.4％）と、1887年から1912年までの平均が2.3 ％と少ない

のが特徴であった。議員の職業構成では、農民議員41.5 ％は農業従事者と

一致する。しかし労働者は低い評価であることに注意を要する（54）。

③住居と出生地の同一性

　1899 年から1912 年までの議員の52％はその居住付近で生まれ、そこに

おいて生活をする議員は41％であり、わずか5.7％のみが同県か近隣県で居

住するように水平的移動の低さを示している。ただ司祭と官吏は例外でそ

の職業上移動がある。

　議員の居住地域の規模は7500人以下の自治体で、地域的な結びつきは議

員に共同体的生活という社会文化的環境に強く影響している（55）。

④垂直的移動

　大部分の中央党議員はその社会的出自を父親と同じものである場合がほ

とんどで、例外は司祭だけで、その職業上父親以上に社会的に高い地位に

達することができたのである。一般的に中央党議員は際立った垂直的移動
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の不在を確認できる（56）。

　支持者と議員の社会学的比較を試みたが、そこから得られる結論は次の

ようなことであろう。中央党の選挙人と議員とは社会構成上において注目

すべき一致が存在する。農業中心の職業構造は党議員を相対的に増やした。

このことは中央党とその支持者との生活空間が大都市でなく、地方自治体

にあるということである。それゆえ中央党の選挙人とラント議会議員は社

会経済的ダイナミズムの乏しい地域に居住する人々であった。そのことは

社会的移動からも推測できる。

　だからこそと述べるべきかどうか、労働者に対する過小評価は中央党の

前資本主義的社会を代表するグループに結びついている。1877年から1912

年までの社会構造は都市の労働者数を増加させたにもかかわらず、労働者

出身の議員は伸び悩んでいる。この理由は農民利害が強力であったからで

ある（57）。つまりバイエルン中央党の性格が地方の共同体を代表する社会構

造に対応した結果であったためである（58）。その農民的性格はのちのバイエ

ルン人民党に受け継がれるのであった。帝政期後半のバイエルン中央党は

その支持者とその社会構成の反映である議員において、すでに人民党の原

型をなしていた。「人民党（Volkspartei）」を名乗ってはいなかったが、党

組織を内容的に見れば中央党支持者はそのまま人民党のそれである。それ

は現代政治学の用語では「包括政党（catch-all party）」である。

　もちろん「人民党」という看板を掲げたからと言っても、全階層から支

持を得たかと述べれば疑問は残っている。確かにシュノルブスの主張する

国民階層を代表し社会構造を反映して、農民、都市中間層、わずかである

が都市のインテリと企業家から支持を獲得できた（59）。他政党と比較するな

ら、社民党は営農家から支持を得られず、自由主義政党は労働者から支持

を獲得していない。その限りでは中央党は「人民党」という特徴を有して

いたと言えるかもしれない（60）。バイエルンのカトリック系政党はひとつの

階級・階層の利益を主張するのではなく、全身分（alle St�nde）を代表す



ることを欲しいてはいた。

　しかしクナップによれば、バイエルンのカトリック系政党は支持者の社

会層の数量によって諸「身分」の代表と見なされていた。だから当然、バ

イエルン中央党（バイエルン人民党）は農民中間層に重点をおいている。

それゆえ中央党は労働者を過小評価していたのである。その時代の重要性

を表現するという意味で述べるなら、バイエルンのカトリック系政党は

「人民の政党」と言えるかどうか（61）。したがってエヴァンズの「バイエル

ン人民党はバイエルン社会の小宇宙ではない（62）」という言葉は傾聴に値す

る。

　1918年までのバイエルン中央党は支持者と議員から考えれば、「人民党」的

な政党への第一段階であった。このことは長期を経て第二次世界大戦後、

キリスト教社会同盟（ＣＳＵ）に結実する（63）。ともかく1918年以前には中

央党は正式に人民党になってはいない。そのためにはバイエルン・カト

リック系政党指導部の党内抗争を検証しておく必要がある。次章において、

中央党内で影響力を増してきた農民派の活動を人民党結成までの経緯を考

察しておこう。

　

（１）Thr�nhardt, a.a.O., S.82-83.

（２）愛国党がライヒ中央党に加わったのは、1887年陸軍増強計画に反対し共闘し

たことに由来する。1893年再度陸軍増強計画が提出されたとき、ライヒ中央

党が政府案を支持するなら愛国党はライヒ中央党から分離することを計画し

ていた（西川、前掲書、119頁）。

（３）Zorn, Parlament, S.306.

（４）間場寿一「政治組織と政治運動」福武・綿貫編『社会学講座７　政治社会学』

弘文堂、1973年、65頁。

（５）同上書、66頁。

（６）Farr, op.cit., p.151.

（７）HB. Ⅳ/１, S.315.; Lenk, L., George Heim. Kindheit, Jugend und Studien, 

Frankische Lebensbilder N.F. der Lebensl�ufe aus Franken, Bd.3, 

W�rzburg, 1969, S.356.
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（８）農民同盟については、Gottwald, H./ Frisch, W., Bayerischer Bauernbunnd(BB) 

1895-1933, Fricke, D.(Hrsg.), Die b�rgerlichen Partei in Deutschland, Bd.I., 

Leibzig, 1968, S.66-78.; Haushofer, H., Fer Bayerische Bauernbund(1893-1933), 

Gollwitzer, H.(Hrsg.), Europ�ische Bauenpartei im 20. Jahrhundert, Stuttgart, 

1977, S.562-586.

（９）HB.Ⅳ/1, S.306.; Vgl, Ratjem, W., Die bayerischen Bauernkammern von 1920 

bis 1933, M�nchen, 1981.

（10）西川、前掲書、119頁。

（11）HB. Ⅳ/1, S.315. 農民団体の発祥は1860年代後半、ヨーロッパ鉄道網の拡張に

ともない国外の農産物が流入し、国内の農産物の保護に起源がある。1878年、

1879年ビスマルクの自由主義貿易から保護主義貿易への転換は、以後10年間

農民団体の活動を低下させた。ただ農業危機に端を発し、カプリヴィの通商

条約によって農業問題は重要な政治問題となり、ここに農民協会の発展が見

られる（Lenk, a.a.O., S.358-359）。なお農民協会は1933年６月ナチスによって

解散させられた。

（12）西川、前掲書、118頁。Thr�nhardt, a.a.O., S.83.; HB.Ⅳ/1, S.312ff.

（13）Farr, op.cit., pp.149-151.

（14）Fenske, a.a.O., S.33.; Farr, op.cit. , p.146.

（15）Gottwald/Firsch, a.a.O., S.71.

（16）プリダム、前掲書、83－84頁。

（17）Farr, op.cit., pp.149-150.

（18）Lenk, a.a.O., S.359.

（19）Georg Heim（1865.4.24-1938.8.18）アシャフェンベルクの裕福な家庭に生ま

れ、ギムナジウム卒業後、ヴュルツブルク大学で近代言語学、国民経済学を

専攻、卒業後、実業学校の教師となったが、新聞等で評論活動を行い、その

ため上司と衝突、配置転換を命じられ、フィヒテル山脈のヴンゼデルへ移動。

ここがハイムの人生の転機となり、農民運動に関わり、議員（ラント議会1871

－1911年、ライヒ議会1898年）に選出される。ハイムの雄弁、活動力、ユー

モア、組織能力は傑出した農民の代表となった。またバイエルンでは著名な

政治家ともなった、1898年各地の農民団体をキリスト教農民協会にまとめる

ことに成功し、その理事（1910－1914）になる。第一次世界大戦後バイエル

ン・ラント農民会議所の議長になる。協同組合機構を通じて農民の自立経営

を推進し、貸与金庫協会、販売協同組合を設立、その後農産物と農業用品を

一括する流通組織を結成し、農民の経済的困窮の克服に努力した。1907年公務

を辞し、若い農民のための講習会を開催し、６つの冬季学校、農業専門学校、



また当時珍しい女子を対象とした家政学校を設立。また慈善活動にも尽力し、

病院・保健所を協同組合の財源で設立したりもした。政治家、経済政策家、

財政家、農民指導者として活躍した。晩年は寂しく、ナチス政権下、ハイム

は諸活動を禁止され、ヴュルツブルクに引退、数年間孤独であった。1938年

73歳で死去。葬儀の参列者はわずかの旧友だけであったと言われる（Schl�gel, 

A., George Heim, Aschffenberger Jahrbuch, 1956, S.416-418）。ハイムについ

ては、Renner, H., Georg Heim. Der Bauerndoktor, M�nchen, 1960を参照。

（20）農民協会は1893年ニーダー・バイエルン、ウンター・バイエルン、ウンター・

フランケン、シュヴァーベン、1894年オーバー・バイエルン、1895年オー

バー・プファルツ、1897年ミッテル・フランケン、オーバー・バイエルンに

設立され、1898年10月にインゴルシュタットにおいて統合された。その機関

誌には『バイエルン農民』『協同組合』があった。会員数は1898年4万人、1906

年10万人、後年最高数は14万人（Lenk, a.a.O., S.360）。フントハマーによれば

1918年15万人（Thr�nhardt, a.a.O., S.84）の会員を有した。

（21）Lenk, a.a.O., S.358.

（22）HB. Ⅳ/1, S.315.

（23）M�ckl, Bosl, S.535ff.

（24）Thr�nhardt, a.a.O., S.84.

（25）Sebastin　Schlittenbauer（1874－1936）ヴィルツァッハ生まれ。高等学校校

長、農民協会総書記長。1912年からラント議会議長。1916－1920年まで農業協

同組合理事。

（26）Sch�nhoven, K., Die Bayerische Volkspartei 1924 -1932, D�sseldorf, 1972, 

S.53.

（27）Knapp, a.a.O., S.301-304.

（28）ibid., S.311.

（29）Thr�nhardt, a.a.O., S.82-83. 1912年ラント議会議員団の構成は営農家34人、聖

職者９人、官吏11人、自由業11人、貴族１人であった。

（30）HB. Ⅳ/1, S.301. 中央党票の３分の２は農民からのものと仮定されるが、その

内農民協会会員票は1907年約25%、1912年約50％、これに対し農民同盟は1912

年約15%が党員票であった（Thr�nhardt, a.a.O., S.97）。

（31）K�rner, M., Staat und Kirch in Bayern 1885-1918, Mainz, 1977, S.19.

（32）M�ckl, K., Die Prinzregentzeit, Gesellschaft und Politik w�hrend der �ra des 

Prinzregenten Luipold in Bayern, M�nchen, 1972, S.221-222, Amn.173.

（33）K�rner, a.a.O., S.20-21.

（34）Thr�nhardt, a.a.O., S.82.
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（35）1891年バイエルン労働協会の庇護団体として結成され、国民教会と宗教教会

により組織された労働団体。当初、指導は聖職者が担当したが、次第に労働

者自身による労働組合的性格を強める。

（36）Zorn, Parlament, S.305.

（37）Mennekes, a.a.O., S.40.

（38）Thr�nhardt, a.a.O., S.81-82.

（39）K�rner, a.a.O., S.306-307.

（40）Farr, op.cit., p.151.

（41）Knapp, a.a.O., S.306-307.

（42）ibid., S.308

（43）ibid., S.309.

（44）Thr�nhardt, a.a.O., S.80-81.

（45）Knapp, a.a.O., S.15.

（46）ibid., S.6.

（47）ibid., S.8.

（48）ibid., S.9-10. 他地域の農業従事者はミッテル・フランケン26.3％、プファルツ

24.1％であった。工業労働者は5県ではラント平均27.4%以下で、ニーダー・

バイエルン15.3%、オーバー・プファルツ20.1%、ウンター・フランケン21.0%、

シュヴァーベン25.1%、反対にプファルツ38.9%、ミッテル・フランケン36.4%

と高比率を示していた（ibid., S.6）。

（49）ibid., S.15-16.

（50）ibid., S.17-18.

（51）ibid., S.22-23.

（52）ibid., S.24-25.

（53）ibid., S.24-25. バイエルン中央党のリーダーシップは司祭、教授、貴族、農民

といった奇妙な混合形態であった。プロイセン中央党のそれは法律家、官吏

であることと対照的であった。バイエルンではカトリックで法律家、官吏は

ラント政府と同じ自由主義者と同一視された（Evans, E. L., The Germany 

Center Party 1870-1933. A Study in Political Catholicism, Carbondale/ 

Edwardsville, 1981, p.98）。

（54）ibid., S.26,S.27.

（55）ibid., S.31-32.

（56）ibid., S.35.

（57）ibid., S.36,S.36-37.

（58）Thr�nhardt, a.a.O., S.83.



（59）Schnorbus, Bosl, S.151.

（60）Knapp, a.a.O., S.36.

（61）ibid., S.57.

（62）Evans, op.cit., p.261.

（63）第二次世界大戦後バイエルン住民の意識は相当世俗化したとはいえ、宗教の

持つ意味はまだ根強い。最近の選挙でもそのことは証明されている（Rotte, 

R., Steininger, M., Wahlergebnisse im Freistaat Bayern. Die strukturellen 

Einflussfaktoren seit 2002, M�nster, 2012, S.15-16.)。

　

第８章　バイエルン人民党の結成

１．保守派対農民派

　愛国党の結成はカトリック教会の利益を政治的に代弁するためにあっ

た（１）。しかし愛国党はそのラント議会議員において、当初バイエルンの社

会構成を反映しておらず、党指導はラント議会議員か有力者かにあった。党

幹部がブルジョアジー、貴族、僧侶によって独占されたとしても、彼らは

農村住民との関係はいろいろな形でつながりはあった（２）。これらは一方に

おいて貴族－親ライヒ－保守派の流れを形成し、その代表的な人物はアル

コ・ツンネベルク、プライインク、のちにヘルトリンク（３）、ピヒラー（４）

であり、司教職（Episkopat）、貴族、大ブルジョアジーの大部分から支援

を受けていた（５）。これに対して他方、農民－連邦主義－農民派があり、そ

の代表的人物はイエルク、のちにはハイム、ヘルト（６）であり、農民、下級

司祭、労働者の一部から支援を受けていた。農民派は「教権的民主主義

（klerikale Demokratie）」を主張し、後年人民党を結成する動きになって

現われる（７）。

　1880年代ルッツ体制の自由主義的文化政策のため、カトリック系政党は

その共通する信仰のもとに異質な社会集団をまとめることが可能であった。

そのため党内抗争は目立った形で生じなかった（８）。1890年代の農業危機が
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引き金となり、党内農民派はライヒ中央党からの分離を、さらには人民党

の結成までを主張するのであった（９）。これに対して保守派はその名望家的

態度を変えようとはしなかった。両派は具体的政策において接点を見いだ

せず、最終的に1918年の農民派が主導権を握り、新党結成という結果とな

るのである。1890年代の社会経済状況は下は農民から、上はブルジョアジー、

貴族まで含めた中央党全体の問題であった。ただ各自の立場は対応する手

段の相違を見せた。農民派と保守派の相違は、一言で述べれば、議会化

（Parlamentarisierung）をどう考えるかということにある（10）。ハイムはす

でに大衆化をいち早く認識し、議会化を予測し、それに応じるには党の政

治的基盤を個々の国民から基礎づけなければならないと考えていた。この

見解は党内において広範な賛同を得ることができた。

　反対に保守派の領袖であるヘルトリンクは１つの層（Einzelschicht）の

一面性（この場合、農民派）を避け、宗教的目標の実現のため各層の利害

を克服することが必要であると主張した（11）。政治の大衆化の波は否応なく

押し寄せ、バイエルン中央党は1890年代以降、名望家政党から大衆メンバー

シップ政党への転換を余儀なくされた。それゆえハイムらは組織管理能力

を必要とする近代的政党を目指さなければならなくなる。さらにハイムの

政治的柔軟性はカトリック労働者の代表的人物であるシルマーらの協力を

得ることが可能となった。その結果、1899年、1905年に社民党との選挙協

力を成立させることができ、その成果として選挙改革を実現した（12）。

　しかし保守派の巻き返しもあり、ハイムの党改革は一時的に頓挫する。20

世紀初め両派の対立は深刻な事態になり、両派から同選挙区にそれぞれ立

候補者を出すという事態にまでに至る（13）。1907年ラント議会選挙での保守

派の巻き返しにより農民派は党内少数派に転落し、その結果ハイムは党幹

部職を辞さなければならなくなる（14）。当時保守派は農民派と異なる方法で

政治権力に接近しようとした。それは摂政内閣に協力しつつ、中央党を参

内資格ある地位まで昇格させることを計画した（15）。その実行には農民議員



と下級司祭が障害であった（16）。保守派による党内主導権の確保、並びに権

力機関への参加の結果がヘルトリンク内閣の誕生となるのであった。もっ

ともこの内閣は摂政からヘルトリンク個人への指名で成立したものであり、

中央党と一応協力した形だけしか取れていない。だから保守派は農民派を

切り捨てることによって政権を獲得した。ただしヘルトリンク内閣はラン

ト議会に立脚する政権ではなかった（17）。そのためヘルトリンク政府の保守

的態度は社会的現実と、それに見合った権力の配分の矛盾を拡大すること

にもなる。この政府は官僚政治のもとに、社会的上層の利益の均衡、バイ

エルンのライヒへの参画の安定を増すことになる（18）。それゆえ政治的支配

層が政治構造においてのズレをますます助長することを認識できなかった。

それは第一次世界大戦の危機が明白になったときに理解される。政治的支

配層の対応の立ち遅れが1918年バイエルン革命を可能にしたのであった（19）。

　中央党内の宗教などでは、個々の意見において一致をみることができる

けれども、社会・経済の問題では意見が分かれており、必ずしも中央党と

して一貫した政策は常に保持することがなかった。結局、中央党幹部は1912

年から1916年にかけて指導者の世代交代のために両派の対立の激しさを失っ

ていく。その後のドイツの敗北、革命の中で農民派を中心とするバイエル

ン人民党が保守派を抑制しながら、その影響力を盛り返すである（20）。

　ところで農民派と称される人々はいかなる思想的な背景をもって行動し

たのであろうか。少し戦争直前の農民派の時代認識からそれを確認してお

きたい。1906年ラント議会選挙法は農村－小都市の選挙人に大都市の選挙

人以上にその価値を置いていた。当然農民層の中央党支持は農民利益の擁

護がある限り、一票の重みの大きい農民票を持つ中央党は議席数を増すの

である（21）。言い換えれば、そのような農村に有利にしなければならない選

挙制度はバイエルンの社会構成から考えて農民の社会的地位の低下を意味

し、中央党の支持基盤である農村地域の都市への抵抗と考えることはあな

がち穿ったことではない。つまりそれは農民の置かれた環境の中で都市と
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対比しながら農村社会の健全さを主張しようとする考えが背後に存在する。

「大都市のアスファルトは生活を堕落させ、ところが農民の畑は堕落した

生活を改善する」（22）という表現はカトリック農民の都市観を言い表してい

る。ここには農村のイデオロギー的基礎、すなわち農本主義が農民の心理

状況に根強くあることを示している（23）。

　この志向を持つ農民派は、党内で増加してきた都市に象徴される労働者

をどのように見ていたのであろうか。これは農民の工業化への見解でもあ

る。農民は労働者を土地から切り離された存在と考え、カトリック流の社

会になんとか組み込もうとしたのである（24）。農民は土地という枠組みから

社会生活を規定し、農民という身分が「国家の核心（Mark des Staates）」

という観念を持つ以上、党指導者からの要求にもそれに見合った形でしか

応じなかった（25）。

　さらに農民議員の反資本主義的態度は単に階級的性格でなく、工業化に

反対するために農民を動員するねらいがあった。前工業的社会構造に根差

すイデオロギーは農民と労働者の間の公平な提携をもたらすはずはなかっ

た（26）。農民はその理想とはかけ離れて時代に取り残される。これに対する

反動は党内に出現する。だから農民派の主張する社会経済的利益はイデオ

ロギーに動機づけられた有機的社会観に裏打ちされた反個人主義的な志向

であった（27）。それは当然農業政策の指導像に立ち戻るのである。バイエル

ンのカトリック保守主義は農村共同体を理想とするが、「近代化」のため

農民共同体の維持には組織整備が必要であった。それゆえバイエルン・カ

トリシズムに役割分担があったと考えられる。すなわち教会が共同体の価

値観の維持を、農民協会が資本主義の中での農民利益を、そして両者を現

実の政治において維持、安定するために保守派でなく農民派が主導権を持

つ「人民党（Volkspartei）」を必要とするのであった。とはいえ農民派の

思惑通り進展しなかったのが人民党以前の中央党の状況であった（28）。

　中央党と選挙人の関係は教会と農民協会の支援に依存していた。議員と



選挙人はそれらへの所属に応じていたことになり、そのことが党内に結果

として「民主化」を生むのである（29）。だからこそ農民派と保守派の対立原

因が生じるのである。特に農民協会とそれに関係する選挙人は強く一体感

を持とうとした。当然中央党は農民、それも中農層を中心とした利益を追

求しようとする（30）。ところが社会全体から考えれば、近代化に伴って社会

は分極化を迎えるのである（31）。このアンバランスな政治現象は1912年の左

翼ブロック対保守ブロックの対決となるのであった。そこには中央党は名

望家政党から、第一次世界大戦後の人民党へと繋がる過渡期にあったので

ある。

　第一次世界大戦後との関係で付記することが二つある。第一は中央党が

第一次世界大戦まで、ヘルトリンク内閣が存在したにもかかわらず、最大

野党でありながら官僚政治に慣れ切ってしまい、政党政府の経験を持とう

としなかったことである（32）。第二は戦争直前、党内少数派に転じたとはい

え、分権主義的な農民派が党指導の準備したことである（33）。この二つの事

柄は戦後の混乱期に露呈する。

２．バイエルン人民党創立事情

　バイエルン人民党の創立契機は戦時中から戦後の革命の時期にあった。戦

争直前、党内少数派に転じていた農民派は1915年以降息を吹き返し、党内

でヘルトリンク、ピヒラーらの保守派も阻止することができない程の勢力

となっていた（34）。ハイムは戦争がもたらした農民の不満を察知し、ドイツ

敗北後もバイエルンにとって戦前の状態を確保しておかなければならない

し、また革命でも起これば農民に悪影響を及ぼすと考え対処を求めてい

た（35）。実際、農民は戦争によって急進的傾向が進展したのである。それは

経済統制によるものであった（36）。戦争中バイエルンは人的犠牲という被害、

それに自治権の喪失があった。ベルリン中央政府は農産物の価格・分担の

統制を一方的に実施し、1917年半ばまでに行政全般にまで中央集権下にお

218 ――バイエルンにおける政治的カトリシズムの研究



第７巻―― 219

いた（37）。このことはバイエルン農民の不満の対象となって現われ、バイエ

ルン中央党は反プロイセン的分権主義の復活を（38）、また農民同盟左派は革

命参加という形で表現したのである（39）。

　したがってバイエルン住民全体に共通する不平・不満の矛先は単にベル

リン、プロイセン、ライヒに向けられただけでなく、ヴィテルスバハ家、

特にラント内閣にも向けられることにもなった。それゆえ1919年11月８日

アイスナー（40）ら独立社会民主党を中心とした革命が成功したのである。た

だし住民は必ずしもアイスナーの言う「民主化」を認めなかった（41）。そう

でなくバイエルンが当時、ドイツ政治構造上での統一性の弱さを示したか

ら成功したのである（42）。

　バイエルン中央党内の対立はライヒ中央党からの分離という具体的な形

で農民派の勝利に終わり、以降のヴァイマル時代のバイエルン政治、さら

にドイツ政治を直接的、間接的に影響することになる（43）。

　それではバイエルン人民党はどのような事情のもとに結成されたのであ

ろうか。戦争直前の党内でハイムの一時的な失脚後、保守派指導者ダラー、

シュートラー、オルテラーらが死去し、空白となった党内指導部に農民派

が入ることでその影響力を盛り返すことになった（44）。

　戦前からハイム、シュッテンバウアーによって準備された新党結成（つ

まりライヒ中央党からの分離）は戦争後半のエルツベルガーの和平決議（45）

において活性化する（46）。ここでハイム、シュッテンバウアーら農民派は1918

年11月12日レーゲンスブルクにキリスト教農民協会を中心としたバイエル

ン人民党の結成委員会という既成事実を設けることに成功したのである。11

月15日その新委員会は暫定的なレーゲンスブルク綱領を発表するまで進展

した（47）。農民派の目標は正当なバイエルン精神を担う人民のあらゆる層を

包括しようとするもので、これは意識的に旧バイエルン中央党からの後継

政党を拒否し、当時バイエルン革命の中心となった社会主義勢力に対抗す

るものでもあった（48）。つまりハイム、ヘルトらは人民党を保守的連邦主義



諸勢力の「溜池」にしようとしたのである（49）。当然人民党は農村部に党組

織を設置することから（50）、戦前の中央党内農民派という性格は明らかとなっ

た（51）。

　農民派の戦後の素早い動きは旧バイエルン中央党指導者に戸惑いを覚え

させたが、彼らのおかれた立場はその事実を承認するしかなかった（52）。さ

らに戦前不当に低く評価されていた労働者代表者は農民派と交渉する中で、

党議長をスペック（53）に据えることを条件に協力を約束し（もっともすぐに

対立することになるが、）党結成に参画するのである（54）。農民派の主導権

確保は戦前の党体質を伝統的な名望家政党から脱皮する第一段階から第二

段階への移行を意味した（55）。しかしまだこの時点では、バイエルン人民党

とライヒ中央党との関係は完全に解消されておらず、人民党は「最も影響

力ないグループ）」（エルツベルガー）であったため、依然として両党のラ

イヒ議会議員の協力は存在したのである。だからライヒ中央党から人民党

の分離はライヒ議会の議員レベルの協力の解消をもって成立する（56）。した

がって人民党の成立はまだバイエルンの分離主義、あるいは分離主義的傾

向をを復活させたにすぎなかったのである（57）。

３．中央党からの分離

　人民党の中央党からの分離は愛国党以来の分権主義的な感情によるもの

であった。中央党の連邦主義的政策の放棄はバイエルンの分離主義に大き

く刺激を与えることになった（58）。元々両党の支持の相違が底流をなしてい

る（59）。中央党はライン、ルール、シュレージーンのキリスト教労働者から

も支持を得たのに対し、人民党のそれはブルジョア、農民層からによるも

のであった（60）。人民党の支持層がもつ保守性は反社会主義的であり、中央

政府での中央党と社会民主党との連合政権はこの場面では受け入れられな

かった（61）。

　人民党創立時には、党内農民派の優位は絶対的でなく、保守派、労働者
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代表に対して相対的なものでしかなかった。しかし1919年６月12日ヴァイ

マル憲法の承認をめぐって農民派が完全に指導権を掌握するきっかけとな

る（62）。

　まず人民党内のライヒ議会議員の中でハイムだけがヴァイマル憲法にラ

イヒ議会で反対を表明した。この頃農民派は人民党ライヒ議会議員まで影

響力を浸透させておらず、バンベルクの高位聖職者ライヒト（63）を中心とし

た議員がヴァイマル憲法承認、ライヒ議会においての中央党との協力関係

の維持を訴えていた。これに追加する形で、1919年７月21日エルツベルガー

による財政の中央集権化案の発表があった。これはわずかに人民党が中央

政府に期待した連邦主義的要素の存続が不可能であることを意識させる契

機となる（64）。エルツベルガーが統合を主張すればするほど（65）、反対に人民

党内でハイムへの支持が増し、農民派の主張する中央党との提携解消が推

し進められるのである（66）。もっともライヒトらは人民党に中央党への復帰

を強く求めることもなく、ベルリンとミュンヘンとを橋渡ししようとする

程度であった（67）。そして中央党からの分離は1920年１月８日人民党党大会

において決定され、それは党内の農民派の立場を強力なものにしたのであ

る。その事情に関して、ハイムの離れ業のような党を完全に掌握する「農

民党」結成計画という策略を述べておいたほうがよいであろう。

　1919年11月以降ハイムは農民同盟右派のアイゼンベルガー、ディルとと

もに「農民党」という形で両党の統一について交渉中であった。この事情

について３人の研究者の見解から説明しておこう。

　まずシェーンホーフェンによれば、ハイムは人民党から農民協会を脱退

させ、農民同盟と合同させようとし、この危険な賭けとも言える行動は人

民党内に残存する反農民派（ライヒ中央党提携志向者）を抑え込む戦術で

あった（68）。

　これに対して第二の見解は人民党内の主導権を握ろうとするハイムの戦

術という側面もあるが、もう少し内容のあるものであると説明する。両者



は経済的に農民協会と農民同盟は同質であるが、政治的に異質な組織であ

るので、農民を基礎に新しい中間層身分的な政党を創設することで、同一

行動を実行しようとしたのである。ただし1920年１月に予定されていた人

民党党大会に圧力をかけて、ハイム案を強行しようとした感も強いという

シュヴェントの主張がある（69）。

　第三のレンクによる見解はハイムに好意的で、農民の政治組織の統一計

画は19世紀末の農民運動に遡る源流があると述べる。そのことは1906年に

ハイムは政治経済の目標を達成するために農民同盟も含めた統一戦線の「噂」

を意識的に流布していることに見受けられる。実際に戦争中に農民協会と

農民同盟の両指導者は様々な場面で交渉していた。戦後の革命騒ぎに大部

分の農民同盟支持者は農民同盟左派の指導に同調せずに急進的な進展には

同調しなかったので、農民党の統一が具体化しかけた。だから単にハイム

は個人プレーで農民政党を追求したのではない。農民党結成の失敗は農民

同盟が自由主義政党、社会主義政党寄りになったこと、さらに農民政党内

での両党利害が強くなったことに原因があったと言う（70）。

　結果的には「農民党」構想は失敗に終わったが、すでに利益団体である

農民協会と農民同盟とが統一する可能性があったのである。直接の「農民

党」の失敗の原因は両党の内部事情によるものであった（71）。ハイムは人民

党結成１年以内に農民派の発言力をさらに強めたのである。つまり農民身

分の共同戦線の構築によって、バイエルン政治の背骨を補強しよう、とハ

イムは考えたのである（72）。結局農民同盟執行部が党内左派との対決を回避

したので（73）、「農民党」は流産に終わったが、少なくとも人民党内におい

て農民派が主導権を握ればハイムにはそれでもよかったのである（74）。

　1920年１月党内での立場を盤石にしたハイムはライヒ統一を促進するエ

ルツベルガーにライヒ中央党からの完全な分離を党大会において決定した。

ラント議会議員団長ヘルト（75）はこの行動を側面から援助し、人民党のその

後の方針を決定することになる。ヘルトは熱心な分権主義者であったので、
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一連のエルツベルガーの発言には不満であり、人民党の結束を擁護する立

場にあった（76）。この時点で中央党との議員間の協力は消滅した（77）。だから

1920年１月８、９日人民党党大会はその進路に重大な決定をなしたのであ

る（78）。つまりハイム－ヘルト体制が確立し（79）、ハイムは戦前の党内のアウ

トサイダーから戦後のいわゆる「無冠の王」となったのである。

　人民党のライヒ中央党からの分離は両党にどのような影響を与えたであ

ろうか。バッヘムによれば中央党にはまったく影響がなかったと説明され

る。反対に人民党こそライヒ議会において惨めな立場に転じることになっ

たと述べる（80）。だから人民党はヴァイマルの政党システムにおいて「特別

な立場（81）」にあることになった（82）。分離はドイツ政治の観点からすれば（83）、

明らかにライヒ議会の衰弱の一端を担うことになる（84）。分離後、ヘルトの

「我々がバイエルンで秩序を維持するなら、ライヒ政治で決定的影響力を

行使するだろう」という言葉はバイエルン政治の目標となるのである。人

民党は中央党やベルリン中央政府から独立したバイエルンのみに視点をお

く反左翼的な「秩序細胞」を形成し、ベルリンのヴァイマル連合政府に対

決する姿勢を貫こうとするのであった（85）。

　

（１）HB. Ⅳ/1, S.299-300.

（２）ibid., S.301-302.

（３）Georg Hertling（1843-1919）ダムルシュタット生まれ。哲学教授。1875年ラ

イヒ議会中央党議員。1891年連邦参議院議員。1909年ライヒ議会中央党議員

団長。1912年から1917年バイエルン首相。1917年ライヒ首相。1918年引退。

（４）Franz Seraph von Pichler（1852-1927）アゼンバム生まれ。パッサウ司教座

聖堂司祭長。1893年から1919年までライヒ議会・ラント議会議員。

（５）HB. Ⅳ/1, S.302. イエルクの党指導辞任後バイエルン中央党の主な指導者はダ

ラー（教会高位聖職者、大学教授、1914年まで党幹部）、オルテラー（ギムナ

ジウム教師）、シュトラー（司祭教師）、ハイム（農民協会幹部）であった（Evans, 

op.cite., p.98）。

（６）Heinrich Held（1868-1938）ヘッセン、エウバハ生まれ。父親は楽団指揮者。

ストラウスブルク大学において法律・歴史・国民経済学を専攻。1899年ハイ



デルベルク中央党機関紙に２年間勤務。1900年『レーゲンスブルク・アンツ

ザイガー』編集長。1906年から共同経営者。1907年から1933年までラント議
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第９章　組織構造

１．党組織

　バイエルン人民党の組織理念は、①党に属するメンバーに応じてその各

組織リーダーを配分すること、②登録された党員の職業に応じて議員の選

出を考慮していた。だから従来の労働者の立場は改善された。それでも党

内の農民協会の優位さは変化しなかった（１）。もう少し人民党の組織を観察

しておこう。

　人民党の組織は最小単位に町村協会（Ortverein）、次に地区連合

（Bizirksverband）、さらに最大単位の管区連合会（Kreisverband）をもっ

て構成される。管区連合会は行政上８県とミュンヘン、アウグスブルク、

ニュルンベルクの大都市から各一団体と計11組織があった。ラント幹部会

（Landesvorstand）はそれらの上部組織であった（２）。

　党中央機関は事実上の最高機関にラント幹部会、次にラント会議

（Landesversammlung）、ラント委員会（Landesausschuss）から構成さ

れていた。

　まずラント幹部会は40名のメンバーからなり、その内訳は議長３名、書

記２名、会計２名、ラント議会議員団長、・ライヒ議会議員団代表の各１

名の計９名に、職能団体（農民協会、労働者、サラリーマンのグループ、

官吏・教員団体、婦人団体）から各代表５名に党関係の新聞代表１名、最
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後の５名のみ選挙で代表者を決定する。ラント幹部会はラント委員会と協

力しながら党方針を計画し、その実行において管区・地区・町村の各組織

で監視し、党財政も担当した（３）。次にラント委員会はラント幹部会、管区

委員会から各３名の代表者、ライヒ・ラント議会議員から各１名の代表者

から構成されていた。ラント委員会の役割は党指導、管区委員会のコント

ロール、両議会議員と協議しながら、選挙の際の活動方針・候補者指名に

あった（４）。ラント会議はラント委員会全員、ライヒ・ラント議会議員、管

区連合会の各10名の代表者からなり、その職務は年次総会の開催、ラント

幹部会・両議会議員団報告の採択、政党政治の問題、党規則の変更決定、

幹部の解職等にあった（５）。けれども実際には、この会議の権限は弱く、次

第に形式的な組織になった（６）。

　人民党の最高決定機関が党中央組織に３つあったとはいえ、事実上ラン

ト幹部会には影響力ある政治家が属しており、人民党の執務においてラン

ト委員会と協調して指導すべきことになっていたが、ラント幹部会が人民

党の決定機関となっていた。さらにこのことは党内の代表集団（農民派）

がその利益の保護に強く発言権を確保していた（７）。またラント委員会が決

定権を持つことは不可能で、総括的な党指導はラント幹部会に委託されて

いたのである（８）。

　具体的に中央機関の手足となる党機構について、総書記局、下部組織、

職能身分顧問について検討しておこう。

　総書記局は党指導の政治局も兼ね、管区連合会の中央情報機関でもあっ

た。その職務は組織・管理の活動と並行して選挙戦の準備、宣伝活動にあっ

た。さらに党財政を管理し、予算計画・準備・実行などの業務もあった（９）。

次に下部組織はすでにふれた11管区連合会で、党幹部の行動であり、それ

らは８管区に書記局、１地区に書記局を配置し、また管区連合会によって

は事務所を設けるまで組織を整備した。それは人民党支持の強さと関係し、

アルト・バイエルンの組織は充実するが、大都市、ノイ・バイエルンは党



組織は弱かった（10）。職能身分による集団加入については1920年９月に人民

党は党員を団体加入から個人加入制に変更したため、新たな職業別委員会

が必要となった。そのため各職業を代表する人物が党顧問として政策決定

に関与することになる。それらの代表的存在が経済顧問団である。

　またそれは農業、工業、商業、銀行、自由業等の下部組織を抱えて、こ

れらの職業別組織を経済顧問団が党内において代表した。その指導者は第

一議長にドルン（卸売商使用者団体会長）、第二議長にランク（農民協会）、

第三議長にイムラー（労働組合書記）が担当した。彼らの考えにはキリス

ト教連帯思想が共通点としてあり、資本主義や社会主義を拒否しながら、

家族と職能身分に基礎を置く有機的統一理念が見られたのである（11）。それ

は人民党の強調する全身分の利益均衡という考えにそうものである（12）。実

際の経済顧問団の仕事は経済問題の討議、それにともなう法案準備、特に

経済要望を党に代わってその趣旨をまとめることにある。ただし次第に経

済顧問団は工業・卸売業の利益に中心を置くようになったが、即ブルジョ

アジーの利益が表面に現れるまでには至るわけではない（13）。もっとも経済

顧問団と党指導者の癒着は見られた。しかしヘルトのような経済顧問団自

身に批判的な人物もいる（14）。とはいえ経済顧問団の設置は戦後政権を担当

するまでになった人民党に従来不足したブルジョアジーを積極的に登用す

ることで、農民派が人民党を全身分層への配慮を目指そうとした。

　人民党組織の特徴は個々の党員からの意見は末端で留まっており、ラン

ト幹部会までには達していなかった。つまり人民党は組織を寡頭制的な構

造になっており、そのため個々の指導機関はその規定にあるように、上級

機関によって各委員メンバーを決定できたからである。だから党内の意思

決定は上から下へと、常に上位下達の指導を準備しており、さらに寡頭制

を助長する（15）。これは人民党が戦前の統制的、権威主義的性格をそのまま

性格を保有したことによる（16）。
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２．議員構成と党支持

　人民党の議員候補者は党支持層の社会構成と職業集団の党内における関

係で決定された（17）。戦後人民党内部において、主にフランケンを中心に支

持を得た労働者代表の台頭はそのリーダーであるシマーが第三議長に選出

されたことに現われている（18）。まずライヒ議会議員の社会構成からみてお

こう。

　人民党のライヒ議会議員はヴァイマル時代を通じて16から20名で、その

社会構成は雑多であり、選挙ごとに変化した（19）。1919年ライヒ議会選挙に

選出された議員は18名で、うち1918年以前からの議員は９名で、農民派は

ハイムとシュタファーのみであった。ところが1920年６月選挙で21名中12

名以上が新議員で、うち８名を農民派議員で占められた（20）。これは農民協

会とハイムの手にある委員会を通じて候補者を農民派に絞ったことによる。

ライヒトを中心にライヒ中央党との分離に不満があり、バイエルン政治に

批判的な議員はライヒ議員に多かった。彼はハイムに掌握された下部組織

の支援を欠いていたとはいえ、ベルリンにいるために直接影響を被ること

はなかった。といえ党指導部とライヒ議員の対立を政治家個人のレベルで

は克服できるはずがなく、次第に党指導部はバイエルン利益を望む選挙民

の意向を反映させようとしたのである（21）。党指導部とライヒ議員の意見の

不一致は1923年まで続き、ヘルト、シェーファー（22）の時代にやっとミュン

ヘンからの方針を徹底することができた（23）。

　ラント議会議員はライヒ議会議員のそれ以上に支持者の社会構成を表し

ている。それは４つの代表的な身分である司祭、農民、労働者、官吏であ

る（24）。その中でも農民と官吏はその支持が強力で党内での立場も高く、反

対に貴族、司祭の影響力が低下することが特徴である。ある程度広がりも

つ社会構成の分布があるが、社会民主党からの非難にあるように人民党は

「人民党（国民政党）」でなく、官吏と農民の政党になっていて、現実に

両階層を助長するところもある。逆に述べれば、人民党は農民と官吏に支



持を負っていることにな る 。このことは単純な図式で考えれば、農民と官
（25）

吏の出身議員が人民党議員団を握り、さらにラント議会第一党として議会

リーダーシップを強力に行使しえたのである（26）。

　確かにシュマッハーの説明するように、戦後の組織労働者の人民党内で

の地位向上は人民党への個人加入と経済顧問団の参入と相まって、党内の

農民協会の優位に制約を加え、農民協会の党指導が第二番目の役割になっ

たという主張は、表面的には農民協会議長ランク（27）を人民党第二議長になっ

ていることを考えれば、確かに正鵠を射ているようであろう（28）。しかしこ

の理由から農民派＝農民協会が少数派に転じたと考えるのは早計すぎるで

あろう。なぜならその根拠は第一に議員の社会構成で説明できるからであ

る。官吏というカテゴリーは高級・中級官吏、国民学校から大学までの教

員という多様性があり、公務員という点以外は必ずしも一元的でなく、あ

くまでも便宜的なカテゴリーだということである。このことを考慮に入れ

れば、農民派の社会構成に占める割合は相当大きいと言える（29）。根拠の第

二は党指導者と議員の関係である。人民党は戦前の名望家政党から脱却し

議員を支配する大衆メンバーシップ政党になっており、その結成の担い手

である農民協会＝農民派が指導権を掌握していた。だから議員の社会的公

正において、人民党内の農民層がたとえ少数勢力に転じたとしてもその主

張を実行できたのである。また党議長にスペックを配したのは彼の穏健な

性格に由来し、そのうえ党の組織的建設の困難な時期だけに党内の意見の

相違・対立を回避するための処置であった。スペック自身は個人的な影響

力を持たず、自らリーダーシップを行使できなかった（30）。それゆえ第二議

長であるランク（農民協会議長）の立場は重要である。さらに名目的議長

スペックを背後から操作したのは、やはりハイムとヘルトであった（31）。

　人民党の両議会議員は戦前のバイエル中央党議員を経験している者も多

く、たとえ組織的な意味で大衆政党の形態を採用しても、戦前の土着的、

身分的、中農的な体質から脱することができず、保守的な伝統をもって指
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導したので、このことは人民党方針によく現われている（32）。

３．バイエルン「国民」の選挙動向と人民党支持の問題性

　人民党支持の研究において、クナップのように戦前の社会構造と選挙と

の関係から社会学的に考察した研究はまだ少ない。ただ戦後のそれはトレ

ンハルトによる選挙分析、他の研究にある分析から人民党支持を確認する

ほかない。ここでは戦前の中央党支持者と戦後の人民党のそれの継続性が

あったか、変化したのかを確認することにある。ヴァイマル初期の投票行

動は社会的亀裂に基づくとともに、戦後の混乱でその時々の争点の観点か

らも判断されるべきであり、有権者がどのような政治的態度を採用するか

は時代の政治状況とも密接に関連するので、その点も考慮する必要がある。

　ミュンヘンを中心としたバイエルン革命は戦後の混乱の中で一時的に成

功したとはいえ、必ずしも保守的な住民からの支援を受けず、さらに第二

革命ともいうべき1919年レーテ共和国は断固たる拒絶に会う。革命の前後

に1919年１月12日ラント議会選挙、それに６月15日自治体選挙を比較する

と、バイエルン政治構造を確認することができる（33）。1919年12月選挙法改

革は婦人参政権、選挙年齢の引き下げを盛り込んでおり、1912年ラント議

会選挙に比べて人口中有権者が17.2%から57.2%にまで増加した（34）。ではこ

れらの有権者は戦争、革命の影響を受けてその支持を変更したのであろう

か。

　1919年１月ラント議会選挙はバイエルン社会構造を再確認することにな

る。すなわち革命政府を支援する政党（独立社会民主党、社会民主党、農

民同盟）は180議席中80議席（45%）であったのに対し、野党（人民党、バ

イエルン中産党（35）、ドイツ国民党（36））は100議席（55%）であった（37）。結

果、人民党は議会の最大政党となり、そのことはいわば有権者が革命政府

そのものを拒絶したことを意味する（38）。ただ選挙後、ドイツ国民党はその

自由主義的伝統から人民党を嫌い、社会化の制限を条件（39）に社会民主党、農



民同盟との連合政府を形成しようとした。そのため人民党は議会最大政党

にもかかわらず、与党になることはできなかった。そのうえ1919年アイス

ナー暗殺を境にバイエルン政治状況は議会主義と共産主義との間で激しい

対立が生じ、共産党、独立社民党を中心としたレーテ共和国政府が成立し

たのである（40）。

　レーテ共和国においては６月バイエルン自治体選挙が開催される。この

選挙はバイエルン政治の転換をもたらした。ここで革命に関わった諸政党

の支持に変更が現われた（41）。社民党は著しい低下し、安寧秩序を求める人

民党に支持が回り（42）、反面社民党がブルジョア政党と協力したことによっ

て独立社民党への支持への流れをもたらした。結局、この６月の自治体選

挙は政治的に両極化を引き起こすのである（43）。同年５月に成立した社民党

を中心とする第二次ホフマン政府は自治体選挙で敗北の結果に直面するの

である。この選挙は人民党支持層の限界を示すと同時に、文化闘争からカ

トリック系政党への支持の長期的凋落現象を変更できなかった（44）。だから

1920年ラント議会選挙結果はバイエルン政治に関して次の二つの相違を示

した。

　それは第一に自由主義勢力が有権者から支持を失ったこと、第二に穏健

な多数派社民党がその左翼的立場を独立社民党、共産党に譲らなければな

らなくなったことである。またそのことは一方において保守－ナショナル

な集団、他方に共和主義－社会主義集団の両極化を次第に顕在化させ、議

会に基づく政党政治が開始したばかりだが、左右の急進的なイデオロギー

を育成させることになる（45）。革命から1920年までのバイエルン政治は保守

的な諸政党の存在を隠すという意味では、ブルジョアジーには不満はなかっ

た。いわばその経過は、人民党からすればハイムの政治的な意図の発酵過

程を用意する（46）。だから政治構造の変化にもかかわらず、人民党支持層は

依然として戦前のままである。つまり政治・社会変動があったものかかわ

らず、農民層は基本的のその政治的態度を変更することはなかった。
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　戦前のバイエルン中央党支持基盤はオーバー・バイエルン、ニーダー・

バイエルン、オーバー・プファルツ、ウンター・フランケン、シュヴァー

ベンであった。これらの地域は人民党時代になっても、安定した支持を提

供している。ただ注意すべきはカトリック系政党の長期的凋落が革命を介

しても引き続いたことである。特にニーダー・バイエルン、シュヴァーベ

ンが顕著であり、そこには農民同盟と並び社会民主党の進出が見られた。

シュヴァーベンについては、人民党への投票は戦前に比べその支持を５分

の１から２減少しており、農民同盟の追い上げもあって1928年には人民党

から第一党を奪っている。シュヴァーベンの変化は多数のカトリック農民

が存在するにもかかわらず、社会経済状況が原因となっている。またシュ

ヴァーベンの各都市は社民党、国民党が人民党に代わって支持を増加させ

ている。1920年ラント議会選挙において人民党は多少支持を回復したとは

いえ、戦前の状態にまで回復することはできなかった。

　全般的には人民党の相対的優位さは戦前から継続していた。特に農村部

においては相変わらず強力な支持層があった。だから人民党はその牙城の

アルト・バイエルンにおいて、戦前と同様なカトリック系政党にあった社

会構造に適合している（47）。プリダムが指摘するように、制度化した教会が

カトリック信者を人民党支持に向けさせていた。もっともカトリック有権

者の半分しか人民党を支持しなくなったことも事実である。だから残りの

カトリック有権者は二種類に分かれる。

　一方では南バイエルンの農民は農民同盟を支持するか、他方では名目的

カトリック信者は棄権するか人民党に対立する政党かを選択したのである。

人民党支持者は熱心なカトリック信者と推定されるわけであるが、この実

践的なカトリック教徒は減少傾向にあった。それは人民党支持者の減少で

もある。カトリック団体とカトリック教会の支持を持つ人民党はアルト・

バイエルンにおいて強力な立場にあった。だからフランケンにはカトリッ

ク系政党とその利益が郷土愛と結びついていない（48）。同地域は人民党の戦



前からの伝統を引きずってはいるわけではない。それゆえカトリック系政

党の長期的な下落は戦前の選挙制度が議席と票のアンバランスを隠ぺいし

たという見解（49）は適切な説明ではない。当然人民党の1912年に比べて1919

年の得票の６%弱の損失は比例代表制の結果であり、バイエルン中央党の

議席配分53.3%（選挙得票40.8%）から人民党の36.6%（選挙得票35%）はあ

りのままの姿を表したにすぎない（50）。

　そのため戦後にカトリック信仰と社会主義への投票は両立しないとして

も、宗教的な紐帯はもはや克服できない障壁ではなくなったのである（51）。

すでに社民党はニーダー・バイエルン、オーバー・プファルツでは４人に

ひとりの支持を獲得するまでになっている（52）。要するに選挙制度によって

人民党は議席を減らしたが、社会変動ではその支持層は相変わらず固定的

であった（53）。これは社会的亀裂＝政党のモデルを表現している。もっとも

人民党はその拡大する可能性には限界があることを示している（54）。
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せるため意図的に選挙区分割を行ったからである。1875年選挙に際して自由

主義政党は1967000票で76議席に対して、愛国党は2800000票で79議席という

不公平な選挙制度であった。ところが都市化現象は次第に農村部に基盤があ

る中央党に有利に働き、中央党と社民党の選挙改革同盟も比例代表制度まで進

展しなかった（HB. Ⅳ/1. S.318-320）。だから選挙人の政党支持が議席配分に

正確に反映せず、中央党に有利に、他政党には不利に働いた。
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（53）Fenske, a.a.O., S.34.

（54）Sch�nhoven, a,a,O., S.279.

　

第10章　指導原理

　人民党の指導原理は1918年11月創立暫定綱領、さらに1920年６月人民党

精神労働者水曜会（Mittwoch-Vereinigung der Geistearbeiter der BVP）

の答申を基にした1920年10月バンベルク綱領において理解できる（１）。以下、

両綱領から人民党の指導原理に触れておきたい。

１．バンベルク人民党綱領

　暫定綱領は７条からなり、第１条から第３条までを国法秩序を指摘して

いる。革命直後に人民党は創設されたためかその状況が反映している。つ

まり人民党は権利と法の遵守をもって、国家の形態を決定することを要求

し、バイエルン以外の政治勢力に左右されるものではないことをまず確認

している（第１条）。人民党は革命政府に干渉されない議会制政府の決定を、

またラント憲法も人民投票による決定を主張したのである（第２，３条（２））。

　暫定綱領第４条はキリスト教世界観に立脚して、信仰の自由、婚姻と家

族の保護、宗教道徳教育の保証を述べている。これは19世紀以来のカトリッ

ク信者への抑圧、さらに革命に際して反キリスト教的言動、公序良俗を乱



す道徳的大敗への危惧を強く感じたことからその主張を前面に表したので

ある（３）。

　第５，６条は経済政策を扱っており、租税の公正、あらゆる身分の利益

の公平化を述べ、所有権・相続権の保護、維持を求める一方で、弊害をも

たらす資本主義への制約、対応、保護を主張する。この異質な内容を持ち

ながら、人民党は自己の構想と支持者からの要求に応じようとした（４）。

　最後の第７条は人民党の固有の連邦主義や分権主義を規定している。プ

ロイセンによるヘゲモニーを拒否し、連邦主義や分権主義に基づく諸ラン

トの連合体としてのドイツ国家像を想定している（５）。

　要するに人民党は原則的ではないが、カトリック的性格を薄めながら、

ブルジョア結集政党（b�rgerlichen Sammelpartei）への転換を目指しつ

つ、他方に従来からのキリスト教的基礎から成立する連邦主義や分権主義

がその根底にあった（６）。当然連邦主義を基礎にドイツ国家の再編を希望し

ている（７）。もっともこの暫定綱領がそのまま人民党の全党員に浸透してい

るとは言い難く、例えばシュヴェントが説明するように、歴史的なバイエ

ルン「国民国家」意識はこの綱領には明記されていないヴィテルスバハ王

家への忠誠心を延命させていた（８）。またフェンスケも述べるように、暫定

綱領第２、３条に規定される代表制民主主義は人民党内にはそれ程現実性

がなかった（９）。そのことはのちの歴史を見れば明白である（10）。

　人民党は1919年ヴァイマル憲法の発布により、連邦主義・分権主義の内

容に影響を受けることになる。革命政府の首相アイスナーもヴァイマル憲

法案に強く反対しており、連邦主義・分権主義はその各自の立場を別にし

て、バイエルンでは考慮に入れなければならない、重要なテーマであった（11）。

ヴァイマル憲法は各構成する「国家」に特権を付与するという例外措置を

認めなかった（12）。つまりライヒ中央政府という上から各ラントへの統一支

配を意味する（13）。これに対して1920年６月９日「水曜会」は『連邦主義的

意味におけるライヒ憲法改定に関する覚書』をもって抗議を表明した（14）。
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この『覚書』の内容は中央集権制に反発し、バイエルンから警告を発する

もので、ある程度従来の留保権を断念するものの、ヴァイマル憲法の修正

を求める内容である（15）。

　ただここでの問題はその『覚書』の内容よりもその達成方法にある。第

一にライヒ議会において憲法修正という純粋に法律上の問題であったが、

第二はバイエルンが1923年まで示す、力による解決手段であった。1920年

「水曜会」の『覚書』は党大会で承認された（16）。ところが『覚書』の履行

はライヒ中央党と関係を途絶していては実効性が乏しく、また他政党から

の協力を求めることも不可能である点からも現実味がなかった（17）。なお、

『覚書』は1919年11月暫定綱領第７条を具体化した形で1922年10月にバン

ベルク綱領に継承されるのである（18）。

　1922年10月人民党は15条にわたりバイエルン連邦主義の原則とそれにと

もなう個別要求を確認している。バンベルク綱領は一言で述べれば、ビス

マルク憲法への回帰を目指す連邦主義を前提とする内容としていた（19）。具

体的には同綱領は二つの部分から構成され、前半（第１から６条まで）は

憲法修正を前提とし、後半（第７条から15条まで）は人民党の主張する連

邦主義のプログラムである。その効果はあまり期待できなかったが、同綱

領は対外的に連邦主義を主張し、1933年まで人民党の基本路線をなすので

ある（20）。そのためばバンベルク綱領は人民党内にあるヴァイマル体制への

参加を求める声を抑圧する効果となるのである。

２．指導理念

　人民党は保守主義的であるが、ドイツ国家人民党（DNVP）のようなタ

イプではなく、反ヴァイマルといってもナチスのような急進主義的性格を

帯びるわけではない。この点を掲げた理念が時代状況において、どのよう

な行動をもたらすのかを考察しておく必要がある（21）。



（１）議会主義・反議会主義

　ライヒ中央党は「憲法政党（Verfassungspartei）」と自己規定し、当時

の政治体制を承認しその立場から行動するのであった（22）。人民党もその暫

定綱領第２条に自らを憲法政党と規定する。両党の相違は暫定綱領第１条

に記されるように、人民党が革命という事実を認めないことにある。もち

ろん人民党も時代を無視するわけにはいかない。人民党は「基本的に引き

起された方向と調和しない」が、「誰も我々が昨日まで尊敬していたこと

を今日振り返ることを要求することはできない」というように、党方針は

「国民国家」の問題をまだ明確にはしなかった。

　ハイムは言う、「君主主義は民主主義概念を否定しない…もちろん旧形

態や権力の完全さにおいて、君主主義制の復活は問題外であろう。しかし

ルートヴィヒ三世は専制君主ではない…もし彼をバイエルン人民の世論が

呼び戻そうとしないなら、再度王位を回復するつもりは決してないだろう

…ここで党は決定しない。人民多数が決定する」（23）と。つまり現国家を一

時的に承認するが、おそらくハイムの述べる人民は共和国をドイツとは認

めたくなかったのであろう。人民党は暫定綱領に議会制による政治形態を

求めたとしても、議会制民主主義を遵守する気があったかどうかは疑わし

い（24）。だから人民党の言う「憲法政党」は単なるリップサービスといえば

酷な表現だが、人民党流の都合の良い意味で「憲法政党」という言葉を使

用していると考えられる。それゆえ人民党が権利と法の手段で秩序を求め

ることはバイエルン政治秩序が維持されているかぎりのことであり、内外

の事情が変化すれば人民党も態度を変更するのである。そのため「憲法政

党」と規定する人民党はヴァイマル憲法の中央集権化、ライヒ外交政策な

どの問題ではベルリン中央政府と激しく対立し、人民党は「憲法政党」か

ら懸け離れた方法を採用するのである（25）。とはいえ人民党が議会を完全に

無視するかと言えばそうではない。政治秩序が保たれていれば憲法を否定

してまで要求を通そうとはせず、手段を代えて議会を利用しつつ議会の多
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数をもって人民党の政策を実現するのである。その最初の事例が1920年カー

ルの首相就任であった（26）。

　では人民党が理想とする国民国家形態とはどのようなものであるのか。「政

治的に成熟した諸民族は最終的に常時二つの大政党が存在する。そのうち

のひとつの政党が政権を継承し、その際もうひとつが野党になる。その制

度に均整のとれた進歩が存在する」と人民党は主張するのであった。その

ため人民党は保守的な伝統的な政党として議会主義と結合して、諸政党と

の関係において政治的意思を形成しようとした（27）。この意味では人民党は

反議会主義の立場を取ってはいない。その点にハイムとシュリッテンバウ

アーらは自らの見解と戦後の現実を妥協させる努力を試みたのである。戦

後にも君主主義から脱却できない人民党は立憲君主制に代わる元首制を設

けることで議会だけでなく、人民党の支持者の希望を盛り込もうとした。

ただ人民党にもバイエルンにも不幸なことは戦争直後の混乱期に政治的秩

序を求めるあまりに議会主義を徹底できず、人民党が右翼団体を利用して

安易に議会外勢力をもってバイエルンの政治的秩序の回復を武力手段で解

決しようとしたことにあった（28）。それゆえバイエルンにおいては1924年ま

で議会が政治の中心となれなかった。だからバイエルンはライヒ以上に軍

事勢力によって掻き乱された（29）のである。

（２）キリスト教理念

　人民党指導者は「人民党」の精神的中核にキリスト教を基本とする家庭

生活、婚姻関係、宗教教育などの行使の生活に適用を徹底することを基本

理念として構想している。一般にドイツのカトリックはナショナリズムに

弱い精神構造を持つと言われる（30）。バイエルンにおいてはブッフハイムの

言葉がその点を述べている。すなわち人民党は「いかなる階級的性格を排

除し、キリスト教徒の国家観に基づきあらゆる階層のバイエルン人からな

る。さらにオーストリア領ドイツ人を我々の兄弟なる同胞として迎え入れ



ることにより、祖国意識を高め、連邦主義の原則に従ってドイツ国家のド

イツ人の性格の中にもろもろの力の源泉を甦らせ、かつ同等の復活をもた

らす」（31）のであった。その主張するところはキリスト教倫理の上にバイエ

ルン連邦主義を盛り込む大ドイツ主義である。確かにプロイセン流のナショ

ナリズムとは異なるが、それはヴァイマル時代に成立するのではなく（32）、

すでに帝政期からバイエルン・カトリック系政党にある考えを暫定綱領第

４条に明文化したものである。ただ教会と人民党との関係は信仰擁護のた

めに人民党が存在するのではなくなっている。この点を次の事例で説明し

ておこう。

　1922年ドイツ・カトリシズムがドイツ共和国をどのように考えるべきか

という問題でミュンヘン大司教のファウルハーバー枢機卿とケルン市長の

アデナウアーとの間に論争があった。前者は有名な君主主義者でカトリッ

クのヴィテルスバハ家の代弁者として、ヴァイマル共和国を不法国家と定

義したのに対して、後者は新国家への義務と忠誠を求めたのである。両者

の対立はバイエルンと非バイエルンとの違いを表すことでもあり、そのこ

とは君主主義者と共和主義者、人民党とライヒ中央党との各支持者間の架

橋を不可能にしたと言われる（33）。これに対して人民党はファールハーバー

のもとにあって、教会擁護のためにのみ従事したのであろうか。確かにハ

イムの見解にはカトリック・ライヒ構想とカトリック・ヨーロッパ思想に

キリスト教西ヨーロッパをボルシェヴィズムからの救済が見られ、人民党

の基本方針とも重なる。反ボルシェヴィズムとカトリシズムという両思想

は人民党の政治方針を支えた（34）。しかし政治の関係においてハイムは教会

を右翼運動と同じ同盟者と見なしたのである（35）。それゆえ人民党がその暫

定綱領第４条にカトリックと明記せずキリスト教という文字を用いたこと

は、キリスト教徒と非キリスト教という統一によってカトリック信者を超

えてより広範な支持者を集めようとする結集政党への姿勢がある。だから

カトリックという信仰は深い動機であったとしても、社会学的に考察され
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た農民、旧中間層、貴族、僧侶の出身であるカトリシズムの世界そのもの

が持つ「保守的身分思想」が重視されるべきであったのである（36）。バイエ

ルン・カトリック愛国主義の独自の立場は教会にとっても好ましい存在で

あったし、両者の言動は1925年政教条約に結実する（37）。

（３）反社会主義

　反社会主義的傾向は戦前からバイエルン住民一般の意識にあった。バイ

エルン革命がより反社会主義的傾向を促進したので述べておく必要があ

る（38）。1918年11月８日アイスナーを中心とする独立社民党が革命を起こし、

社会民主党、農民同盟が加わり革命政府を樹立したが、革命への住民から

の支持はなく、ベルリンに対する反感、旧バイエルン政府の権威喪失など

によるものが政治的効果を創り出したために革命は成功したが、結果にお

いて住民からの革命の承認はついに得られなかった（39）。1919年２月21日ア

イスナー暗殺後、最も左翼急進主義的な共産党、独立社民党左派を中心と

したレーテ共和国はさらに住民からの反発を招いたのである。レーテ共和

国時代は左右の分裂を来たし、市民間のボルシェヴィズム、マルクス主義

への恐怖はヒステリー気味にまでなった。そのため社会主義、民主主義、

平和主義、共和主義といった言葉はボルシェヴィズムと同義語と理解され

るまでになったのである（40）。

　バイエルン利益を優先する人民党は革命を国民生活の破壊と考え、その

責任を共産党だけでなく社会民主党にまでにあると考えた（41）。その結果人

民党は左翼に対抗する祖国主義という運動を育成する場を提供するのであ

る（42）。この反社会主義は人民党の連邦主義・分権主義とも結びつき（43）、カ

トリック・ブロックが形成される（44）。だからレーテ共和国の軍事的敗北後

もバイエルン政治は武装集団に寄り掛かった政府しか成立しなかった（45）。そ

のため革命という衝撃は住民に旧体制との断絶をはっきり認識させた（46）。そ

こから「マルクス主義の北ドイツ」を牽制する勢力として、バイエルン指



導層（もちろん人民党も含めて）は新しい役割を考えなければならなかっ

た。それがいわゆる「秩序細胞（Ordnungzelle）」とされる政策である（47）。

（４）君主主義

　君主主義という内容は暫定綱領に記載されていない。人民党は議会制民

主主義の導入を述べるが、一般的雰囲気としては党内に君主主義的な考え

は存在する。ただ君主制の復活は反時代的であるとの認識はあった（48）。で

は戦後の人民党の君主主義とはどのようなものであるのか。人民党はヴィ

テルスバハ家を中心に君主主義をプロテスタントにまで拡大しようとした（49）。

　このことは暫定綱領において規程された、全社会層からの結集政党（第

２条）、並びにキリスト教の基礎（第４条）から読み取れる（50）。だからこ

のバイエルン君主主義は反共和国的だけでなく、ホーエンツォレルン家を

中心とした君主主義とは一線を画するのである。それゆえバイエルンがド

イツから分離を論議するときには必ずといってよいほど君主義の復活が叫

ばれる（51）。

（５）連邦主義・分権主義（52）

　バイエルンの連邦主義はあくまでもドイツ国内にあって内政自治を求め

る運動であった。そのため連邦主義は分離主義とは異なる。もっとも分離

主義から派生したバイエルンの連邦主義や分権主義は事柄によって分離主

義にも転化する契機がある。

　バイエルン連邦主義者は新生ドイツ国家建設に際して、連邦主義の原則

が設けられることによってプロイセン中心のドイツを排除することが可能

であると考えられた。しかしヴァイマル憲法による政治体制はバイエルン

に混乱をもたらすのであった（53）。人民党の連邦主義をハイムの構想から検

討しておこう。

　ハイムはその構想を1918年11月30日、12月１日に『バイエルン速報
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（Bayerischer Kurier）』に掲載した論説「アイスナーの誤りとバイエルン

の将来」において解説している。

　彼はバイエルンには二つの選択があると主張する。ひとつは従来のよう

に国家連合（Staatenbund）としてドイツに残るという選択である。もう

ひとつはドイツかオーストリアのいずれか統合するか、またはドイツと

オーストリアの一部と統合するというものであった（54）。ハイムは後者を選

択するべきと主張した（55）。彼は文化的同質性というだけでなく、バイエル

ンの政治・経済の立場も考慮している。まず政治的配慮は北ドイツの社会

主義者による国家統一を回避することでベルリンの影響力を極力抑制する

こと、さらに国境を越えてオーストリアも含めて「秩序細胞」を形成しよ

うとすることである（56）。経済的配慮はバイエルンが交通手段、あるいは石

炭を確保できるように南ドイツ連邦の結成をもって経済的安定を担保しよ

うとしたことにあった（57）。けれどもヴァイマル憲法の可決、当時の国際状

況によって、ハイムの構想は変更を余儀なくされ（58）、国家連合案を人民党

方針としなければならなかった（第７条）（59）。

　結局、人民党の表向きの連邦主義はビスマルク憲法で保証された内容を

意味していたのである。それは連邦国家（Bundesstaat）でなく国家連合 

（Staatenbund）を前提としていた。さらに人民党は将来にはドイツ国家

連合に構成国家（Gliedstaat）としてオーストリアの参加を考えていた（60）。

けれどもヴァイマル憲法が予定するドイツは1871年の各邦の君主間の協定

でなく、ドイツ国民の自由意思に基づく以上、戦前のバイエルンの留保権

は維持できそうになかった（61）。当然、バイエルンはドイツの一地方のラン

トになったのである（62）。ドイヤーラインの言葉を借りれば、バイエルンに

残ったのは国家主権の体裁のみであった（63）。したがって、その反発からバ

イエルンはバイエルン人によってのみ統治されるべきだという風潮は根強

く残存した（64）。「水曜会」は戦前バイエルンが持ちえた諸権利（65）（連邦参

議院、各邦への法執行権委託、外交官派遣）の回復を要求するのである（66）。



しかしこの連邦主義はその支持者にしか有効性を見いだせず（67）、バイエル

ンの「神聖な国家主義」を支持する人々だけが熱心に主張するのであった（68）。

　バイエルン連邦主義構想はその意識と連邦国家において実現する意味に

おいてはドイツ統一に賛成はするが、そうでなければ極端な分離主義を登

場させることになる。だからベルリンで失敗したカップ一揆は、バイエル

ンではかえってその分離主義に助けられて急進右翼を進出させる土壌を形

成させるのである（69）。

　

（１）1918年創立暫定綱領、1920年バンベルク綱領については、Mommsen, W., 

Deutsche Parteiprogramme, M�nchen, 1960, S.502-507を参照。「水曜会」の

『覚書』についてはSchwend, Bayern, S.135-136を参照。またSpeckner, a.a.O., 

S.150-151も参照。

（２）Sch�nhoven, a.a.O., S.32-33.

（３）ibid., S.35.

（４）ibid., S.26.

（５）ibid., S.26-27.
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（11）Schwend, Bayern, S.172. アイスナーの連邦主義についてはSchmelze, G., Kurt 

Eisners F�deralismus, Politische Studien, 1968, S.46-60を参照。右翼政党であ

る中産党は分権主義の土地柄を配慮していた（Harzmann, L., DNVP. Right-

Wing Opposition in the Weimar Republic, 1918-1924, Lincoln, 1963, pp.58-

60）。

（12）ビスマルク憲法のもとでのバイエルンの地位については、HB. Ⅳ/1, S.284-290

を参照。

（13）Deuerlein, Freistaat, S.14.
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（17）Sch�nhoven, a.a.O., S.46-48.

（18）シェーファーは1920年10月バンベルク綱領の大部分が第二次世界大戦後、連

邦共和国基本法において実現されていると述べている （Sch�ffer, a.a.O., S.284）。

（19）HB. Ⅳ/1, S.470.

（20）Sch�nhoven, a.a.O., S.49.
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p.84,p .204.; Aretin, a.a.O., S.694）。しかしこの時には人民党内に反対があり、
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第11章　政治的カトリシズムとバイエルン政治の帰結

　人民党の政策はライヒ内で連邦主義の立場からベルリン中央政府の支配

から脱しようとする分離主義へと揺れ動く中で、一貫してバイエルン内政

自治に主眼を置いている。革命後バイエルン内政自治問題はラント議会内

外において新たな政治状況を展開する。まず議会外においては、革命鎮圧

に従事した防衛志願兵部隊（Einwohnerwehr）はバイエルンの保守主義と

分権主義を利用しながら、その勢力を増大させようと図る極右翼の全ドイ

ツ派（１）というべき、激しい右翼急進主義運動を展開する。それに議会内で

は人民党を中心とする官僚内閣が1924年まで右翼政権を樹立し、議会外の

勢力と提携しながらバイエルン内政自治の確保を追求するのであった。

　バイエルンは敗戦、革命を通じて社会構造の変動を経験した。もとより

敗戦と革命が社会構造を変更させる直接的原因ではなく、バイエルン史の

帰結とも言うべきものと考えられる。戦後バイエルンは自治問題を中心に

新たな社会構造を求める各集団からのアプローチを受け入れるのである。

革命後からヒトラーの反乱までのバイエルン政治過程を言及する前に革命

後のバイエルン社会の状況を把握しておこう。

１．革命後の状況

　1919年５月革命鎮圧後、バイエルン住民の精神的不安は悪化する経済状

態によって拍車がかかった。生活物資の欠乏とインフレは異常であり、特

に都市中間層の不満は激しくなる一方であった。経済破綻は1923年に頂点

を迎える。食料問題は最も緊急課題であった（２）。インフレをまともに受け

たは労働者、官吏、サラリーマンなどであった（３）。この経済不安定さは政

治的には1920年ラント議会選挙の左右両陣営の急進化に見られた。経済不

安は左翼急進主義勢力に有利に展開するけれども、ブルジョア側に不満を

増大させ、革命直後だけに一般的に市民を右翼の方向に向かわした（４）。
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　ただ全住民がインフレの影響を受ける中である程度の生活防衛が可能な

社会層もある。通貨改革は農民と企業を救済する結果となり、また労働者

は労働組合を通じて名目賃金の昇給を得ることができた。反対にインフレ

の影響をまともに受けた商人などは不当利益制限のため価値の下がったマ

ルク紙幣で販売を強いられた、それに伝統的に貯蓄をおこなうホワイトカ

ラーなどは防衛手段を持たず、これら新旧中間層はインフレの被害を最も

受けたのである（５）。

　もう少し農民層の置かれた経済状態を考えておこう。インフレは必ずし

も農民にとって不利益なこととは言えず、そのことでは農産物価格は相当

上昇した（６）。バイエルンではその大部分が市場供給性の強い小麦を生産し

ており、その点では他地域に比べて有利であった（７）。また少し時期はズレ

るが1924年、1925年の調査によるとバイエルンの典型である５から20ヘク

タールを所有する中農層は、当時のドイツ穀物経営においても高収入を確

保していた。しかし前世紀から始まる農業経営の合理は相応の支出を必要

とし、収益上で必要経費でもあったとしても、それに伴う利子、租税負担

は農業経営にとっては「不必要な支出と負担」であった。農業上の投資は

収益向上のために高利子率を生じさせるとはいえ、利益が悪化すれば、負

担が累積的に増していくのである（８）。結局、収益を維持できないからと言っ

てもインフレによる負担は増加し、農民の生活は経済的に厳しさを増し

た（９）。　

　さらに南ドイツではユダヤ人が農業ブローカーに従事している場合があ

るので、インフレに打撃を受けた社会各層の中でユダヤ人と経済的に競合

関係にあった人々はこの時期にその意識の中にあった反ユダヤ主義感情が

人種的な敵意に変化している（10）。経済的なレベルの反ユダヤ主義が反ユダ

ヤ主義の宣伝に用いられ始めたのもこの時期でからである（11）。12月８日

『バイエルン速報』にあるように、人民党は正直なユダヤ人を尊敬するが、

国際的ユダヤ人社会の無神論を攻撃した記事が掲載されることになる。こ



の時点でカトリック農民が素朴な反ユダヤ主義から一歩踏み出す感情を持っ

たかどうかは不明であるが、農民が社会的な反ユダヤ主義という思想を身

につける契機は存在した。

　革命後バイエルン政治はドイツの他地域にはない右翼的傾向が見られ

る（12）。その急進的右翼運動に共通する理念はナショナリズムかパトリオティ

ズムであった（13）。当時の急進主義運動を整理すると、２つの陣営がある。一

方ではナチスに代表される極端に国粋主義的なドイツ・ナショナリズムを

目指す全ドイツ派勢力、他方ではバイエル内国主義を推進する王党派勢力

が存在した（14）。両派は一時的に利害の一致のため、すなわち左翼陣営と対

立するため協力関係を結ぶが、それは相互不信のうえでの関係であった（15）。

善ドイツ派はバイエルンの特殊事情を利用し、自己の勢力を拡大する意図

があった（16）。だからバイエルンの反動状態は単なる偶然ではなかった（17）。

　とはいえ戦前からの自営農を中心とする中間層運動、カトリック保守主

義、伝統的分権主義、よそ者を排除する雰囲気などは革命騒動によって強

まりはしたが、直接にはナチス支持に結びつくものではない。この時期、

ナチス運動はまだ反革命勢力のごく一部でしかなかったのである（18）。ただ

一般化して述べられることは、右翼運動が一部の保守的な社会層に浸透す

るのであった（19）。けれども大部分の農民は従来と同様な理念からでなく、

共和主義的、プロイセン的だから左翼に敵意を抱き、ヴィテルスバハ家に

「古き良き時代」のシンボルを見て取ろうとする伝統的思考様式からは出

てはいなかった（20）。それゆえ議会内の社民党を首班とするホフマン第二次

内閣は政治状況からすれば、その政権自体の存在は矛盾していたのである。

つまりホフマン連立政権は農民層を代表とする人民党の保守的態度に阻止

された（21）。だからホフマン内閣は指導力を発揮できず（22）、かろうじて政権

を維持するだけであった（23）。けれども人民党としてもラント議会解散によ

る混乱を恐れたため（24）、人民党が多数政党にもかかわらず連合内閣に加わ

るだけで、社民党の首相に政治的責任を押し付けようとするだけであった（25）。
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　ホフマン連立内閣内では、1919年６月自治体選挙において人民党の勢力

回復後、社民党と人民党は対立を深めていくことになった（26）。そのきっか

けは人民党は議会議席に応じた大臣数を要求する戦術に出たからである。し

かし1920年という困難な時点で人民党は内閣を引き受けようとはしなかっ

た（27）。

　ここで予想外の事件が起こった。それは1920年３月ベルリンでのカップ

一揆である（28）。この反乱はベルリンでは失敗したが、反乱の余波で一時的

に執行権を委託されたバイエルン国防軍指揮者メールはホフマン政権を崩

壊させ（29）、反動的な政治家カール（30）を首相に就かせたのである（31）。その

後、左翼政権はありえなかった（32）。その結果政治危機の解決策をブルジョ

アが担当しなければならなくなり（33）、少なくとも議会内での左翼政党の

活動余地はなくなってしまった（34）。人民党から指名を受けたオーバー・バ

イエルン知事カールが表舞台に登場するのであった。その際人民党が初め

て政権担当政党となり、バイエルン政治に「秩序細胞」政策を具現化する

のである。

２．「秩序細胞」政策

　ホフマン内閣崩壊後、カールからクリニンクまでを首相とした保守的な

官僚内閣は議会外での雑多な半軍事団体（halbmilit�rische Verband）に支

えられた「連合政府」であった。その背後には人民党が存在した。カト

リック農民はイデオロギー上、有機的社会観から人民党の指導理念を反映

させたかった。したがって人民党はキリスト教国家観に基づき分権主義を

強く主張する。戦前の農民派は農村共同体の社会関係を維持するため組織

整備に着手した。戦後それが結実した形で人民党が成立した。そして人民

党は政権を担当する中心イデオロギーに農民的共同体観を設定した。その

ため人民党は具体的には「秩序細胞」がもつカトリック理論にあるコーポ

ラチズム（Korporatismus）を思想的な中核としながら、さらにバイエル



ン的分権主義を連邦主義から分離主義の方向に煽り始めた。だからその思

考様式には反社会主義という考えがあると同時に根底には中世からある身

分的な志向が存在したのである。この秩序維持の点では、人民党の政治は

ブルジョアジーからの支持も得られたのである（35）。

　バイエルンでのコーポラチズムについての説明を要する。それは身分制

秩序を持つ有機的社会観を農民・農業利益の擁護のために19世紀末にキリ

スト農民協会を中心に主張されたイデオロギーである（36）。この意味で農民

派の全盛期以来のイデオロギーである。だからコーポラチズムはドイツ・

カトリックの間では現実的効果はないのとは対照的にバイエルンでは有効

性があった。社会カトリシズムが資本主義の弊害に対してカトリック側か

らの対案として提出した考え方、それがバイエルン流コーポラチズムであ

る。

　コーポラチズムは経済分野において資本主義、社会主義を回避しようと

するし（37）、政治分野においては議会制民主主義を否定していた。けれども

身分制理念から職能代表制はその身分を代表するという「民主制」を堅持

しようとしていのである（38）。ここにコーポラチズムが労働者より農民層に

浸透した理由がある（39）。このイデオロギーは各身分の有機的配置によって

社会を統合しようとし、その組織の最小単位に家族と職能身分を置いてい

た。つまり家族が国家と有機的に繋がっている（40）。この考えが発展すると、

諸邦が集い、国家がある上位単位となり、集権国家が構成し、つまり同等

の権利を持つ諸国家組織が連邦主義を構成することになる。もっと簡単の

述べれば連邦主義は個人から家族を介して社会を形成し、最終的にラント

の中の諸ラントの結合となるのである（41）。コーポラチズムが「秩序細胞」

政策のイデオロギー的前提となるはずである。

　「秩序細胞」の考え方は明確な概念があるわけでなく、ある種のバイエ

ルンの風土から派生した構想と言ってよいであろう。本来バイエルンの右

翼的傾向は保守的なものであった。ところが戦後のバイエルン社会は革命
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への嫌悪によって急進右翼運動に好意的な姿勢を示した（42）。1918年以降そ

の伝統的反プロイセン的体質はベルリン中央政府が左翼政党に支配された

こともあって戦前以上に強まった（43）。そのためバイエルンの政治文化は保

守的なものから戦後のもっと右翼的な傾向を示すようになっていくのであ

る（44）。特に中間層は革命を通じていっそう反共和主義の道を歩むのであ

る（45）。だから「秩序細胞」の最初の徴候がボルシェヴィキから郷土を護ろ

うとする「バイエルン秩序ブロック（Bayerische Ordnungsblock）」の結

成である（46）。このブロックは諸勢力の超党派的組織を目指すもので（47）、1920

年３月に成立したカール第一次内閣の支援組織となった（48）。そこにはバイ

エルン「国家」建設と「国民」形成の構成要素としての連邦主義（49）、さら

にキリスト教精神に反する社会主義を拒否する姿勢が顕著に見られる（50）。

　1920年後半バイエルンの保守的指導層は「秩序細胞」をもっと積極的に

推進し、このイデオロギーを「マルクス主義者の北ドイツ」を牽制するた

めに、将来バイエルン軍のベルリン進撃により権威主義体制を確立する意

図があった。だから当面、少なくともバイエルンの内政自治を死守するこ

とは最低条件であった（51）。人民党は「秩序細胞」の現実性は別にして、そ

の綱領に規定される指導理念の実現を真面目に検討した（52）。そのためにも

人民党の強調する「権利と法」による支配、言い換えれば国家権威の回復

するためにはベルリンの社会主義政府に対抗した郷土防衛志願兵を使用す

ることを辞さなかった（53）。また人民党は分離主義を暴力手段を使ってでも

実行しようとしたのである。これはバンベルク綱領と字句を同じくするし、

ハイムの強調する大ドイツ主義とも一致する内容である（54）。それゆえ人民

党はバイエルンの平穏、安寧、秩序、治安などの目的を政治の右傾化に解

決を求めた（55）。だからこそ人民党は非合法的な「秩序細胞」政策を採用し、

決して議会という合法手段にだけに解決を求めようとしなかった。その結

果バイエルンには当時、極右団体、反軍事組織、武装集団が無数に存在し、

流入し、人民党は反動的な政策を採用することでますます後年のヒトラー



運動に利される全極右勢力の避難所となったのである（56）。その点で人民党

はナチスに対して致命的な失策を犯す最初の保守政党になったのである（57）。

まさにその意味でも「秩序細胞バイエルン（Ordnungszelle Bayern）」は

極めて危険なスローガンであった（58）。

　「秩序細胞」の発想はカトリック保守主義に由来し、それが反動の域に

までに達したため、反マルクス主義を超えて自由主義にまで対決姿勢を示

すことになる（59）。だからバイエルン連邦主義はベルリン中央集権主義とは

異なったナショナルな立場を代表しようとする（60）。すなわち「秩序細胞」

は「新生ヴァイマルの腐敗細胞」であるベルリンに対抗しつつ、南ドイツ

から人民党の主張するライヒ思想を一時的に擁護するためにもバイエルン

の分離を考慮した結果なのである（61）。とはいえ軍事的に見て「秩序細胞」

は実際に維持したのは郷土防衛志願兵部隊である。その動向が中央政府と

の対決をいっそう倍加することになる。

３．民間防衛団体

　郷土防衛志願兵部隊は1918年から翌年にかけて、当時レーテ支配に対抗

する必要上、軍隊から民兵に移行し、この基礎に人民軍（Volkswehr）の

制度を創立することを論議したことに起源がある。しかし実際の志願兵部

隊は革命中、社民党アウアーによって市民軍（B�rgerwehr）が結成され

それが軍事組織に発展させたもので（62）、これらの束ねた連合組織を基礎に

成立し、次第に極右寄りの集団が優位を占めその性格を決定した（63）。志願

兵部隊部隊の現実は社会主義勢力と対決する反革命集団にすぎず、各地か

らの臨時志願兵から構成されていた。1919年そのメンバーは約40万人にも

達してと言われる。その事実上の創始者はエシャーリヒ、カールなどの保

守主義者たちであった。ヴェルサイユ条約の制約のため郷土防衛志願兵は

表向きは民間団体を装いながら、軍部や国家からの統制を受けない組織で

あった。もちろん緊急時には軍・政府に従った。
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　この超党派的郷土防衛団体はその基本精神には広範な大衆的な基盤に依

拠し、強力な国家的権威を再建するが具体的な目的とした。けれども保守

主義者と関わりあう以上、志願兵部隊は人民党の政治運動に巻き込まれて

右翼政治行動団体に変質する（64）。このように志願兵部隊は議会制民主主義

に適する制度ではなかった。ところが1918年革命はそれを正当化する絶好

の機会となった。すなわち志願兵部隊は住民間の広範な代表組織であり、

その住民との政治的態度と一致する意味で最小限の「悪」を許容される存

在でもあった（65）。

　当時を回顧してシェーファーが述べるように、バイエルンの「平静さ」

は志願兵部隊の存在で維持された面がある（66）。そのメンバーは農業経営者

かその後継者、また都市の中間層からなり、戦争中兵隊を経験した中年層

が多数を占めていた。そのため政治的に人民党支持者が相当存在した。もっ

とも人民党は志願兵部隊をバイエルンの秩序回復手段だけにしか考えなかっ

たところもある（67）。ところが次第に志願兵部隊は独立した機関と極右政治

団体の様相に発展し、単なる政府や政党に命令される武装集団の域を超え、

さらに政府機関の決定にまで関与しようとする（68）。志願兵部隊は当初の秘

密軍事組織であったが、民間武装集団に衣替えし（69）、さらに組織を拡大し

国境を越えてオーストリアのオルカ（Orka）という同様な組織とも密接な

結びつきを示すようになる（70）。これにも「秩序細胞」の考え方が背景にあ

ると思われる。結局、志願兵部隊の強化策はその信頼できる武装手段を保

持しない政府与党の立場の弱さと秩序維持を暴力手段に依存する姿勢に原

因があり（71）、人民党は「ブルジョア民主主義」を武装した権力のみで達成

したのである（72）。それゆえ志願兵部隊の創始者のひとりであるカールがバ

イエルン首相に選出されたことはあまり奇異に感じることはなかった（73）。

ただ１９２０年７月バイエルに政府は連合国と中央政府から民間武装団体の

解散を求められ、そのため志願兵部隊を存続させることができなくなる。

　民間武装団体の存在はカール内閣を維持するための、いわば「生命線」



であり、その解散はカールの足場を失うことにもなるし（74）、レーテ政権後

の残存する「マルクス主義」の脅威を勘案すれば解散は極力回避したかっ

た（75）。結局、1921年月バイエルン政府はベルリン中央政府に抗しきれずに、

表面上、志願兵部隊の解散を命じた。このことは民間人の武装解除という

問題だけではなく、背後にバイエルン政府とベルリン中央政府との確執、

さらには共和国の存在を承認するか否かまでの対立までに発展する（76）。

　ところが志願兵部隊の解散は別の形で大きな問題となる。志願兵部隊は

ある意味で過激な種々の運動を拡散させない組織でもあったが、その解散

はそのメンバーの運動の場を喪失させ、より急進的な極右団体に移行させ

る結果となる（77）。だからこの解散はバイエルンでの右翼民間防衛団体の色

分けを鮮明にした。それはまずバイエルン派（Weissblaue Richtung）、次

に全ドイツ派（Schwarz-Weiss-Rote Richtung）の二つである。前者は志願

兵部隊の後継団体である「バイエルンとライヒ団（Bund Bayren und Reich）」

というバイエルン本来の保守勢力の一部である（78）。後者は解散後に「祖国

同盟（V�terlandischen Verband）」を結成し、政党政治に飽き足らない急

進的極右勢力が国家主義的組織をもって自らの目標を推進し、後年のヒト

ラー運動に貢献する団体となった（79）。祖国同盟は人民党に批判的な態度を

取った。人民党の「秩序細胞」政策はバイエルンを極右勢力の混合状態を

招き、不安定であるが協力関係を維持させる働きをなすのである（80）。

４．官僚政治と政治過程

（１）カール体制

　1920年から1923年までカール、レルフェンフェルト（81）、クリニンク（82）

を首相とするバイエルン政府は内政自治を主眼とし（83）、「秩序細胞」政策

をもって極右急進主義運動を温存する方針を採用した。それが極右勢力の

さらなる急進的要求を招き、反対に人民党はその保守的立場を護るために

右翼全体を抑制する総監制（Generalstaatsriat）を設置しなければならな
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くなる。また人民党は党代表を首相にしなかったため、つまり傀儡政権を

採用しようとしたため首相と人民党との関係では方針での完全な一致を保

つことができなかった。

　ホフマン政権崩壊後、人民党、郷土防衛志願兵部隊、国防軍の希望で、

カールが首相に就任した（84）。極右勢力が影響力を増す政治状況がカールを

首相職に就かせたとも言える（85）。カールの目標は第一に革命の完全な一掃

であり、バイエルンを反革命的、反社会主義的な進路に向かわせることで

あった。彼は1920年ラント議会選挙での保守・右翼政党の勝利を背景に内

閣改造を行い、カール体制を強固にした（86）。また彼はラント政治の安定の

ために自己を支援する議会外勢力を強化することに努めたのである。特に

カール第二次内閣は1933年までのバイエルン政治の政党分布を確立し、人

民党が中心的役割を担当することになる（87）。

　カールの反左翼的政策はその保守思想にあり、ボルシェヴィズムと国際

的資本主義を同時に「民族」の敵とみなす程度の狭量さしかなかった。だ

から彼の政策には人民党にそった①バイエルン愛国主義の徹底、②「法の

支配」の強化、③バイエルン大統領制の樹立、④職業身分制の設置などし

かなかった（88）。

　要するにカールは連邦主義的国家の形成から戦前の君主制の復活を希望

する点では復古主義的な伝統的な考え方しか持たなかった（89）。そのために

は議会の信任を当てにするが、議会からは常に独立しており、自己の信頼

する政治勢力の手を借りて有利な政治関係を創り出そうとした（90）。したがっ

て彼は現在のライヒ内において内政自治の強化ではなく、バイエルン側か

らの統一国家の実現を考えたのである（91）。もちろんカールにしても人民党

にしてもバイエルンが孤立する危険性を理解してたし（92）、そのことを覚悟

していた。ただ彼らにはこの一時的分離の手段がバイエルンの主張を実行

できる唯一の可能性としか考えようとしなかった（93）。それゆえカール政府

は雑多な右翼の集まりであったとしても（94）、その中心は人民党にあった。



その主張は1918年９月人民党「水曜会」の『覚書』骨子を反映した内容で

ある（95）。だから「ヘルトがバイエルン政府を指導し、カールが監督して」

おり、人民党の「秩序細胞」政策のためにカールを活用することが可能で

あった（96）。人民党が操作しえる範囲ではカールを首相にしておくが、彼が

人民党にとって未知の思想を持った、議会外の極右急進勢力に接近し（97）、

ベルリン中央政府と取り返しのつかない摩擦を起こすならば、人民党はカー

ルを首相の地位から引きずり降ろすのである（98）。

　結果的にはカール体制はベルリン中央政府とのさらなる軋轢を生み、さ

きに述べた1921年２月郷土防衛志願兵部隊をめぐる対立、その後1921年８

月ライヒ非常事態令（Reichsausnahmeordnunng）に関する紛争において

頂点に達す る 。また1921年８月エルツベルガー暗殺は８月ライヒ大統領に
（99）

よる緊急令（Notverordnung）を布告させる契機となった。これに対抗す

る形で内政自治に固執するバイエルン政府は社会主義勢力への抑圧に用い

た非常事態令（Ausnahmeverordnung）をもってライヒ中央政府の介入を

拒否した。もちろんこの措置はカール政府の司法相ロート、ミュンヘン警

察署長ペートナー（100）の支援を受けてのことであった。ただしこの二つの

問題で内政自治を失いたくない人民党指導部は、ある程度ライヒ中央政府

との交渉で譲歩しようとする（101）が、右翼急進主義の側にあったカールは

人民党の方針と相容れなかった。結果、人民党はカールとの関係を断ち、

９月にカールの首相退陣を要求したのである（102）。つまり人民党は従来通り

内政自治を擁護すべく諸勢力を利用するが、そのことによって内政自治を

危険に晒すことを回避しようとする。そのため人民党はその方針に合致す

る人物を再度首相に選ぶのである。カール政府の強引な措置は人民党に躊

躇させる結果となり、その後任となるレルフェンフェルトである（103）。当分

の間、人民党はライヒ中央政府との不和を調停するために努力しなければ

ならなくなった（104）。
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（２）レルヘンフェルト内閣

　レルフェンフェルトは新生ドイツ・デモクラシーの可能性を信じ、左翼

とは一線を画するが、左翼勢力に偏見を持たず、かえって極右勢力をデモ

クラシーにとって障害となる存在を当初拒絶していた。それゆえ彼はレル

ヘンフェルト第一次内閣（105）に中産党を連合政府に加えようとはしなかっ

た（106）。

　もっともこの政治姿勢は長く続けることはできなかった。1920年から1922

年までのバイエルン社会は亀裂をますます深めており（107）、政権を担当して

半年後の1922年４月にはレルヘンフェルトはライヒ中央政府との交渉に変

化をきたすようになる。彼はより連邦主義原則を主張し出したのである。そ

れは1922年６月ラーテナウ暗殺に端を発した内政干渉を目的とする共和国

保護令（Verordnung zum Schutze der Republik）に対抗するバイエルン

緊急令（Notverordnung）を布告するに至った（108）。またしてもバイエルン

とライヒの間にカール政権当時と同様の鋭い衝突が生じたのである（109）。もっ

とも今回はバイエルンの立場を合法手段で防衛することを了解し、両政府

間に交渉が成立し、いわゆる1922年８月ベルリン議定書（Berliner Protokoll）

が締結されたのである。これはバイエルン連邦主義にはマイナスとならず、

ある程度バイエルン側の利害にかなった（110）。

　もちろん共和国保護令問題ではバイエルン政府はライヒ中央政府との関

係で政治的に右傾化の立場を堅持する。それがレルヘンフェルト第二次内

閣（111）であった。商業相ハム（国民党）が離脱し、司法相にグルトナー（112）

（中産党）が就任することによって、ヴァイマル末期まで続くブルジョア

右翼内閣が完成するのである。中産党の政権参加は議会上の多数政権の成

立に不可欠であるし、人民党がより右翼的な政党に好意を示してきた証左

でもある（113）。レルヘンフェルト第二次内閣は人民党を中心とする組閣であっ

たとしても、レルヘンフェルト自身は必ずしもグルトナーのような人物に

好意的ではない。そのため彼は人民党、中産党から急進分子を排除するた



め、かえって極右団体に接近していくのである（114）。こうなると人民党はベ

ルリン中央政府との妥協に一応満足しており、半軍事的組織である極右勢

力と結びつくレルヘンフェルトを邪魔な存在と見なすようになる（115）。結

局、レルヘンフェルト内閣は1922年11月に瓦解した。こうした人民党の場

当たり的措置は、一方でレルヘンフェルト失脚を画策しながら、矛盾する

ようだがその保守的態度から逸脱し、さらに右傾化するのであった（116）。

　1922年11月レルヘンフェルトの首相辞任の時期は経済が著しく悪化して

おり、政治状況をいっそう厳しくした。この時期に首相に就任したのがク

リニンク（117）であった。まず彼に与えられた課題は低下した政府の権威と

法的権力の確保であった。彼はそれを果たしうるのはもはや民主的手段で

は困難と判断していた（118）。そのためクリニンクはレルヘンフェルトよりも

もっと右翼急進主義勢力を受け入れた（119）。それには限度がなく、クリニン

クの姿勢はナチス運動を刺激したのである（120）。また彼は意識的に連邦主義

的バイエルン的目標（f�deralistisch-bayerischer Zielsetzung）と民族主義

的復古的目標（nationalistisch-restaurativen Zielsetzung）を融合させよう

とした。ところが人民党が期待した保守的な政治路線から程遠く、まった

く反対の左右の急進主義勢力の衝突が続いた（121）。その状況下は人民党が期

待した内外の均衡を保ちながら、人民党主導の政策を実現することができ

ずにかえってナショナルな意識がさらなる刺激を創り出すのであった。

　1923年９月クリニンクはカールを総監としてバイエルンの執行権を彼に

委託することで強引に決着をつけようとした。この措置が事態を冷却化さ

せるはずがなく、ベルリン中央政府への抵抗を増幅させる結果となるので

ある（122）。カールを首相に就任させた状況とは異なっていたとしても（123）、

人民党はまったくその考え方を変更しないカールをまたもや応急処置に利

用したのである（124）。カールは首相辞任後、元のオーバー・バイエルン知事

に戻って反共和国宣伝に従事し、「バイエルンとライヒ団」に深く関わっ

ていた（125）。
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（３）三頭政治

　カールへの期待は祖国同盟との関係から事態の鎮静化にあり（126）、総監に

あることで急進的右翼への予防措置を期待してもことであった。けれども

カールは相変わらず急進的右翼団体に権力基盤を求めようとした（127）。実際

1923年秋、バイエルンの政治権力はカール（総監）、ロッソー（バイエルン

国防軍指揮官）、ザイサー（ラント警察長官）の三人に握られており、い

わゆる三頭政治と称されていた。もっともカールが極右団体を温存したと

はいえ、ナチスに代表される極右全ドイツ派と考えが一致するわけではな

い（128）。もっとも共通点はヴァイマル共和国の打倒であり（129）、ヒトラーと

は違った観点から「大ドイツ主義」を主張し行動を準備していた。

　カールはバイエルンの「秩序細胞」をドイツ全土に拡大し、帝政期のド

イツの復活を企図した（130）。しかしカールの主張するベルリン進軍計画はベ

ルリンにその協力者があって成功する可能性があるのである（131）。だからカー

ルらはためらいがあったのである（132）。

　総監制設置は人民党のヘルトが急進的右翼を抑制するために承認したが、

必ずしも人民党全体の同意あってのことではない（133）。カールが総監という

立場を利用して一種の独裁を執るのではないかという危惧もあり、一時的

に内政を「安定化」するかもしれないが、彼の反動思想からすればかえっ

て内政自治を不安定にすることになりかねないという声も聞かれた。人民

党内のカール評で意見が分かれ、当然人民党とカールの間に溝ができたの

である（134）。

　極右全ドイツ派の中でヒトラーらは漠然たる反ヴァイマル諸団体からよ

り明確なドイツ闘争同盟（Deutschen Kampfbunnd）を結成し、カールよ

り積極的にベルリン進軍を実行しようとした（135）。1923年秋のバイエルン政

治状況は政府をカール体制が、保守陣営を人民党が、さらに急進右翼陣営

を闘争同盟が代表する構図を示した。この三者の関係はすでに調整が不可

能な点まで進んでおり、最終的に11月23日ヒトラー一揆の失敗がバイエル



ンの危機を一応終了させたのである（136）。

　戦後人民党の基本方針は内政自治を主張し、その具体策が「秩序細胞」

であった。1924年までの人民党の政治を整理しておくと以下のように説明

できる。

　人民党は議会において単独で政権を獲得できなかったため、連合政権を

選択しなければならなかった。人民党は政権を担当しても、その党員であ

るが官僚を首相に就かせ、いわゆる人民党的な人物を首相に指名しなかっ

た。そして人民党を首班とする官僚政府は内政自治を擁護するあまり、議

会を軽視し、急進的右翼を温存する失政を犯してしまった。

　ではこれらの政策は特に人民党幹部（農民派）の誤りであったのであろ

うか。この点を連合政権のパートナーであった中産党、官僚政府から人民

党の政治を考えておきたい。

（４）連合パートナーとしても中産党と官僚政治

　人民党はヴァイマル時代を通じて中産党を政権を維持するため有力なパー

トナーと考えた。中産党はドイツ国家民族党に関係する政党であり、バイ

エルンでは主にプロテスタント系の都市中間層や農民層から支持を得てい

た。中産党は君主主義的な反議会主義政党であり、ドイツ国家民族党とは

称さず、バイエルン中産党と名乗るようにバイエルンの利益を主張する点

があった（137）。人民党は反左翼を鮮明にする以上、連合政権の相手を反革命

的な中産党に求めたのは当然であった。そのうえ中産党の選挙基盤がフラ

ンケン、プファルツにあることは人民党とは競合せず、中産党のイデオロ

ギーがカトリックでないにしてもその右寄りの保守性という点では人民党

と類似していた。だから中産党は人民党にとって欠かせない連立政党であっ

た（138）。したがって人民党は中産党を「秩序細胞」の同志と評価していた（139）。

そのため政権にあって司法相（ロート、グルトナー）を中産党が占めたの

は大きな政治的効果をもたらした。つまり司法判断は常に「右」に甘く、
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「左」に厳しかった。それゆえ中産党との連立政権は人民党の無策という

シュヴェントの見解（140）はまさに逆であり、中産党は人民党には議席、方

針、目的でも不可欠なパートナーであった。

　1920年からの官僚政府はベルリン中央政府と常に対立状態を創造した（141）。

そのうえ人民党と官僚政府も両者の見解において必ずしも一致せず、人民

党自身がその相違に当惑したはずである。なぜ1920年に社民党を中心とす

る左翼政権崩壊後、人民党内に絶大な影響力を持つ、例えばハイムのよう

な人物が首相にならなかったのか。人民党政治家が首相就任しない理由が

ある。それは官僚出身の政治家が首相指名を受ける理由があるのではない

だろうか。各研究者の見解から考えておこう。

　レンクによれば、ハイムが1920年政治権力をほぼ主張にしたにもかかわ

らず、首相に就かなかった理由は最終的に責任を取ることをハイムの性格

の弱さにあるとし、1922年から1925年まで病気のためもあって首相就任は

不可能であった、と説明される（142）。同様にシュヴェントもハイム個人の政

治資質に疑問を呈し、ハイム自身も自分の政治的責任の欠如を認め、カー

ルを責任ある地位につけようとしたと根拠づける（143）。さらにシュヴェント

は人民党にとってカール選出は意外であったが、政府の指導を超党派的な

官僚に委ねるとする人民党の古い思考様式にそったものだととも指摘す

る（144）。またシュヴァルツは、当時の状況から議会外勢力である郷土防衛志

願兵部隊のまとめ役として首相にカールを人民党が選択したと主張する。そ

れにシュヴァルツはカールの政治的な平衡感覚の欠乏を見抜けなかったの

はハイムの誤りだとも述べる（145）。スペックナーによれば、ハイムは急進的

右翼からの反対があったため首相を断念しなければならなくなり、だから

カールが選ばれたと説明される（146）。

　確かに各研究者の説明は妥当性があり、ある部分には説得力がある。し

かしそれぞれ人民党という政党からの説明が欠けており、その説明が必要

である。ハイムやヘルトは最初から首相就任の意思はなく、君主主義的な



官僚に首相就任を依頼したのである（147）。1920年から1923年までの時期に、

人民党は首相職に人民党的でない次善の策としか考えようのない官僚出身

者を首相にした思惑がある。人民党にとってはカール、レルヘンフェルト、

クリニンクという最高行政官は常に「スケープゴーツ（S�denbock）」であ

り、官僚首相は人民党の都合ですげ替え可能な人物であったと言える（148）。

それに人民党結成に際して、農民派が非農民派を排除したため人民党内に

指導者が不足したことも一因であった（149）。また官僚による統治は戦前から

の伝統からとも考えられる。戦後も戦前からの伝統で訓練された官吏が混

乱した時期に秩序だった組織力を示した（150）。だからシェーンホーフェンが

指摘する「便宜上の取り換え可能な首相制度（System der bequam aus 

wechselbaren Ministerpr�sident）」が人民党の1924年までの組閣方針であっ

た（151）。つまりそこには非民主的な官僚が首相に就任するケースが当然であっ

た（152）。これは人民党だけでなく、バイエルン政治文化の問題点でもある。

　バイエルンは断片化した下位文化から成立する政治構造を有するために

その各社会階層の利益表出は調整、対立、葛藤のゆえに人民党という政党

ではなく、行政官僚が政治指導の地位に就かなければならなかった。戦後

の混乱期の政治課題は内政自治に関連しながら、社会的利益配分をいかに

秩序付けるかにあった。これは当時のラント議会では容易なことではなかっ

た。右翼諸集団と行政機関とが結び付きが生まれる。それゆえ人民党は官

僚を首相に起てたほうがよかったのである（153）。そのためにも人民党が操縦

できる官僚を選択したのである。政府内では人民党はレルヘンフェルト、

クリニンクの各内閣の内相にシュヴァイアー（154）を就けている。彼は内相

という地位を利用しながら、警察組織を通じて人民党による内閣の監視を

可能にした（155）。また彼は人民党の方針に沿った形でベルリン中央政府との

交渉も指揮する立場にあった（156）。けれども人民党の官僚内閣を通じての操

作はヒトラー一揆後どうにもならなくなり（157）、1924年人民党幹部であるヘ

ルトが組閣に着手しなければならなくなった（158）。
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小　　括

　本論後半では19世紀後半からの社会構造の変遷をバイエルンの政治的カ

トリシズムの変容と重ね合わせ、そして人民党を支持・構造・政策などか

ら第一次世界大戦後のファシズムにつながる前段階までを考察してきた。

　農民層は分権主義、保守的君主主義、カトリシズムを下位文化に持って

おり、それを典型的に体現するのがアルト・バイエルンの中農層であった。

この農民を代表する農民派の政治行動は19世紀後半から20世紀初めにかけ

ての三つの時期に分けて考えることができる。



　第一期（1870－1893年）は自由主義対カトリック保守主義の二大政党シ

ステムの時代であった。19世紀前半からの「国家と宗教」の社会的亀裂を

映し出していた。ただこのカトリック系政党は農民という大衆基盤からか

け離れており、いわば名望家政党でしかなかった。当然この時期には顕著

な農民の政治化は生じることはなかった。それが第二期において変化する。

　第二期（1893－1918年）は農業危機が農民の政治化を促進する。農民は

キリスト教農民協会という経済利益をカトリック系政党内の農民派という

パイプを通じて自己主張し始めたのである。農民派は農本主義的思考を残

しながら「近代化」に対応しようとと組織の整備を図り、カトリック系政

党内で影響力を増していく。これは党内指導権を持つ保守派との対決を意

味した。両派の関係は当時のバイエルン社会のエリートと大衆のそれでも

あった。それが戦争と革命という社会変動によってカトリック系政党内の

変化をいっそう拍車をかけることになる。これは第三期にはっきりと現わ

れた。

　第三期（1918－1923年）は農民派がカトリック系政党（人民党）そのも

のになるのである。ただバイエルン社会構造の変動に関わらず、戦前の中

央党を支持した農民は戦後にも人民党を支持し続けた。そのため人民党の

支持層と社会意識は戦前のままであった。したがって政権を担当した人民

党の社会的態度と現実の社会構造の変化によるズレが生じ、両者はうまく

かみ合うことはなかった。つまり農民派が指導する人民党の「秩序細胞」

政策である政治的カトリシズム（身分制を基礎とした「古い世界観」）に

パトリオティズム（バイエルン愛国主義）を加えたものであった。農民派

が指導する人民党は戦前からの保守主義から第二帝政下の連邦主義を要求

したのである。

　第三期のバイエルンはドイツ・ナショナリズムと分権主義に内在するバ

イエル主義が極度に衝突する時代でもあったのである。そのためカトリッ

ク農民層はドイツ・ナショナリズムを標榜するナチス運動には冷淡である（１）。
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このことは1924年ラント議会選挙に現われる。社民党からブルジョア諸政

党を犠牲にしてナチスがラント議会に議席を獲得したが、人民党はその影

響をあまり受けなかった（２）。1924年選挙で重要なのは共和主義的な国民党

（民主党）が議会から早くも姿を消し（３）、反対に最も反共和主義的なナチ

スが初めての選挙で23議席を獲得したため、1928年ラント議会選挙までそ

の合法的な政治の場での足掛かりをつかむことが可能となったのである（４）。

1924年ヘルトが党内委員会において党の将来方針を明確にし、つまり人民

党を中心とする中道ブロックではなく右翼ブロックの政権方針をを決定し

たのである。人民党のパートナーである中産党はナチスの議席を恐れ、さ

らに右傾化する姿勢を採用する。重要な点は人民党が中産党を連合政権の

パートナーとする以上、より右寄り路線を取る中産党が政権の性格を規定

するようになり（５）、そして全体としてのますます右傾化には必ずしも歯止

めがかからない。

　ヒトラー一揆の経験は結果的に人民党の対ライヒ政策の転換をもたらす

ことになった。人民党がヴァイマル憲法を拒否する立場からヴァイマル体

制内で連邦主義を盛り込んだ憲法修正案を推進する方向への転換し、現国

家体制の承認に向かうのである。それは1925年人民党のライヒ議会の連合

政権参加に際して連邦主義を条件にしたことに現われている（６）。

　さて人民党はどのように評価すべきであろうか。これは単に戦後の一時

期の政治現象でなく、19世紀初期以来の政治的カトリシズムの流れの帰結

とも考えてよいであろう。従来の人民党研究は戦後の現象から判断を下し

ている。そうではなく長い歴史過程を通じて戦後の人民党を考えるのが本

論の主旨である（７）。

　ライヒ中央党も人民党も第二帝政期に成長した複合階級カトリック利益

政党（multi-class Catholic Interessenpartei）であった（８）。その後のライヒ

中央党はヴァイマル連合の一翼を担う政党にまでになった。けれども人民

党は反ヴァイマルをスローガンにする政党であった。この相違は両党の社



会基盤にある。人民党を結成した農民は工業化以前の社会においてバイエ

ルンの「主人公」であった。それが19世紀の長い社会構造の変遷の中で近

代化とのズレに直面し、農民の伝統的農本主義が急進的保守主義と変貌す

る。ここで留意すべきは変化したものと変化しなかったものを区別して考

える必要がある。つまり19世紀を通じての近代化による社会構造の変化は

必ずしもアルト・バイエルンを中心とする農民層の精神構造を変更させな

かった。したがって農民層は戦後の「ナショナルな運動」に自己の伝統的

価値観だけしかを投影させようとしなかった（９）。戦前の農民の保守的態度

が戦後の社会状況に応じて急進化したのである。

　ある時点をもって保守と極右との間に簡単に一線を引くことはできず、

両者は流動的である。言い換えれば右翼急進主義の概念規定の試みは保守

主義の正確な限界が不可能であることを意味する。その限界線を明確にで

きないからこそ、両概念は機能的、歴史的に相対化して位置づけなければ

ならない。すなわち保守主義は現存する政治・社会的状況の維持を志す、

そして急激な変化を嫌うであろう。これに対して右翼急進主義は現状を変

更、後退させようとして違法な手段も含めて実力行使を図るであろう。両

概念はヴァイマル時代の保守主義に適用できるであろうか。その保守主義

は政治目標を現状でなく過去への回帰を求めた。これはカテゴリー的に分

類すれば反動的な右翼急進主義と定義せざるをえない（10）。

　革命後の混乱の政治的原因は戦前からのバイエルンのもつ中間層構造で

も、ラントの伝統的な保守性でもなかった。それゆえ戦前の人民党の政策

上の欠陥が戦後の混乱原因を生み出したと考えられる。つまり人民党は与

党として社会的な緊張を和らげれることが可能である唯一の政党であっ

た（11）。しかし人民党はこれをあえてしなかったことは事実である。人民党

の背後にはアルト・バイエルンを中心としたカトリック農民が控えていた

ことは極めて重要である。結果的には人民党の政策が初期ナチズムの成功

を間接的に手助けしたことになる。もちろん農民にはそのようなことに積
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極的意識はなかった。

　ヴァイマル末期に人民党を支持するカトリック農民はプロテスタント中

間層に比べナチスに抵抗する姿勢を示した（12）。けれどもナチスはバイエル

ンからの政治的出発なしにその存在を語ることはできない。人民党がベル

リン中央政府に対抗する姿勢を強化するあまりにナチスに盲目的ですらあっ

た。それは結果的にはドイツ・デモクラシーの没落に貢献することにも

なった。ナチスが1923年、1924年にある頂点をバイエルンで迎えていなけ

れば、1920年代末の躍進はありえなかった（13）。その意味で人民党の戦後初

期の政策は有形無形に広くのちにまで影響を残したのである。この政策判

断の背後には、アルト・バイエルンの農民の保守的なバイエルン・カトリ

シズムが存在していた。

　

（１）Gordon, op.cit., p.420-424.

（２）ibid., S.543.

（３）ibid., S.544.

（４）Schwend, Bayern, S.263.

（５）Fenske, a.a.O., S.243.

（６）Sch�nhoven, a.a.O., S.280.; Sch�ffer, a.a.O., S.625.

（７）Fenske, a.a.O., S.66-67.

（８）Knapp, T. A., The German Center Party and the Reichsbanner. A Case 

Study in political and social Consencus in the Weimar Republic, 

International Review of Social History, 1969,p.161.

（９）Fenske, a.a.O., S.316.

（10）ibid., S.313.

（11）ibid., S.317-318.

（12）Nicholls, op.cit., p.101.

（13）Fenske, a.a.O., S.320-321.



 
むすび

　「国家と教会」というテーマはヨーロッパを考える際、常に係る重要な

問題である。フランス革命後、ドイツ各邦は「世俗化」、宗教政策を通じ

て、その地域事情に応じて近代的な国家整備を行った。本論は19世紀初期

以降のバイエルンにおける国家とカトリック教会の関係を政治学的に考察

することも主旨とするものである。

　19世紀初期バイエルン政府は啓蒙主義の立場から、国教化政策を採用し

ながら、対外的にカトリック教会をローマ教皇から分離し、対内的には教

会の持つ封建的諸特権と教会財産を没収し、教会そのものを官僚機構の一

部に編入することを画策した。このことに刺激を受けてカトリシズムも変

貌していった。
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 1919 年 1920 年 1924 年 

ナチス － － 23 

中産党 9 20 12 

人民党 66 65 46 

国民党 25 13 3 

農民同盟 16 12 10 

社民党 61 26 23 

独立社民党 3 20 － 

共産党 － 2 9 

他 － － 3 

計 180 158 129 

表２　ラント議会選挙議席（1919－1924）
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　バイエルンの近代国家の成立過程は以下の三期からなる。この三期はロッ

カン・モデルでは「浸透段階（国家建設）」「標準化段階（国民形成）」に

該当する。

　まず第一期は18世紀中葉からマキシミリアン・ヨーゼフ三世統治の時代

である。この時代は近代国家の前提条件を形成するが、封建的秩序を「国

家化」しようとするものであった。K・テオドール選帝侯の教会との同盟

を経て、1799年マキシミリアン・ヨーゼフ四世の下に改革作業が開催され

た。

　第二期は1799年から1808年まで本格的近代国家建設期である。フランス

の干渉を受けつつも、「国家と社会」の改革を企てたモンジュラを中心と

する啓蒙官僚が憲法制定過程を通じて、上からの「革命」を実行し、その

成果が1808年基本法であった。国家が司教区を支配しやすいように再編成

し、聖職者の任命権に国王が影響力を持った。「世俗化」と宗教政策はカ

トリック教会を次第に政治の場面から後退させていった。この一元的社会

はモンジュラ体制と称されるものであった。またこの体制は官僚の特権的

地位を保証することにもなった。

　第三期は1809年からである。1817年モンジュラ失脚後、封建勢力との妥

協が成立したが、第二期で完成した国家体制は維持された。1817年バイエ

ルン政府はローマ教皇と政教条約をカトリック教会に有利な条件で締結し

たとはいえ、政府は巧妙な方法を用いて宗教法令を1818年憲法に組み込む

ことによって、カトリック教会に対して指導権を掌握していくのである。

　19世紀初期のバイエルン教会政策はモンジュラを中心とする啓蒙官僚の

卓越した指導のもと、フランス革命後の新状況の克服のための現実的な対

応の結果であった。このことはナポレオン時代の権力政治に立憲国家の成

立と啓蒙思想が重なり、国家による教会支配を国教化政策で実施し、新バ

イエルン国家建設に成功した。それは宗派同権国家への大転換であった。そ

れゆえ国家の存立に強く危機感を抱いた啓蒙絶対主義官僚は1809年の宗教



法令という形で国教化政策を効果的に使用したのである。官僚は近代化を

計画し、そのため住民の大部分である農民を国民化するために、教会領地

を農民所有の政策に転換した。フランスではナポレオンは教会領を農民に

分割した。そのためフランスの農民は反教権的立場を鮮明にした。

　ところがバイエルンにおいてはフランスのようにはならず、特にアル

ト・バイエルン農民はその社会構造にあって官僚側について反教権主義に

ならず、反対に19世紀を通じて一貫して自由主義政府と対立するカトリシ

ズムを支援するのである。啓蒙絶対主義政府が後年、自由主義政府になっ

たとしても、またバイエルン・カトリシズムがその体質を変えたとしても、

政府と教会は国教化政策の対立を軸に、いかに国民の立場に組み込んでい

くかが19世紀のカトリシズムをめぐる問題点であった。この問題への意識

は19世紀後半の文化闘争の対立、愛国党（中央党）の成立という大きな政

治紛争につながっていくのであった。

　以上のことはロッカンの国民国家形成理論の、「国家建設」「国民形成」

の具体的な一事例となりうる（１）。

　1919年から1923年までのバイエルン政治は左右の急進主義に揺れた結果、

右翼急進主義がいわゆるヒトラー・プッチを決起し、失敗に終わった。こ

のような事件を許したのは第一次世界大戦後のバイエルンの特殊性であっ

た。戦後バイエルンはドイツとは異なった政治を目指した。それは過激な

右翼団体を温存する保守反動政治であった。第一次世界大戦後のバイエル

ンはドイツの他邦とは異なった政治を目指した。それは過激な右翼団体を

温存する保守反動政治であった。その中心政党がバイエルン人民党である。

この保守反動政治は戦後のバイエルに起源があるわけでない。バイエルン

のカトリック保守的な農業基盤が19世紀後半からの諸事件に対応した結果、

極端に保守が反動化した形が戦後に表現されたのである。この政治的帰結

に至る事情は、ロッカン・モデルでは「参加段階（大衆民主主義）」のバ

イエルン版である。
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　バイエルン農民は19世紀からの近代化という社会変動の中でその保守主

義的な立場から旧来からの共同体的な社会関係を維持しようとした。カト

リック農民はその指導者のもとに思考様式において農本主義を持ちながら

組織的には農民利益に応じようとして、キリスト教農民協会という団体を

整備し、カトリック教会とも協力しながら、時代の「近代化」に順応抵抗

を繰り返したのである。その中心的役割を担ったのはカトリック政党（愛

国党→バイエルに中央党→バイエルン人民党）内の「農民派」の人々で

あった。「農民派」はバイエルン的性格を強く持っていた。それは一言で

述べれば、分権主義的、君主主主義的、カトリック的中規模農民的性格で

ある。このバイエルン的下位文化的体系を持つ農民はカトリック系政党内

「農民派」によって代表され、農民団体、政党組織に影響し、そのイデオ

ロギーにも反映していた。

　戦後ライヒ中央党がヴァイマル連合に参画しヴァイマル共和国の一翼を

担ったのに対して、バイエルン人民党は反左翼的な立場から反動化・反ヴァ

イマルの途を選択した。その具体的な人民党の政治政策から1920年から

1923年のバイエルン政治に出現した。戦後バイエルン政治は人民党（特に「農

民派」）を中心とする保守層によって形成されていた。中農層から支持を

受ける人民党が左傾化するはずはなく、左翼急進派から「革命」という被

害を受けたと感じたバイエルン住民には右傾化する事情があった。だから

人民党「農民派」は反左翼・反ヴァイマルの遂行目的のために右翼急進派

の成長を許す温床を提供したのである。

　しかし人民党「農民派」は本来の政治政策を右翼急進派の成長を許す温

床を意図しなかった。右翼急進派を利用しながら、人民党はバイエルンを

保守的なラントにしておきたかったのである。結果的に考えれば、このた

め右翼急進派のひとつであるナチスの成長を促すことになった。もちろん

人民党はそれ以外の選択を採用することができたが、あえて他の政策を考

慮しようとはしなかった。



　シュヴェントは「民主主義と分権主義思想の結合は成立しない」と述べ（２）、

人民党の非民主的性格を指摘した。確かに人民党指導者は新生ドイツを担

うべき人物に甚だ不足していた。だからといえ人民党は反民主的政党と即

断できるであろうか。ゴルヴィッツァーはシュヴェントを批判しながら、

人民党を民主的政党と判断し、オーストロ・ファシズムのような「歪み」

をもたないと評価した（３）。シュヴェントとゴルヴィッツァーらも含めて、

従来の人民党研究は必ずしも戦前のカトリック系政党を踏まえた歴史過程

から説明するものではなかった。これまで戦後バイエルンの政治的諸事件

という現象面から人民党を評価してきたのでないだろうか。さらに敷衍す

るならば、人民党も含めてバイエルンの政治的カトリシズムは意図せずと

はいえ、ナチスの伸張を間接的に手助けた結果となったことを証明しなけ

ればならない。

　19世紀初期からの変遷するバイエルン社会構造の中でカトリシズムの現

実の姿を把握しながら、19世紀末以降に登場した、社会・政治集団として

の農民協会－農民派－人民党を考察しなければならない。したがって、19

世紀後半の農民が置かれた社会環境を検討しながら、なぜ農民が政治化し

たのかを考察し、さらに「農民派」が勢力を増すことでカトリック系政党

の構造変化が生じたことを考えなければならない。「農民派」と「保守派」

の確執は「参加段階（大衆民主主義）」の結果を人民党結成で表現してお

り、その組織原理に「農民派」の思想が色濃く反映したことをもっと留意

しなければならない。最後に第一次世界大戦後に人民党がバイエルン政治

を担当することになり、「農民派」の指導原理が政策に投影し、大衆民主

主義の時代がさらに進展する中でそれまでとは反対にバイエルンの保守主

義がヴァイマル共和国という民主化の現象に抗して反動化するのである。元

来党内の一部分であった「農民派」がバイエルン政治全体が次第に右傾化

する中で自らも急進的になり、最後にナチスの温床（例、「秩序細胞」政

策）を提供してしまったのである。それは19世紀初期からのバイエルン特
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有の政治文化から派生した、直接的な因果関係とはいえないけれども、バ

イエルン的保守性とカトリシズムが招いた、ある種の政治的帰結であると

言えるかもしれない。

（１）古田、前掲論文参照。

（２）Schwend, Bayern.

（３）Gollwitzer, VfZ, 1955.


